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１ 法人の概要 

（平成 ２８年５月１日現在） 

（１）名 称 
公立大学法人岡山県立大学 

（２）所在地  
      岡山県総社市窪木１１１番地 
（３）法人設立の年月日  
      平成１９年４月１日 
（４）設立団体 
      岡山県 
（５）中期目標の期間 
      平成２５年４月１日から平成３１年３月３１日 
（６）目的及び業務 

ア 目 的 
公立大学法人岡山県立大学は、人間を取り囲むさまざまな環境の中で調和のとれた発展を期

し、地域の課題や社会の要請に的確に応えるため、「人間・社会・自然の関係性を重視する実
学を創造し、地域に貢献する」ことを基本理念とする。 
この理念に基づいて、学術の進展と教育の振興を図り、福祉の増進、文化の向上、地域産業

の発展等に寄与する研究活動に取り組むとともに、知性と感性を育み、豊かな教養と深い専門
性を備えて新しい時代を切り拓く知識と高度な技術を身につけた実践力のある人材を育成す
る。 

イ 業 務 
(ア)岡山県立大学を設置し、これを運営すること。 
(イ)すべての学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談など学生生活に関す

る相談その他の援助を行うこと。 
(ウ)民間企業や試験研究機関等との間の共同研究や受託研究、技術指導等を実施するなど、法

人以外の者と連携して教育研究活動の推進に取り組むこと。 
(エ)地域社会に貢献するため、公開講座を開設する等、地域住民に幅広く学習機会を提供する

とともに、大学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。 
(オ)前各号に掲げる業務を効果的かつ効率的に実施するため、附帯して必要となる関連業務を

行うこと。 
（７）資本金の額      １２０億 ９,１６３万 ２,９４３円 
（８）代表者の役職氏名  
       理事長 辻 英明 
（９）役員及び教職員の数 

ア 役員  
理事長          １人 
副理事長        １人 
理事            ３人 
監事       ２人 

 役員計    ７人 
イ  教職員 

教員    １６７人（特任教員含む専任教員数。ただし、学長を除く。） 
職員     ４２人 
教職員計 ２０９人 
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（10）組織図 

      

【法人組織】   経営審議会  

     理事長 （学長）  

 役員会    副理事長（事務局長）  

  理事長（学長）    理事（産学官連携担当）  

 副理事長（事務局長）    委員（非常勤：学外者）４人  

  理事（教育研究担当）     

  理事（産学官連携担当）   教育研究審議会  

  理事（非常勤：学外者）１人    理事長（学長）  

  監事（非常勤：学外者）２人    副理事長（事務局長）  

     理事（教育研究担当）  

     理事（産学官連携担当）  

     委員（保健福祉学部長）  

    委員（情報工学部長）  

    委員（デザイン学部長）  

    委員（附属図書館長）  

    委員（共通教育部長）  

    委員（学生部長）  

    委員（理事長指名）１人  

    委員（非常勤：学外者）２人  
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(大学院) 
   

看護学専攻（博士前期課程） 
 

          
            
【大学組織】 

  
保健福祉学研究科 

   
栄養学専攻（博士前期課程） 

 
      

            
      

 
   

保健福祉学専攻（博士前期課程） 
 

          
            
      

 
   

保健福祉科学専攻（博士後期課程） 
 

          
            
      

情報系工学研究科 
   

システム工学専攻（博士前期課程） 
 

          
            
      

 
   

システム工学専攻（博士後期課程） 
 

          
            
      

デザイン学研究科 
   

デザイン工学専攻（修士課程） 
 

          
            
      

 
   

造形デザイン学専攻（修士課程） 
 

          
            
      

(大 学) 
   

看護学科 
 

          
            
      

保健福祉学部 
   

栄養学科 
 

          
            
      

 
   

保健福祉学科 
 

          
            
      

 
   

情報通信工学科 
 

          
            
学 長 

 
副学長 

   
情報工学部 

   
情報システム工学科 

 
        

            
     

 
   

人間情報工学科 
 

          
            
      

デザイン学部 
   

デザイン工学科 
 

          
            
      

 
   

造形デザイン学科 
 

          
            
      

共通教育部 
   

 
 

          
            
      

 
   

大学教育開発センター 
 

          
            
      

教育研究開発機構 
   

国際交流センター 
 

          
            
      

 
   

学術研究推進センター 
 

          
            
      

総合情報機構 
   

情報基盤活用推進センター 
 

          
            
      

 
   

広報メディア開発センター 
 

          
            
      

 
   

産学官連携推進センター 
 

          
            
      

地域共同研究機構 
   

保健福祉推進センター（29年3月廃止） 
 

          
            
      

 
   

地域連携推進センター 
 

          
            
      

 
   

ＣＯＣ＋推進室 
 

          
               
      

附属図書館 
      

図書班 
 

             
               
      

 
   

企画広報室 
  

 
 

            
               
      

 
   

 
  

総務班 
 

            
               
      

事務局 
   

総務課 
  

学部事務班 
 

            
               
      

 
   

 
  

経理班 
 

            
               
      

 
   

教学課 
  

教務班 
 

            
               
      

 
   

 
  

学生支援班 
 

            

  



 

4 

 

（11）法人が設置運営する大学の概要 

大学の名称 岡山県立大学 

大学本部の位置 岡山県総社市窪木１１１番地 

学長の氏名 辻 英明（公立大学法人岡山県立大学理事長） 

学部等の名称 
修業 
年限 

入学 
定員 

収容 
定員 

開設年度 備 考 

 
保健福祉学部 
  看護学科 
  栄養学科 
  保健福祉学科 

年 
 
４ 
４ 
４ 

人 
 

４０ 
４０ 
６０ 

人 
 

１６０ 
１６０ 
２４０ 

 
 
平成５年４月 
平成５年４月 
平成５年４月 

 
 
 
 
 

情報工学部 
  情報通信工学科 
  情報システム工学科 
  人間情報工学科 

 
４ 
４ 
４ 

 
５０ 
５０ 
４０ 

 
２００ 
２００ 
１６０ 

 
平成５年４月 
平成５年４月 
平成27年４月 

 
 
 
名称変更 

デザイン学部 
  デザイン工学科 
  造形デザイン学科 

 
４ 
４ 

 
４０ 
５０ 

 
１６０ 
２００ 

 
平成18年４月 
平成18年４月 

 
学科再編 
   〃 

保健福祉学研究科 
（博士前期課程） 
 看護学専攻 
  栄養学専攻 
  保健福祉学専攻 
（博士後期課程） 
 保健福祉科学専攻 

 
 
２ 
２ 
２ 
 
３ 

 
 

７ 
６ 
７ 
 

５ 

 
 

１４ 
１２ 
１４ 

 
１５ 

 
 
平成９年４月 
平成９年４月 
平成９年４月 
 
平成15年４月 

 
 
 
 
 
 
定員変更 

情報系工学研究科 
（博士前期課程） 
 システム工学専攻 
（博士後期課程） 
  システム工学専攻 

 
 

２ 
 
３ 

 
 

５２ 
 

６ 

 
 

 １０４ 
 

１８ 

 
 
平成25年４月 
 
平成11年４月 

 
 
専攻再編 
 

デザイン学研究科 
（修士課程） 
 デザイン工学専攻 
 造形デザイン学専攻 

 
 
２ 
２ 

 
 

７ 
９ 

 
 

１４ 
１８ 

 
 
平成22年４月 
平成22年４月 

 
 
専攻再編 
   〃 

附属施設等 
 
 

附属図書館 
共通教育部 
教育研究開発機構 
総合情報機構 
地域共同研究機構 

学生数  １,８１４人 

教員数     １６７人（専任教員数。ただし、学長を除く。） 

職員数       ４２人 
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【 大学の沿革 】 

平成 5年 4月 

 

 9年 4月 

10年 4月 

11年 4月 

12年 6月 

14年 4月 

15月 4月 

15年 6月 

17年 8月 

17年10月 

18年 4月 

 

 

19年 3月 

19年 4月 

22年 4月 

 

 

 

 

 

23年 4月 

24年 3月 

24年 4月 

25年 4月 

 

 

 

 

 

26年10月 

27年 3月 

27年 4月 

 

 

 

 

 

 

27年10月 

28年 3月 

29年 3月 
 

岡山県立大学（保健福祉学部・情報工学部・デザイン学部）開学 

岡山県立大学短期大学部開学 

大学院保健福祉学研究科、情報系工学研究科（修士課程）開設 

大学院デザイン学研究科（修士課程）開設 

大学院情報系工学研究科（博士後期課程）開設 

共同研究機構設置 

保健福祉支援センター設置,メディアコミュニケーション支援センター設置 

大学院保健福祉学研究科（博士後期課程） 開設 

サテライトキャンパス設置（～平成18年７月） 

全学教育研究機構設置 

地域共同研究機構、産学官連携推進センター、保健福祉推進センター設置 

情報工学部スポーツシステム工学科設置 

デザイン学部の学科再編：ビジュアルデザイン学科・工芸工業デザイン学科 

 → デザイン工学科・造形デザイン学科 

岡山県立大学短期大学部閉学 

公立大学法人岡山県立大学設立 

保健福祉学部保健福祉学科改組 

大学院情報系工学研究科の専攻（博士前期課程）設置 

人間情報システム工学専攻設置 

デザイン学研究科の専攻（修士課程）再編 

ビジュアルデザイン学専攻・工芸工業デザイン学専攻  

→ デザイン工学専攻、造形デザイン学専攻 

認定看護師教育センター設置 

メディアコミュニケーション推進センター廃止 

福祉・健康まちづくり推進センター設置 

保健福祉学部保健福祉学科改組(社会福祉学専攻・子ども学専攻) 

設置 

大学院保健福祉学研究科（博士前期課程）の看護学専攻再編 

（保健師国家試験受験資格取得） 

大学院情報系工学研究科（博士前期課程）の専攻再編 

大学院情報系工学研究科システム工学専攻（博士前期課程）設置 

大学教育開発センター設置、国際交流センター設置 

福祉・健康まちづくり推進センター廃止 

情報工学部人間情報工学科 名称変更(旧スポーツシステム工学科) 

共通教育部 名称変更(旧 全学教育研究機構) 

教育研究開発機構設置 

総合情報機構設置 

情報基盤活用推進センター設置 

広報メディア開発センター設置 

地域連携推進センター設置 

学術研究推進センター設置 

認定看護師教育センター廃止 

保健福祉推進センター廃止 
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２ 平成 28 年度に係る業務の実績に関する自己評価結果 

 

（１）総合的な評定 

 

評 定 中期計画の進捗状況は順調 

 

  第２期中期計画の４年目にあたる平成 28 年度は、３つの運営方針（①全学教育に教養教育を積

極的に導入する。②国際交流を促進するとともにグローバル教育を推進する。③地域貢献につい

て戦略的に取り組む。）を具体的に実行するため、27 年度までに行った大きな組織改編のもと、

効果的な大学運営に努めるほか、COC+事業を本格的に推進し、より積極的な事業展開を行ってい

る。 

こうした背景を考慮し、28 年度における中期計画の進捗状況全体についての総合的な自己評価

は「順調」とした。 

なお、今後、第 2 期中期計画を達成していくためには、これまでの取組状況の検証を行いなが

ら、より効果的・機動的な事業実施に努める必要があり、中期計画期間終了まで残り 2 年となる

29 年度の取組が重要である。 

  

 

（２）評価概要 

 

ア 全体的な状況 

大項目ごとの自己評価の詳細は次のとおりであった。 

大項目Ⅱ「大学の教育研究等の質の向上」では、「達成」が 16％（9 項目）「概ね達成」が

79％（45 項目）「やや未達成」が 5％（3項目）であった。 

    大項目Ⅲ「業務運営の改善及び効率化」では、「達成」が 10％（2 項目）「概ね達成」が 85％

（17 項目）「やや未達成」が 5％（1項目）であった。 

大項目Ⅳ「財務内容の改善」では、11 項目全てが「概ね達成」であった。 

大項目Ⅴ「自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供」は、2 項目ともに、「概ね達成」

であった。 

大項目Ⅵ「その他業務運営に関する重要事項」では、「概ね達成」が 83％（5 項目）、「や

や未達成」が 17％（1 項目）であった。 

 

イ 大項目ごとの状況 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する事項 

 

評 定 中期計画の進捗は優れて順調 

 

１ 教育 

①  看護学科の国家試験合格率は、看護師 97.7％、助産師 100％であった。助 

産師については目標を達成したが、看護師については、昨年度に引き続き 28 

年度も受験者全員合格の目標を達成できなかった。 

② 栄養学科の管理栄養士国家試験の合格率は 97.5％であり、昨年度に続き、目標の 95％を達成

した。 

③ 保健福祉学科では、模擬試験を実施するほか、学生主導の国家試験学修チームの支援、国家

試験対策ドリルの導入等により、社会福祉士国家試験対策を行い、例年通り全国平均は大きく

上回ったが、71.8％と目標の 80％には届かなかった。 
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④ 情報工学部では、学部教育科目の一部を教育効果を鑑み学科単位での開講とした。 

⑤ デザイン学部では、タブレット端末を活用した「アクティブ・ラーニングシステム」を通常

授業や海外大学との交流授業において積極的に活用した。 

⑥ 大学院教育では、いずれの研究科においても、海外研究者との交流、国際的な場での研究発

表の奨励、国際学会への参加等、グローバル人材の育成に努めた。 

⑦ 学部・学科ごとに 3 つのポリシー（アドミッション・カリキュラム・ディプロマ）の見直し

を行った。 

⑧ 教養（文系）を中心としてカリキュラムの見直しを行い、新カリキュラム案を作成した。 

⑧ 副専攻「岡山創生学」において、新規社会連携科目を開講するとともに、点検と評価、改善

を行った。 

⑨ COC+事業に係る「地域創生推進士」の称号の認定基準について、必要単位の取得に加え、3

年次に OPU フォーラムにおける成果報告を行う等の要件を決定した。 

⑩ TOEIC L&R IP の経年変化を見るため、これまでの 2 年次に加え、28 年度から 1 年次にも実施

することとした。 

２ 学生への支援 

① 学生会館内に学生支援室を設け、自主学習等でのグループワークでの活用など、学生の主体

的活動の支援を行った。 

② 障害者差別解消法の施行を受け、学生にも協力を呼びかけ、学内で障害を持つ学生をサポー

トする学生活動団体の設置と仕組みづくりを行った。 

③ 東日本大震災復興支援ボランティア活動として、岡山経済同友会が実施する事業に 4 名、本

学が AMDA と連携して実施する単独事業に 8名の学生が参加した。 

④ 就職支援として、キャリアカウンセラーによる就職相談、エントリーシートの作成指導及び

模擬面接指導に加え、卒業生との交流機会を創出するなど、実践的な就職活動を行えるよう支

援した。その結果、学部生の就職率は、大学全体で 97.4%、大学院は 97.3%であった。 

 

３ 研 究 

① 学術研究推進センターにおいて、昨年度に引き続き、教職員を対象にしたコンプライアンス

及び研究倫理教育の研修会を開催するとともに、新たに、大学院の全研究科・専攻を対象に研

究倫理教育を行った。 

 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流 

① COC+事業における域学連携として、包括連携協定を締結する 4市の自治体の協力を得て、「地

域創生コモンズ」を開所し、事業協働機関との連携活動による各種事業を実施した。 

② 保健福祉推進センターにおいて、看護・栄養・保健福祉の各分野の研究会の開催、県大そう

じゃ子育てカレッジとして音楽会、保育講座の開催等、専門分野の知識やスキルを活用した多

種多様な取組を実施した。 

③ 包括協定を締結している 4 つの連携自治体と連携し、各種事業（総社市：子育て・学習支援

関連、備前市：アート・食育・ICT 関連、笠岡市：健康・福祉増進関連、真庭市：まちづくり

支援関連）を企画・実施した。 

④ OPU フォーラム 2016 を本学で開催し、本学教員の展示に加え、企業・団体等の展示や災害関

連展示を取り入れたほか、学生ボランティアや各センターの活動についても積極的な情報発信

を行い、学内展示数は過去最高となった。 

⑤ 中国の河南科技大学並びに東南大学及び米国のポートランド州立大学と国際交流協定を締結

し、国際交流協定締結先は 16 校としたほか、新たに香港と台湾のスタディツアーを実施するな

ど、教育、研究分野における国際交流に努めた。 

 

 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 

評 定 中期計画の進捗は優れて順調 
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１ 運営体制の改善 

① 教員組織と事務組織との連携強化、大学教育に係る学修機会の創出のため、FD・SD 合同研修

会及び各種研修会を計 8回開催した。 

② 大学認証評価を受審し、評価機関の評価基準に基づき本学の教育研究活動及びその実施体制

について点検・改善を行った。 

 

２ 教育研究組織の見直し 

① 3 つの運営方針の推進のため、センターの統廃合等、効果・効率化を図ったほか、教育の質

向上を図るため、各種数字データの収集・分析を行うＩＲ部門を新たに設置することとした。 

 

３ 人事の適正化 

① 教員の個人評価について、ウェブ入力システムの不具合や評価基準や実施方法等について調

整も必要であることから、評価結果の分析及びその反映方法については、引き続き 29 年度にお

いて検討することとした。 

 

４ 事務等の効率化・合理化 

① 全学情報システム（学務系）やグループウェアを導入し、事務処理の合理化や情報共有を推

進し、業務の効率化を図った。 

 

 

Ⅳ 財務内容の改善に関する事項 

 

評 定 中期計画の進捗は順調 

 

１ 自己収入の増加 

① 学術研究推進センターにおいて、科学研究費助成事業等の競争的資金獲得に関する情報提供

及び支援を目的に研修会を実施した。 

② 各種研究発表会において本学の研究シーズと企業等のニーズのマッチングを推進し、教員に

各種助成団体の公募情報等を提供することにより、外部研究資金の獲得強化を図った結果、合

計獲得件数の目標は上回ったが、合計獲得金額については、大型の共同研究、受託研究の獲得

に至らなかったこともあり、昨年度より減少し、目標金額にも届かなかった。 

 

２ 資産の管理運用 

① 岡山県から補助金の交付を受け、教育研究施設等の整備・修繕計画に基づ 

いて、設備更新等を行った。 

 

３ 経費の抑制 

① エネルギー使用量について周知し、省エネルギーの徹底を進めたが、天候の影響や、学生の

安全を考慮した屋外照明の見直し等により、エネルギー使用量は増加した（前年度比 104.7％）。 

 

 

Ⅴ  自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する事項 

 

評 定 中期計画の進捗は順調 

 

１ 評価の充実に関する目標 

 ① 大学認証評価に係る自己点検・評価業務において、評価委員会と各部局との連携によりポリ

シーの見直しを実施する等、PDCA サイクルの確立に努めた。 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項 

 

評 定 中期計画の進捗は順調 

 

２ 安全衛生管理や危機管理等 

① 中期修繕計画の策定に向けた施設劣化状況調査を実施した。 

 

３ 社会的責任 

① ハラスメント発生を未然に防ぐため、新入生ガイダンスにおいて文書を配布し、注意啓発を
呼びかけた。また、教職員を対象にした研修会を実施した。 

 

（３）対処すべき課題 
 
現学長の就任と同時にスタートした第 2 期中期計画は 4 年が経過した。その間、就任時に策定し

た 3 つの運営方針「全学教育に教養教育を導入する」、「国際交流を促進するとともに、グローバ

ル教育を推進する」及び「戦略的な地域貢献に取り組む」に基づいて大学改革を推進した。また、

この改革を速やかに推進するため、大学教育開発センター、国際交流センター、地域連携推進セン

ター、情報基盤活用推進センター及び広報メディア開発センターの設置及び運営組織の大幅な見直

しを行い、効果的・効率的な運営組織に再編した。 

 また、平成 27 年 9月に、本学が代表校となる「地域で学び、地域で未来を拓く‘生き活きおかや

ま’人材育成事業」が文部科学省の「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC+）」に採

択され、本年度は当該事業に本格的に取り組んだ。当該事業は、本学に地域連携教育という新しい

教育システムを導入し、今後、学内で実施する教養教育及び専門教育の他に、新たに学外で実施す

る地域連携教育を加えて 3 本柱からなる教育システムの基盤の構築に取り組んでいるところである。 

 これまでの取組成果を踏まえた結果、今後対処すべきものとして次の６つの事項へのさらなる取

組強化が求められる。 

 

①3つの運営方針に関する課題 

・全学教育に教養教育を導入 

 平成 27 年度より全学教育（現共通教育）のカリキュラムを見直し、修学基礎群、教養群、語学・

国際群及び社会連携群を設置し、その定着を図った。今後、各群を構成する科目の充実を図る必要

がある。即ち、教養群における自然科学群、人文・社会科学群並びに健康科学群においては、それ

ぞれ根幹となる科目を明確にして、現在配置している科目を体系的に見直して充実すべきである。

語学・国際群においては、グローバル教育を推進する観点から、海外学術交流協定大学と連携して

スタディツアーを数多く企画し、科目化を図り、各学科で少なくとも 1 科目を設定することが望ま

しい。一方、COC+事業の教育改革において、岡山創生学を副専攻として設置し、その内、共通教育

に関連する科目は地域連携教育を推進する社会連携群に配置している。地域連携教育は、地域との

連携活動を通して、本学の学生に、コミュニケーション力及び問題の発見・解決能力を身につけさ

せ、豊かな人間性を醸成し、本学の人材育成の目標の達成に重要な役割を果たすことが期待される

ため、当該教育を推進することは意義深い。それ故、COC+事業は現在年次進行中であるが、当該教

育システムの内容を充実し、質的に高い地域連携教育の確立を図ることが必要である。 

 

・国際交流を促進するとともに、グローバル教育を推進 

 国際交流センターは本学の国際交流を推進し、大学教育開発センターと連携し 

てグローバル教育を支援している。当該センターは海外の大学と交流協定の締結、語学文化研修や

スタディツアーなどの企画により、学生の海外への派遣、英語村や英語講座などの実施によるグロ

ーバル教育の推進、並びに留学生の受け入れを引き続き強力に推進していくことが必要である。 

現在、英国、韓国、中国、インドネシア、ネパール、豪州、台湾、メキシコ、米国の 16 大学と学術

交流協定を締結しているが、協定大学を拡大することよりも、既に締結している大学との交流内容

について検討を行い、各大学の特徴を考慮して、交流内容の充実を図っている。今後は、更に、当
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該センターが取り組んでいる様々なグローバル教育についての効果も踏まえ、より充実した内容に

高めることが必要である。 

また、留学生の増加は、本学のグローバル化にとって一番重要な課題であるが、本学における海外

からの留学生数は少ない状況にある。増加に向けた一方策として、今年度から大学院博士後期課程

において、協定締結大学からの留学生に対する経済的な支援として、奨学金制度を実施しているが、

更に留学生を積極的に受け入れるためには、日本語教育システム、住居、英語の授業、単位互換な

らびにダブルディグリーの整備などの早急な対応を必要としている。 

 

・戦略的な地域貢献に取り組む 

 本学の地域貢献を推進する組織は地域共同研究機構であるが、当該機構には、産官学連携推進セ

ンター及び地域連携推進センターを設置している。今後の本学が取るべき戦略的な地域貢献活動と

して、従来の地域貢献活動に加え、地域の目線に立って自治体等と密接な連携活動を推進すること

にしている。この方針に従って、既に総社市、笠岡市、真庭市並びに備前市と包括連携協定を締結

し、地域連携推進センターを中心としてこれらの自治体等と連携活動を行っている。また、本学は、

既に文部科学省の COC+事業に採択された本学を代表校とする事業に重点的に取り組んでいるが、当

該事業は教育改革、産学連携及び域学連携を併行して実施する事業であり、本学に地域連携教育と

いう新教育システムを導入し、本学の人材育成の目標を達成する 3 本柱の教育システムを構築する

ものとなる。一方、自治体をはじめ地域社会は、当該事業に対して、産学連携及び域学連携を通し

て地域に大きな成果がもたらされることに期待している。従って、当該事業は本学が目指す戦略的

な地域貢献そのものの取り組みとなることから、当該事業を本学の戦略的な取り組みとして位置づ

け、積極的に推進していくことが必要である。 

 

②COC+事業の推進 

 COC+事業は採択されてから 1 年半が経過した。この間、当該事業における教育改革については計

画どおりに進行しているところである。産学連携については、県下の中小企業のポートレートと学

生のキャリアカルテからなる雇用マッチングシステムを構築し、29 年度から試行できる体制を整備

している。しかし、産業振興に関する活動が学内でいくつか行われているにもかかわらず、実態を

正確に把握できていない現状があり、有効な指導がなされていない。結果として、産業振興に繋が

る産学連携には対外的に PR できる事例が少ない状況にある。また、域学連携については、4 つの自

治体に地域創生コモンズを設置しているが、具体的な取り組みとしては、本学の特定の教員が従来

取り組んでいた活動を発展させるものが主なものであり、新規に立ち上げた活動がほとんどなく、

域学連携活動の広がりは認められない。これらの 3 つの連携活動を総括すると、申請書に記載した

計画を忠実に遂行できてはいるが、それぞれが点と点の活動に終始しているため、活動は広がりと

深さに乏しいといえる。 

当該事業に関して、本学の立場からは、副専攻としての岡山創生学を充実して地域連携教育を確

立することにあるが、自治体を中心とした地域社会側から当該事業を見た場合、産学連携及び域学

連携が活発に実施され、大きな成果がもたらされることに期待を置いている。この期待に応えるた

めには、地域創生コモンズにおいて、本学の多くの教員及び学生が参加して各種協働機関としっか

りと連携を取り、地域における課題やニーズを的確に把握し、点と点の活動から、平面的、重層的

かつ意欲的な取り組みへと転換させなければならない。更に、現在教員が中心になって企画したプ

ロジェクトに学生が参加する形式を取っているが、今後、学生が中心になるプロジェクトを数多く

企画することが望まれる。また、本学のシーズは限られているため、他大学の協力は欠かせない。3

年後に本事業は終了するが、とりわけ、中間評価を受けなければならない 29 年度は、最も重要な年

度であり、今一度当該事業の体制を抜本的に見直し、強化を図る必要がある。 

 

③構造改革の推進・設備の充実 

本学は開学して 24 年が経過し、現在、学内設備・施設のみならず、新しい時代に対応するための

制度や、業務内容や処理方法に関して見直すべき課題が山積している。また、独法化以後、教員の

教育研究に係る事務処理業務も増加し、実質的に教育研究時間が減少し、本学の教育研究レベルの

維持・向上に大きな障害となっている。教育研究の質の向上を図るためには、構造改革が喫緊に取

り組むべき課題となっている。即ち、会議の合理化を図るなどの教職員の教育研究以外の業務のス

リム化を図るとともに、学生食堂や売店の改善、トイレの洋式化などの大学施設・設備の整備、ア
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クティブ・ラーニングの設備の整備や実験機器の更新などの教育・研究用設備の充実などに取り組

み、本学の存在意義を主張できるユニークで質の高い教育研究の基盤づくりを早急に行う必要があ

る。 

 

④専門教育の点検・見直し 

 本学は、現在、保健福祉学部、情報工学部及びデザイン学部並びにそれらの学部の上に設置され

た大学院から成り立っている。近年、わが国における社会構造は情報革命の進展に伴って大きく変

革し、特に、最近、人工知能（AI）及びモノのインターネット（IoT）を中心とする第 4 次産業革命

が進行しているといわれている。現在本学で取り組んでいる改革は、教養教育及び人間性の育成を

中心に行っており、専門教育の見直しまでは行っていない状況にあった。しかしながら、社会のこ

うした変化を踏まえ、各学部は、10 年から 20 年先を見据えて、今後育成すべき専門性を見極め、

根本的にカリキュラムを点検して見直すべき時期に来ている。特に、地域産業にも大きな影響を及

ぼす第 4 次産業革命の根幹となる情報工学を基盤とする情報工学部は社会変化を的確に把握し、本

学の中核となるよう、適切な将来構想を立てることが必要である。 

 

⑤研究水準の向上 

研究は基本的には教員個人の主体性に依存しているが、その総合したものが大学の研究力を反映

している。学術研究推進センターは、設置してから 1 年半が経過しているが、本学の基礎研究及び

応用研究のレベルアップのために十分機能しているとは言いがたい。そのため、本学の研究水準を

把握した上で、研究環境整備、インセンティブ向上の方策や教員の研究意欲向上のための学術講演

会の開催などを積極的に企画提案すべきである。また、近年多発している盗作、捏造等の防止のた

めの研究倫理研修会の実施、ならびに倫理審査の遵守等を支援すべきである。更に、外部資金のう

ち、科学研究費の獲得は教員個人の研究の質に依存しているが、当落線上の若い教員の場合、申請

書の書き方に不慣れな者もいるため、当該センターでは実績のある教員が若手教員の申請書作成に

関する指導を支援するとともに、学内の競争的研究助成費の審査にも関与し、全学的な視点に立っ

て研究費の配分に協力しながら外部資金の獲得増加を目指す必要がある。 

 

⑥第 3期中期計画の作成 

 平成 28 年度末に、大きく変動する社会環境を見据えて、第 3期中期計画の作成を行う目的で、本

学に将来構想委員会を設置した。当該委員会において、今後 10～20 年にわたって地域から期待され

る中核大学として本学が発展するためのあるべき姿を俯瞰して保健福祉学部、情報工学部とデザイ

ン学部の再編成、即ち、各学部学科の教育・研究体制及び地域連携教育の見直しを含む全学的なグ

ランドデザインの策定を行うこととしている。このようにして策定されたグランドデザインに基づ

いて、29 年度中に第 3 期中期計画案を作成する必要がある。 

 

以上の 6 つの事項については、今後対処すべき課題として教職員一丸となって取り組んでいくこ

ととしている。 
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（注 記） 

１ 右枠外の番号は、最小項目の評価番号を記載している。 

 

２ 「実績状況欄」で他の最小項目の状況を参照する場合、該当箇所を年度計画の項目番号で示

し、追記している。 

例 （項目番号○○）       

 

３ 法人自己評価欄の評点が ２点又は４点 の場合、「実績状況欄」にその評価の考え方を「評

価時の観点」として記載している。 

［評価時の観点］ 

例 ○○での○○の○○等により、○○○○○の合格率 100％が達成できた。  
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３ 中期計画の各項目ごとの実施状況 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

建学及び教育研究の基本理念のもと、高度な専門性と豊かな人間性を身に付け、地域や社

会に貢献できる人材を育成する。 

(1) 教育の成果に関する目標 

 

中 

 

 

 

期 

 

 

 

目 

 

 

 

標 

ア 学士教育 

(ｱ) 保健福祉学部においては、高度で多様な能力を有し、地域社会における人々の健康の

増進と福祉の充実に貢献する人材を育成する。 

(ｲ) 情報工学部においては、情報技術を活用して、人間を中心に据えた社会の形成に貢献

できる技術者の育成を目指す。   

(ｳ) デザイン学部においては、あらゆる人間生活の場で、文化面での質を向上させる多様

で社会化志向の強いデザイナーを育成する。 

イ 大学院教育 

(ｱ) 保健福祉学研究科 

【博士前期課程】 

保健・医療・福祉分野において、社会の要請に応えうる新しい知識や理論を修得す

る教育研究を行い、優れた指導者、管理者、実践者等を育成する。 

【博士後期課程】 

人間の健康問題を生命・栄養・看護・福祉など多方面から科学的に解明するととも

に、これら諸分野の学術的な拠点を構築し、保健と福祉に関する諸問題を解決できる

高度な見識を備えた教育者、研究者を育成する。 

(ｲ) 情報系工学研究科 

【博士前期課程】 

情報工学とその関連分野である電子、通信、機械工学等の高度な知識と、柔軟な応

用力をもつ技術者、研究者を育成する。 

【博士後期課程】 

専門分野の深化と統合に留まらず、これを未知の分野に応用し、新たな問題発掘と

その解決に指導的な役割を果たせる教育者、研究者、技術者を育成する。 

(ｳ) デザイン学研究科 

【修士課程】 

デザイン理論の深化によるデザイン学の確立を目指すとともに、多様化したデザイ

ン環境に対応するため、高度な専門的知識・能力・技術と総合的視野を備えた指導的

実務者、研究者としてのデザイナーを育成する。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の
質の向上に関する目標
を達成するためとるべ
き措置 

Ⅱ 大学の教育研究等
の質の向上に関する
目標を達成するため
とるべき措置 

 ―  

１ 教育に関する目標を
達成するためとるべき
措置 

１ 教育に関する目標
を達成するためとる
べき措置 

 ―  

ア 現代社会の一員と
して生きる基礎能力
を養う。 

ア 「共通教育科目」
を通じて、思考力や
判断力を養い、豊か
な教養と高い人間
性を身に付けさせ
る教育を行う。 

― ―  

イ 専門性を修得させ
るとともに、専門を
起点とする知識の拡
がりを把握させる。 

イ 学部教育における
専門科目間の連携に
重点を置き、専門性
の修得と専門を起点
とする知識の拡がり
につながる教育を行
う。 

― ―  

ウ 創造力と統合力を
修得させる。 

ウ 卒業研究を重点と
して、創造力と統合
力を修得させる。 

― ―  

エ コミュニケーショ
ン能力と継続学習能
力を育成する。 

エ 実験、演習及び実
習の科目を中心とし
たアクティブ・ラー
ニングの取組や、地
域を志向する教育プ
ログラムとして新設
した「岡山創生学」
科目群による地域連
携教育を通じて、コ
ミュニケーション能
力、課題解決能力及
び継続学習能力を育
成する。 

― ―  

（１）教育の成果に関す
る目標を達成するた
めとるべき措置 

（１）教育の成果に関す
る目標を達成するた
めとるべき措置 

（１）教育の成果に関する目標を達成するた
めとるべき措置 

―  

ア 学士教育 ア  学士教育 ア  学士教育 ―  

（ｱ）保健福祉学部   （ｱ）保健福祉学部 （ｱ）保健福祉学部 ―  

① 看護学科 
・ 確かな専門知識・
技術・判断力に裏づ
けされた高い倫理性

①看護学科 
・ 看護実践能力を育

成するため、看護コ
アカリキュラムの

①看護学科 
・ 改正カリキュラムで教育を受けた学生

の看護実践能力について、経年的に実施
している卒業時看護技術到達度調査に

 
３ 

1 



 

15 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

を持つ看護師・助産
師を育成するための
教育を充実させる。 

・ ヒューマンケアリ
ングが実践できる能
力を育成するための
教育を充実させる。 
 

○国家試験の合格率 (％) 

国家試
験名 

現状 目標 

看護師 99 100 

保健師 97 97 

助産師 100 100 

※ ただし、保健師国家
試験の受験は平成27
年3月の卒業生まで 

 

項目に基づいて、必
要な教育内容等に
ついて、引き続き点
検・評価を行う。 

・ 臨床の看護アセス
メント能力を向上さ
せるため、24 年度カ
リキュラム改正によ
る新科目である「看
護アセスメント学」
「臨床アセスメント
学」の学修成果を踏
まえ、授業内容・方
法を改善する。 

・ ヒューマンケアリ
ング能力を育成する
ため、その能力をよ
り客観的に評価でき
る評価表を作成す
る。 

 
○国家試験の合格率 (％) 

試験名 目標 
看護師 100 
助産師 100 

   
保健師教育は24年

度カリキュラム改正
をもって終了した。 

 

より、その結果を教育にフィードバック
して教育改善に努めた。 

・ 新設した「看護アセスメント学」の受
講後、学生は実習への意欲が増したが、
より実習効果を上げるため、今後は多重
課題を設定するなどの工夫が必要とさ
れた。 

・ ヒューマンケアリング能力とそれに関
連すると考えらえる社会人基礎力を自
己測定表により測定した。この結果、社
会人基礎力のうちチームワーク（発信
力、傾聴力、柔軟性、状況把握、規律性、
コントロール力）がヒューマンケア能力
に関連していた。したがってヒューマン
ケア論においては、チームワークの要素
に着目した教授内容の構成が必要であ
ると考えられる。 

・ 学生主体による国家試験受験対策とし
て、業者模試を学内で 6回実施するとと
もに、その結果を学生・教員間で共有し、
個別指導に活用した。結果として、28
年度においても前年度並みの合格率と
なったた。 

○28 年度国家試験合格率(％)  

国家 
試験名 

合格者 受験者 合格率 
全国 
平均 

看護師 
42 43 97.7 88.5 

(41) (42) (97.6) (89.4) 

助産師 
4 4 100.0 93.2 

(4) (4) (100.0) (99.8) 

（ ）内は、27 年度実績 

② 栄養学科 
・ 栄養科学の基礎か
ら応用まで高度な知
識と実践力を育成す
る教育を充実させ
る。 

・ グローバルな視野
をもって問題を解決
できる人材を育成す
る教育を充実させ
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 

②栄養学科 
・ 学生の実践力育成
と職業意識の向上の
ため、臨地実習先等
と教育・研究面での
情報交換に努めるほ
か、県内の専門職域
団体主催の研修会の
情報を周知し、参加
を奨励する。 

・ 外国から招聘する
講師による特別講義
への学生の参加を奨
励し、英語によるコ
ミュニケーション能
力の向上を図る。 

・ 管理栄養士国家試
験の合格率向上を目
指し、4年次生全員

②栄養学科 
・ 臨地実習先である病院管理栄養士から

指導助言をいただいた。また、栄養士会
主催研修会を開催し、その情報を学生に
提供した。（学生 21 名が参加した） 

・ ベルリン自由大学教授を招聘し、英語
による特別講義及びディスカッション
を行い、学生のコミュニケーション能力
の向上につながった。（学部生 7名大学
院生 17 名を含む 33 名が参加） 

・ 保健福祉スタディツアーおよび韓国食
文化研修への参加が 15 名あり、語学修
得や異文化理解につながった。 

・ 管理栄養士国家試験の合格率向上を目
指し、4年次生全員参加の業者模試・校
内模試を計６回実施し、成績掲示を定着
化させるとともに、合格ラインに達しな
い学生の個人指導及び面談を行い、学習
支援に努めた。その結果、28 年度国家

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

 
○国家試験の合格率(％) 

国家試
験名 

現状 目標 

管理 
栄養士 

92 95 

 

参加の業者模試・校
内模試の実施及び成
績掲示を定着化させ
るほか、合格ライン
に達しない学生の個
人指導を行う。 

 
○国家試験の合格率 (％) 

試験名 
目
標 

管理 
栄養士 

97 
 

試験合格率は 97.5％であった。 
 
○平成 28 年度国家試験合格率(％) 

国家 
試験名 

合格者 受験者 合格率 
全国 
平均 

管理 
栄養士 

39 40 97.5 54.6 

(37) (37) (100.0) (44.7) 

（  ）内は、27 年度実績 

③ 保健福祉学科 
・ 社会福祉学専攻で
は、実践力を備え新
しい福祉ニーズに対
応できる専門職を育
成するための教育を
充実させる。 

・ 子ども学専攻では、
幼保一体化に対応し
た専門職を育成する
ための教育を充実さ
せる。 
  
 
 

○国家試験の合格率(％) 

国家試
験名 

現状 目標 

社会福
祉士 

78 80 

介護福
祉士 

－ 95 

※ ただし、介護福祉士
国家試験の受験は平
成28年3月の卒業生
から開始される。 

 

③保健福祉学科 
・ 25 年度から始ま
った新カリキュラ
ムの成果と課題を
引き続き点検する。 

・ グローバル教育を
推進するため、保健
福祉学専攻が主催
する国際セミナー
への学生の参加を
奨励し、国際的な視
野を涵養する。 

・ e-learning によ
る学修支援システ
ム導入後の成果と
課題を点検し、シス
テムのさらなる活
用について検討す
る。 

【社会福祉学専攻】 
・ 社会福祉士国家試
験対策として、引き
続き、模擬試験を 3
回以上実施すると
ともに、学生主導の
学習チームを支援
する。 

・ 基礎的知識と学習
習慣の修得を目的
に、新たな教材（国
試対策ドリル）を導
入し、３年生春休み
から実施する。 

・ 地域の福祉ニーズ
を把握することで
社会福祉士の実践
能力を高めること
を目的に、地域の非
営利団体と学生が
意見交換する場を

③保健福祉学科 
・ 社会福祉学専攻では、11月にカリキュ

ラムの実施状況を点検した。学生の理解
度と集中力の向上が見られたが、社会福
祉士と介護福祉士の２つの資格の取得
を目指す学生は、資格に関連しない選択
科目の履修がほとんどできないことが
課題とされた。 

・ 子ども学専攻では、5月と6月にカリキ
ュラムの成果と課題について点検し、次
年度以降のカリキュラムを一部修正し
た。8月以降の点検では、教職課程の再
課程認定への対応が不十分であること
が明らかになった。 

・ 1月に韓国の漢陽大学からの講師によ
る国際セミナーに学生66名が参加し、韓
国の社会福祉の現状についての見識を
深めた。 

【社会福祉学専攻】 
 ・ 社会福祉士国家試験対策として、模擬

試験を3回実施した（8月、10月、12月）。
また、教員が、学生主導の国家試験学習
チームを支援した。 

・ 基礎的知識と学習習慣の修得を目的
に、3年生の春休みから、新たな国家試
験対策ドリルを導入した。また、教員が
このドリルから小テスト問題を作成し、
4年生を対象にテストを実施した。 

・ 学生が、非営利団体と意見交換会を行
い、地域の福祉・介護ニーズの発見・把
握や学習意欲の向上につながった。 

・ 介護福祉士の資格取得を希望する学生
を対象に、学内模擬試験を2回開催した。
また、「介護福祉士国試対策e-larning」
システムを自己学習に活用するよう促
すとともに、教員が学生の個別・グルー
プ学習を支援した。 

 
 

 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

設定する。 
・ 介護福祉士国家試

験制度の適用開始
が延期されたが、学
力向上の一環とし
て、介護福祉士国家
試験対策として、模
擬試験の回数を 2
回に増やすほか、引
き続き「介護福祉士
国 試 対 策
e-learning」を活用
した学習の実施と、
学生主導の学習チ
ームを支援する。 

・ 地域の介護ニーズ
を把握することを目
的に、関連団体と協
力し地域住民との交
流を企画・実施する。 

 
○国家試験の合格率 (％) 

試験名 目標 
社会福
祉士 

80 

 
【子ども学専攻】 
・ ４年間のまとめとな

る「保育・教職実践
演習(新規科目)」を
円滑に実施し、実施
後には専攻全体で成
果と課題を点検す
る。 

・ 幼稚園教諭教職課
程の完成年次であ
ることから、４年間
の学修成果を評価
するとともに、今後
の方針について検
討する。 

・ 地域ニーズの理解
と実践力の向上を目
的に、地域の子育て
関連施設の訪問、親
子との交流事業、チ
ュッピー広場を活用
した授業の実施、現
場実務者による講義
等を実施する。 

○28 年度国家試験合格率(％) 

国家 
試験名 

合格者 
受験
者 

合格率 
全国 
平均 

社会 
福祉士 

28 39 71.8 25.8 

(48) (58) (82.8) (26.2) 

（ ）内は、27 年度実績 
 
【子ども学専攻】 
・ 2月に「保育・教職実践演習(新規科目)」

の成果と課題を点検し、4年間の学修成
果 
として位置づけることができた。域学連
携を深めるための取り組みを次年度以
降に導入する予定とした。 

・ 8月以降、学修成果を集中的に点検し
た。学生の単位取得状況や成績、学外実
習先での評価、就職内定状況、学生自身
の振り返りなどから、学修成果は高いこ
とが確認できた。 

・ 地域ニーズの理解と実践力の向上を目
的に、地域の子育て関連施設の訪問、非
営利団体との意見交換、チュッピー広場
を活用した授業や親子との交流事業、現
場実務者による講義等を実施した。 

（ｲ）情報工学部 
科学技術の進展と

（ｲ） 情報工学部 
・ 横断的情報系教育

（ｲ）情報工学部 
・ 情報システム工学科及び人間情報工学
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

グローバル化、地
域・社会における産
業・技術の動向など
を踏まえ、環境変動
に適切に対応できる
技術者を育成するた
め、専門分野別に学
科横断的な教育プロ
グラムを整備充実さ
せる。 
特に、スポーツシ

ステム工学科につい
ては、人体の動的な
特性の解明に重きを
おく人間系サイエン
スとＩＣＴを駆使し
た情報系のエンジニ
アリングを融合した
教育を充実させ、超
高齢社会の諸問題の
解決に貢献できる技
術者の育成を目指
す。 

プログラムの基幹
科目の学科単位で
の開講を進め、28
年度は、情報システ
ム工学科及び人間
情報工学科で「計算
機アーキテクチャ」
の開講を目指す。 

・ 地元企業等と連携
し、インターンシッ
プ等に係る教育カリ
キュラムの充実を図
る。 

・ 27 年度から学科名
を変更した人間情報
工学科では、これま
での高校訪問を踏ま
え、訪問時期及び訪
問先高校の見直しを
行う。また、訪問時
等に情報工学部他学
科との教育研究の違
い、スポーツシステ
ム工学科(旧学科名)
卒業生の進路の特徴
と実績を説明し、志
願者増につなげる。 

科で学部教育授業科目である「計算機ア
ーキテクチャ」を教育効果を鑑み学科単
位での開講とした。 

・ 各学科において、3年次生延べ 21 名
が県内企業等でのインターンシップに
参加し、終了後、報告会を行った。イン
ターンシップの機会を通じ、社会人基礎
力（コミュニケーション力、生活習慣等）
の向上に加え、働くことと学ぶことの繋
がりを意識することで、学習意欲が向上
するという教育効果が確認できた。            

・ 27 年度から学科名を変更した人間情
報工学科では、これまでの受験実績のあ
る高校を対象に進路決定前の概ね 9 月
初旬頃までに個別に訪問し、学科の特徴
等を説明した。その結果、推薦入試の志
願者が前年度に比べ 5 名増となった。 

（ｳ）デザイン学部 
デザイン学の確立

を図り、地域の課題
解決ができる企画提
案型人材を育成する
ため、実技教育、少
人数教育など、柔軟
で多様な教育体系や
指導方法を整備充実
させる。 

（ｳ）デザイン学部 
・ ４領域再編後、４
年目を迎えることか
ら、４年間の学修成
果を評価し、今後の
方針に反映させる。 

・ 27 年度に開設実施
した「デザインプロ
ジェクト演習」の点
検・改善を行い、COC+
事業と連携連動した
形での授業に反映す
る。 

・ 文部科学省「大学
教育再生加速プログ
ラム（インターンシ
ップ等を通じた教育
強化）」の成果を、
COC+事業と連携した
今後のインターンシ
ップの取組に活用す
る。 

・ 27 年度に整備した
「アクティブ・ラー

（ｳ） デザイン学部 
・ ４領域再編後４年目を迎えることか
ら、平成 28 年度に卒業生の就職状況や
受験生の志願状況を踏まえた総括と分
析を行った。就職状況については、再編
前と大きく変わるところは無かったが、
志願状況については入試倍率漸減のな
かで、岡山県下のいわゆる進学校の普通
科からの応募が、推薦入試・一般入試と
も減少傾向を見せた。特徴的であったの
はデザイン工学で、平成 29 年度一般入
試における合格者は、全て岡山県外出身
者で占められ、この傾向が持続すれば、
学生募集や入試制度の再検討のみなら
ず、COC+事業の推進において課題となる
事が予想される。 

・ 「デザインプロジェクト演習」では、
学生の受講の際の利便性を考慮し、一部
をこれまでの集中講義から毎週の開講
としたが、履修者数において学生の積極
的参加は得られなかった。（H27:18 名→
H28:20 名） 

・ インターンシップレベルでは、文科省
「大学教育再生加速プログラム」後のフ

 
３ 

5 



 

19 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

ニングシステム」で
の体験型授業を拡充
するため、タブレッ
ト端末を活用した授
業プログラム開発の
ためのセミナーを企
画・実施する。 

・ 大学院との合同授
業や大学院生から研
究科課程の学修状況
などの説明指導の機
会を通じて、大学院
進学への動機付けを
図る。 

ォロープログラムとして、地域創生コモ
ンズや、それに準ずるプログラムへの参
加などで一定の成果を得た。 

・ 「アクティブ・ラーニングシステム」
での体験型授業を推進するため、タブレ
ット端末の活用を通常授業やメキシ
コ・モンテレイ工科大学（13 名）との
交流授業において積極的に実施した。具
体的には、製品・情報デザイン論Ⅲa及
び製品・情報デザイン演習Ⅲa（15 名）、
エルゴノミクス演習（3名）にてインタ
ーネットと接続したリアルタイムの情
報共有を行った。 

・ 大学院との合同授業等の機会を通じ、
大学院生から学部生に対し研究科課程
の学修状況等についての説明指導を行
ったが、29 年度、研究科課程への進学
は 2名にとどまった。 

イ 大学院教育 イ 大学院教育 イ 大学院教育 ―  

（ｱ）保健福祉学研究科 
【博士前期課程】 

（ｱ）保健福祉学研究科 
【博士前期課程】 

（ｱ）保健福祉学研究科 
【博士前期課程】 

―  

① 看護学専攻 
・ 国際的な視野を持
ち、高度な知識・技
術・研究能力を身に
つけた専門職の育成
を目指す。 

・ 平成25年度から大
学院博士前期課程に
移行する保健師教育
においては、学士課
程との効果的な連続
性に留意しつつ、教
育プログラムの展開
を図る。 
 

○ 国家試験の合格率 
(％) 

国家試
験名 

現状 目標 

保健師 － 100 

※ ただし、国家試験の
受験は平成27年3月
の修了生から開始さ
れる。 

① 看護学専攻 
・ 各講座のゼミナー
ルの内容の充実を図
りながら、看護学専
攻としてのゼミナー
ルを次のとおり実施
するほか、中間発表
会を４回以上行う。 

[予定するゼミナール] 
  基礎看護学講座 6回 
  発達看護学講座 6回 

広域看護学講座 12回 
・ 修士論文提出後は、

学会発表及び学術雑
誌への投稿をサポー
トす 
る。 

・ 国際的な視野の醸
成及び英語力向上を
目的に、外国人講師
を招聘し、講義や演
習を実施するほか、
国際保健看護論演習
をネパールで実施す
る。 
 

○国家試験の合格率 (％) 
試験名 目標 
保健師 100 

 

①看護学専攻 
・ 講座ごとのゼミナールを次のとおり開

催したほか、中間発表会を 5 回開催し
た。 

基礎看護学講座 6 回 
発達看護学講座 11 回 
広域看護学講座 12 回 

・ 修士課程の学生による学会発表は、9 件、
論文投稿は 2件であった。 

・ The20thEast Asian Forum of Nursing 
Scholars(香港での開催)に 4 名が参加
し、各自がポスター発表を英語で行っ
た。 

・ 香港理工大学看護学科の講師 2 名によ
る医療・看護の状況に関する講演に大学
院生 4名が参加した。 

・ 国際的視野の醸成を目的として、「国
際保健看護論演習」をネパールで実施
し、病院見学、看護学校訪問、公衆衛生
状況の視察等、フィールドワークを行っ
た。また、これに先立ち本学でネパール
AMDA 病院内科医による講演を行い、4
名が受講し、ネパールでの演習に役立て
た。 

・ 公衆衛生看護学実習を 4 名が行った。 
・ 保健師国家試験合格率は、100％であ
った。 

・ 保健師教育では、実習市町・保健所の
協力のもとで現地演習を行い、その成果
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

を岡山県地域包括ケアシステム学会で
発表した。 

 
［評価時の観点］ 

   昨年度に引き続いて、海外研修を含め、
意欲的なカリキュラムを実施している。 

② 栄養学専攻 
・ 国際的な視野を持
ち、高度な知識・技
術・研究能力を身に
つけるとともに、そ
れを生かして地域社
会で指導者・実践者
として貢献できる人
材の育成を目指す。 

② 栄養学専攻 
・ 日中韓トライアン
グル協定の大学間で
実施している「食と
健康」をテーマとす
る合同カンファレン
ス（28 年度はウソン
大学校で開催予定）
等への大学院生の参
加を奨励し、国際的
な視野を涵養する。 

・ 最新の研究動向を
知り、今後の研究に
活かすため、国内外
で開催される学会
等に大学院生を参
加させ、学外の研究
者等との交流を促
進する。 

②栄養学専攻 
・ ベルリン自由大学講師を招聘して、特

別講演を行い、博士前期課程学生 13 名
が聴講し、国際的視野を涵養した。 

・ 合同カンファレンスについては、10
月に韓国ウソン大学で行われ，博士前期
課程の学生6名および後期課程の学生2
名が英語でポスター発表を行った。 

 
３ 

7 

③ 保健福祉学専攻 
・ 国際的な視野を持
ち、保健福祉領域に
おける諸問題を多面
的な観点から探索
し、問題解決能力を
有する高度な専門職
の育成を目指す。 

③保健福祉学専攻 
・ 保健福祉学専攻が
主催する国際 
セミナーに、大学院
生を参加させ、国際
的な視野を涵養す
る。 

・ 問題解決能力等を
有する高度な専門職
の育成のため、国内
外で開催される学会
等に大学院生を参加
させ、学外の研究者
等との交流を促進す
る。 

③保健福祉学専攻 
・ 1 月に、韓国の漢陽大学からの講師に

よる国際セミナーに院生 4名が参加し
た。 

・ 院生 1名が川崎医療福祉大学の院生と
研究テーマに関して話し合いを行い、言
語聴覚障害に関する研究に対する知識
や意欲を高めた。 

 
３ 

8 

【博士後期課程】 【博士後期課程】   【博士後期課程】 ―  

① 看護学大講座 
・ 看護の知を創造し
て、国際的な場で教
育研究を遂行・実践
できる人材の育成を
目指す。 

・ 保健・医療の質の
向上に貢献できる看

①看護学大講座 
・ 大学院生を国際学
会や海外研究者の講
演、学術協定大学の
教員とのディスカッ
ションの場へ参加さ
せるほか、英語での
論文執筆を奨励し、

①看護学大講座 
・ 香港理工大学看護学科老年看護学・助

産看護学の教員 2名と英語によるディ
スカッションを行い、国際的視野を広げ
ることができた。 

・ 院生による研究発表件数 
論文    1 件(7 件)   
国内学会  3 件(6 件) 

 
３ 

9 



 

21 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

護のリーダーの育成
を目指す。 

英語力と自らのスキ
ルの向上を支援す
る。 

・ 修得した看護能力
を地域貢献に結びつ
けるため、看護関係
機関職員等を対象と
したセミナー等で、
研究成果を発表する
機会を設ける。 

国際学会  0 件(0 件) 
 ( )内は 27 年度実績 

② 栄養学大講座 
・ 国際的な先端研究
を遂行でき、栄養学
領域において地域社
会で指導者・実践者
として貢献できる人
材並びに国際的な研
究者となれる人材の
育成を目指す。 

② 栄養学大講座 
・ 大学院生に、国内
外で開催される国際
会議への参加、研究
成果の口頭発表及び
国際誌への投稿を奨
励する。 

・ 日中韓トライアン
グル協定に基づく合
同カンファレンス等
への大学院生の参加
を奨励し、学生交流
行事に関しては、企
画段階から参加させ
る。 

②栄養学大講座 
・ 院生による研究発表件数は、以下のと

おりであった。 
論文      11件（2 件） 
国内学会  23件（16 件） 
国際学会  7件（30 件） 

※ （ ）内は27年度実績 
   ※博士前期課程を含む  

・ 合同カンファレンスについては、10
月に韓国ウソン大学で行われ，博士前期
課程の学生6名および後期課程の学生2
名が英語でポスター発表を行った。     

 
３ 
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③ 保健福祉学大講座 
・ 創造性と国際的な
視野を備え、保健福
祉領域における学術
の継承と発展を担う
教育者、研究者の育
成を目指す。 
 

③保健福祉学大講座 
・ 保健福祉学専攻が
主催する国際セミナ
ーに大学院生を参加
させ、国際的な視野
を涵養する。 

・ 国内外の学会にお
ける英語による研究
成果の発表を奨励す
る。 

③保健福祉学大講座 
・ 1 月に韓国の漢陽大学 の講師による
国際セミナーに保健福祉学科の院生 1
名が参加した。 

・ 院生 1名が本学紀要に英語による論文
を発表した。 

・ 院生による研究発表件数  
    論文    4 件（7 件） 

学会発表  9 件（8 件） 
※ （ ）内は 27 年度実績 

 
３ 
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（ｲ）情報系工学研究科 
【博士前期課程】 

（ｲ）情報系工学研究科 
【博士前期課程】 

（ｲ）情報系工学研究科 
【博士前期課程】 

―  

技術者に求められ
る対応領域の多様
化・高度化及び国際
化に適合できるよう
に、教育内容の刷新
を図る。 

・ ５領域から３領域
に再編した教育カ
リキュラムを円滑
に実施し、学士教育
課程及び博士後期
課程との接続性を
高める。             

・ 学生の所属領域と
履修科目領域の対応
調査を行い、社会に
おける各領域技術の
多様化、高度化に対

・ 5 領域から 3領域に再編した教育カリ
キュラムを実施し、学士課程教育からの
博士後期課程への接続性を高めるとと
もに、所属領域以外の領域授業科目の履
修状況調査に基づき、H29 年度から授業
科目の統廃合をすることとした。 

・ 院生筆頭による学外発表件数 
      論文     21 件( 6 件) 

国際会議   31 件(17 件) 
全国大会    97 件(60 件) 
中四国大会   52 件(51 件) 

( )内は 27 年度実績 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

応できるよう必要な
改善を図る。 

【博士後期課程】 【博士後期課程】 【博士後期課程】 ―  

国際的な視野を備
え、情報技術を多様
な分野に展開できる
人材育成を図るため
に、教育内容及び指
導体制の刷新を図
る。 

・ 研究アドバイザー
教員制の導入後の状
況を見ながら、他領
域との調 
整効果等を検証し、
拡充を図る。 

 ・ ２名の院生に研究アドバイザー教員を
配置し、指導体制を充実した。 

・ 院生筆頭による学外発表件数 
論文     2 件(1 件) 
国際会議    4 件(0 件） 
全国大会    4 件(0 件） 

 ( )内は 27 年度実績 
［評価時の観点］ 

   学外発表件数はやや増加したが、引き続
き定員確保に努める必要がある。 

 
２ 
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（ｳ）デザイン学研究科 
【修士課程】 

（ｳ）デザイン学研究科 
【修士課程】 

（ｳ）デザイン学研究科 
【修士課程】 

―  

 専門的思考力・技
術及び国際的・総合
的視野を備えた指導
的実務者、研究者と
してのデザイナーを
育成するための教育
内容・実施体制を充
実させる。 

・ 前年度に引き続き、
実践者、研究者とし
てのデザイナー育成
のための研究指導と
ともに、研究に対す
るモチベーションの
向上を図る。 

・ 国際交流協定締結
大学の院生との交流
を促進し、研究の質
向上を目指す。 

・ 平成 29 年度からの
実施を目標に、修了
研究の予備審査を試
行する。また、研究
成果物の構成・様式
等について見直しを
行う。 

・ 学会での発表を研
究指導に取り入れる
ともに、産学官プロ
ジェクトについて
は、大学院生が企画
段階から参画できる
よう支援し、発表件
数の増加に努める。 

・ 学部生との合同授
業の実施や大学院生
が研究科の教育・研
究活動等について説
明する機会を設ける
等、優秀な内部進学
者の確保に努めると
ともに、オープンキ
ャンパスを実施する
など、志願者増につ

・ 全国的なデザインイベントに本学教員

とともに院生 1 名を参加させ、水準の高

いデザインを直接見聞させた。 

・ 修了研究の予備審査を試行し、研究の

最終成果物の質向上に努めた。効果をさ

らに高める為に日程の再検討の必要性

が判明した。 

・ 日本繊維機械学会（中国支部）におい

て、宮崎大学学生を含んだ研究発表の聴

講や、工業技術センター員および繊維関

連企業からの質疑応答により、院生は今

後の研究の推進において、客観性に基づ

く理論と論展開の重要性と、多角的精査

の必要性に気付くことができた。 

・ 1 年生必修授業であるフレッシュマン

就業力セミナーを始め複数の授業に TA

として参加させることで、院生に指導者

としての自覚やスキルを学ばせた。 

 

（院生の研究発表実績） 

①デザイン工学専攻 

論文        0 件(0 件) 

国際会議   0 件(0 件) 

全国大会    0 件(3 件) 

中四国大会 1 件(1 件) 

産学官連携プロジェクト 0 件(1 件) 

②造形デザイン学専攻  

論文        0 件（0件） 

国際会議   0 件（0件） 

全国大会    1 件（4件） 

中四国大会  4 件（4件） 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

なげる。 産学官連携プロジェクト 4 件（6件） 
 ( )内は 27 年度実績 

［評価時の観点］ 
  引き続き、学外発表件数の増加とともに、
定員確保に努める必要がある。 

 

  



 

24 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（２）教育内容等に関する目標 

 

 

中 

 

期 

 

目 

 

標 

 ア 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー） 

    全学及び各学部・学科並びに大学院各研究科・専攻における入学者受入方針を明

確化するとともに、それに対応した入学者選抜試験を実施する。 

  イ 教育課程 

     知性と感性を育み、豊かな教養と深い専門性を備えるとともに、問題発見能力及

び問題解決能力を備えた実学志向の人材育成を目指す。 

学士課程では、全学教育科目と学部教育科目の間で教育内容の連携を図りながら、

時代と社会の様々な要請に的確に対応できる能力を育成する。また、国際化に対応

して、外国語教育の充実に努める。 

     大学院課程では、学士課程との連携を保ちながら専攻分野に関する広範な専門知

識の研究指導を行い、高度な専門職に従事する人材、研究者を育成する。 

  ウ 教育方法                                           

     学士課程では、専門教育への円滑な移行のため、高大接続教育、入学前教育及び

全学教育を実施するとともに、専門教育の充実を図り、基礎知識及び応用能力を修

得させる。これらにより、豊かな人間性を培う教育を推進する。 

     大学院課程では、広い視野に立って、専攻分野における研究能力を向上させ、よ

り広い対象に主体的に発揮できるよう研究指導を行う。また、他大学の大学院及び

県内の研究施設と連携して、教育研究を拡大する。  

     成績評価については、シラバス等に基づき厳格に行う。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

（２）教育内容等に関す
る目標を達成するた
めとるべき措置 

（２）教育内容等に関す
る目標を達成するた
めとるべき措置 

（２）教育内容等に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

―  

ア 入学者受入方針 
(アドミッション・ポ
リシー) 
全学及び各学部・

学科並びに大学院各
研究科・専攻におけ
る「どのような学生
を求めるのか」を入
学志願者にわかりや
すく情報提供する。 
また、求める資質

の入学者を適切に選
抜するため、入学者
選抜方式及び試験内
容の見直し・改善を
図る。 

 
 

ア 入学者受入方針 
(アドミッション・ポ
リシー) 

・ オープンキャンパ
スや進学ガイダンス
等の入試広報では、
アドミッション・ポ
リシーをディプロ
マ・ポリシーやカリ
キュラム・ポリシー
に関連付けて、高校
生等に分かりやすく
説明する。 

・ 入学者を適切に選
抜するため、選抜方
式（推薦・一般）ご
との入試成績、入学
後の学生の能力・適
性、大学の教育方針
など様々な角度か

ア 入学者受入方針（アドミッション・
ポリシー） 

・ オープンキャンパスや進学ガイダン
ス等の入試広報において、アドミッシ
ョン・ポリシーをディプロマ・ポリシ
ーやカリキュラム・ポリシーに関連付
けて、高校生等に分かりやすく説明し
た。 

・ 29 年度に向けて、学部・学科ごとに
3 つのポリシー（ディプロマ、カリキ
ュラム、アドミッション）の見直しを
行った。 

・ 保健福祉学研究科（博士前期課程）
において、提携大学からの外国人留学
生の受入を促進するため、特別入試を
実施し、1人が受験した。 

・ デザイン学研究科（修士課程）にお
いて、外国人留学生の受入の促進及び
定員充足率向上のため、特別入試の出
願資格である日本語能力要件を緩和
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

ら、また、各学部学
科の特性を考慮し、
選抜方法及び試験内
容について必要な見
直しを行う。 

・ 32 年度入試改革を
見据え、本学の専門
性や各学部学科の特
性を考慮した選抜方
式を検討する。 

 

するとともに、試験科目も「外国語（英
語）」に代えて日本語による「小論文」
を実施した。 

・ 高校生を対象にした大学授業開放で
の参加者アンケート、全学部・学科で
新入生対象に実施した入学時アンケ
ートにおいてアドミッション・ポリシ
ーに関する質問項目を設け、高校生及
び新入生のアドミッシン・ポリシーの
認知度・理解度を調査した結果、大学
授業開講参加者の 93％に本学アドミ
ッションポリシーが概ね理解されて
おり、また、新入生の半数以上がアド
ミッションポリシーを本学への出願
の参考としていた。 

【看護学科】 
・ 一般入試や小論文の書類審査や面接
での評価について検討し、書類審査を
得点化することと評価項目、個人面接
と集団面接の評価項目と配点について
案を作成した。今後の課題として、入
試区分と合格者数の配分、入試問題（小
論文）の内容、書類審査項目と配点、
個別面接、集団面接の採点項目と配点、
質問内容について検討する予定であ
る。 

【栄養学科】 
・ 学科の入試検制度検討委員会におい

て、H32 年度の入試改革に向けて、学
力の３要素の評価を考慮した選抜方
法や試験内容について見直しを行っ
た。その結果、現在の推薦入試を見直
し、専門教育に適した人材確保と同時
に地域連携教育の実施を可能とする
人材の確保を目指す。具体的には、県
内推薦枠を維持しながら他の推薦枠
を創設すること、これらの試験におい
ては調査書を点数化することとし、新
テストの成績を導入する。科目設定に
ついては一般入試に比べて受験しや
すい科目に限定する方向で今後検討
することとした。 

【保健福祉学科】 
・ 入学者を適切に選抜するため、推薦
入試の面接点の採点方法を修正した。 

イ 教育課程 イ 教育課程 イ 教育課程 ―  

（ｱ）全学教育研究機構
（全学教育の全学的
な実施組織）が主体
となって、全学教育
の充実を図る。 

（ｱ） 
・ 「共通教育科目」に
おける教育内容、方法
及び実施状況の点検
を進め、中・長期的な

（ｱ） 
・ 教養（文系）を中心とするカリキュ
ラム改革検討 WG を設置し、現カリキ
ュラムの見直しと問題点の抽出、本学
に適した新カリキュラム案の作成を
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

 改定案の作成を進め
る。 

・ 29 年度から導入す
るクォーター制につ
いては、科目の特徴や
学修成果を踏まえ、時
間割りの編成を行う。 

・ 28 年度にスタート
する社会連携科目に
ついて、教育効果が上
がるよう、大学教育開
発センターと連携を
図りながら、特に学部
及び学科の専門科目
と横断的に関係する
科目については、学
部・学科と連携し、授
業点検及び評価、改善
を進める。 

行った。 
・ 科目の特徴や学修成果を踏まえ、29
年度から導入するクォーター制の時
間割を編成した。 

・ 社会連携科目の新規科目である「お
かやまを学ぶ」、「おかやまボランテ
ィア論」、「おかやまボランティア演
習」を開講するとともに、授業アンケ
ート等を元に、点検と評価、改善を行
った。また、平成 29 年度から開講す
る「地域再生実践論」、「地域協働演
習」の準備を行った。 

 
［評価時の観点］  
  教養を中心とする新カリキュラム案の作
成に加え、社会連携科目の充実に努め
た。 

（ｲ） 国際的に活躍でき
るグローバルな人材
を育成するため、中
級英語Ⅰ、Ⅱの必修
化等による実践的な
英語教育、語学・文
化研修等による東ア
ジア圏の外国語教育
に重点を置く。 

（ｲ）国際的に活躍でき
るグローバルな人材
を育成するため、次
の取組を行う。 

・ 国際交流センター
における各外国語村
(英語・韓国語・中国
語)及びスカイプ英
語の学修成果につい
て点検し、語学教育
との連携を充実す
る。 

・ 28 年度から実施す
る英語新教育カリキ
ュラムを、旧カリキ
ュラムと比較し、学
修成果の点検方法を
検討する。 

・ 29 年度から導入す
るクォーター制をに
らみ、共通教育科目
のサブカテゴリー
「国際」及び専門教
育課程において、ス
タディ・ツアー等の
単位化(授業科目化)
を検討する。 

（ｲ）  
・ 国際交流センターによる外国語村の
状況（延人数） 
英語村：約 1,100 人、 
韓国語村：約 130 人 
スカイプ英語授業：約 80 人 

・ 英語村・韓国語村で学習した学生へ
のアンケートからは、英語村・韓国語
村で学習したことは直接語学の成績
を伸ばすものではなかったが、学習意
欲を伸ばすものであったことが明ら
かになった。 

・ 28 年度から新しく開始された英語プ
ロ グ ラ ム ELP （ English Language 
Program）の効果を検証するために、
次の三つの工夫を行った。(1) 年度初
めと終わりに学習者ビリーフ（学生の
英語学習に対する態度や期待）を調
査。(2)全学の学生に対して、学習者
が記録する学習ログ（学生が自身の学
習の振り返りをするための学習記録）
の徹底、(3)学習者の e-learning の客
観的な実施記 
録。 

・ 29 年度のクォーター制開始に合わせ
て、保健福祉学スタディツアーを単位
化（授業科目化）することとし、28 年
度は試行的に香港理工大学（9 月）、
韓国ウソン大学（2 月）、豪州アデレ
イド（3 月）スタディツアーを実施し
た。 

・ 交流大学全体(6 大学)で 46 名の短期
研修生を迎え、本学学生と交流するこ
とができ、学生の国際理解および学習
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

意欲の向上につながった。 
 
［評価時の観点］  
  保健福祉学スタディツアーについて、試
行的に実施するとともに、29 年度からの
単位化を決定した。 

（ｳ）学士課程では、高
大接続教育や、全学
教育科目と学部教育
科目との間で教育内
容の効果的な連携に
より、様々な時代
的・社会的要請に適
切に対応できる能力
を育成する。 

（ｳ）学士課程に求めら
れる社会の様々な要
請に適切に対応する
ため、次の取組を行
う。 

・ 高等学校教育との
効果的な接続が図ら
れるよう、高校にお
ける「出前講座」「出
張ガイダンス」及び
本学における「高校
生のための大学授業
開放」など、多くの
高校生が参加できる
事業を実施する。 

・ COC＋事業の選定を
受け、引き続きカリ
キュラムの見直しや
導入を検討し、社会
や地域のニーズに対
応できる能力を育成
する。また副専攻「岡
山創生学」の履修を
通じて授与する「地
域創生推進士」の称
号の認定基準を検討
する。 

・ 「共通教育カリキュ
ラムマップ」 
を作成し、ホームペ
ージへ公開する。 

（ｳ） 
・ 高大連携協定以外の出前講座等 

   講師派遣(ガイダンス)回数 ３回 
   生徒の受入回数   ２回(61 人） 
・ 本学を志望する高校生向けに高大接
続事業として「高校生のための大学授
業開放」を３学部で実施した。 
8 月 20 日実施 387 人（参加者数） 

・「地域創生推進士」の称号の認定基準

については必要単位の取得に加え、3

年次に OPU フォーラムにおける「岡山

創生学」発表会で成果報告を行う等の

要件を決定した。 

・ 「共通教育カリキュラムマップ」の
素案は作成したが、現在検討している
教養（文系）のカリキュラム改革の状
況を踏まえて公表を行うこととした。 

 
３ 
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（ｴ） 大学院の課程で
は、他研究科の授業
科目の受講や学会及
び学会研究会への参
加により、専攻分野
の深化を図るととも
に、幅広い領域に対
する問題の提起と解
決能力を育成する。 

（ｴ）大学院の課程では、
専攻分野の教育を深
めるとともに、幅広い
領域に対する問題の
提起と解決能力を育
成するために次の取
組を行う。 
・ 大学院課程全体で
のディプロマ・ポリ
シー及びカリキュラ
ム・ポリシーを策定
し、その上で全ての
研究科に共通する科
目の編成を検討す
る。 

（ｴ） 
【保健福祉学研究科】 
〔看護学専攻〕 
・ 院生 4名が国内外の学会に参加し、
「院生が考える倫理的問題に関する
討議による学び」等の発表を行い、発
表までの一連の過程を修得するとと
もに、質問の応対も学ぶことができ
た。 

・ 保健師教育課程では、笠岡市北木島
での宿泊演習において、院生が学部生
とともに家庭訪問や健康教育を行い、
現地の医療・福祉・看護従事者と意見
交換をした。地区踏査等を通して、地
域特性をふまえた公衆衛生看護活動
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

・ 大学院生を国内外
の学会、学外研究会
等に積極的に参加さ
せ、研究成果の発表
を行う。また、視野
を広げるための情報
収集を奨励し、成果
の報告を義務づけ
る。 

・ 大学院生を県内の
企業、自治体及び民
間団体が関与する各
種の連携活動やフィ
ールド研究に参加さ
せ、問題の提起・解
決能力を向上させ
る。 

の理解が深まった。 
・ 保健師教育課程の保健福祉行政論演
習（早島町）の成果を早島町に提言し、
「早島町の自主的な介護予防活動 ～
体操の普及・継続に向けて～」と題し
て岡山県地域包括ケアシステム学会
で発表した。 

〔栄養学専攻・栄養学大講座〕 
・ 院生の論文発表数が博士前期課程、
後期課程ともに増加した。 

〔保健福祉学専攻・保健福祉学大講座〕 
・ 院生延べ 24 名が国内外の学会や学
外の研究会に参加した。 

・ 院生 1 名が民間団体と精神障害者の
ための交流型音楽連携活動を行った。  

【情報系工学研究科】 
・ 院生の英語プレゼンテーション能力
を高めるため、、領域共通科目として
H29 年度に「テクニカル・プレゼンテ
ーション演習 I」「同 II」を開講する
こととした。 

【デザイン学研究科】 
・ 院生 4 名が国内の学会に参加し、発
表を行った。また、院生 2名が地域企
業と恊働して作品制作と展示を企業
店舗で行い、社会における造形デザイ
ンの可能性を学ばせた。 

ウ 教育方法 ウ 教育方法 ウ 教育方法 ―  

（ｱ）大学教育へ円滑に
移行できるように、
高大接続教育、入学
前教育を工夫する。 

（ｱ）大学教育に円滑に移
行できるように、次の
取組を行う。 
・ 推薦入学者に対す
る入学前教育を各学
部・学科の特性に応
じて実施する。 

・ 入学者全員を対象
に、入学後の学習状
況についてアンケー
ト調査を行い、入学
前教育のあり方を改
善する。 

（ｱ）各学部・学科ごとに推薦入学者を対
象に、入学前教育を行った。 

【看護学科】 
・ 大学生に必要とされる英語を含む基
礎学力の充実と思考力の深化を図る
ことを目的とした講義、および看護を
学ぶ上で基礎となる「人の生活」をテ
ーマにした講義・演習を計 4 日実施し
た。 

【栄養学科】 
・ ３月に化学３時限分、生物１時限分
の講義のほか、演習や課題学習も取り
入れて実施し、入学後に必要な基礎知
識を広範囲に補うことができた。 

【保健福祉学科】 
・ 2 月と 3 月に、英語（福祉関連）と
グループディスカッションを行った。 

・ これまでの入学前教育では、全教員
が推薦入試による入学予定者と対面
していたが、平成 28 年度からは、一
般入試による入学者との差がでない
よう、数名の担当教員に限って対面す
ることとした。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

【情報工学部】 
・ 推薦入試においては、学科横断の連
絡会議を設け、試問内容に難易差、偏
り等を無くすようにした。 

・ 推薦入試合格者に対して、推薦入試
合格者懇談会と称して１２月と２月
の２回にわたり、数学と英語の課題解
説を行った。 

【デザイン工学科】 
・ 建築・都市デザイン領域の教員によ
り、ワークショップを実施した。 

【造形デザイン学科】 
・ コミュニケーション力向上とデザイ
ン教育への動機付けを重点的にした
ワークショップを行った。 

・ 入学者全員にアンケートを実施し、
高校での学習を大学で学ぶために必
要な基礎知識の修得を目的として取
組むためのきっかけとなるよう実施
している入学前教育、大学授業開放に
ついての効果等の把握に努めた。 

（ｲ）学士課程では、全
学教育を充実し、基
礎知識や応用能力の
修得と、豊かな人間
性の涵養に主眼を置
いた教育を行い、そ
の上に立った専門教
育を実施する。 

（ｲ）学士課程教育で、
基礎知識や応用能力
の修得と豊かな人間
性を涵養するために
次の取組を行う。 

・ 専門教育を修得す
る上で重要な共通教
育科目の履修指導を
引き続き行う。 

・ 新入生対象の「フ
レッシュマンセミナ
ー」において、各学
部・学科に求められ
る資質や基礎知識が
身につく教育を行
う。 

・ 新入生の基礎知識
並びに応用能力の修
得状況について、効
果的な評価方法を検
討する。 

・ 共通教育科目につ
いて、COC＋事業とも
連携し、アクティブ
ラーニングの導入を
さらに進める。 

（ｲ） 
・ 専門教育に必要な共通教育科目の履
修指導を次のとおり行った。 

 

学部学科 内   容 

看護学科 
 科学的思考力の基盤と
なる基礎的知識等につい
て指導した。 

栄養学科 

専門教育を修得する上
で必要な「統計学基礎Ｂ」
「基礎有機化学」「基礎生
物学」を全員が履修するよ
うに指導し、基礎知識や応
用能力の修得に向けた教
育を行った。 

保健福祉
学科 

1 年生の 4月のオリエン
テーションとアドバイザ
ー面談において、専門教育
に必要な共通教育科目に
ついて説明を行った。 

情報工学部 

 「基礎解析学」「基礎線
形代数学」及び「基礎電磁
気学」(情報システム工学
科は「基礎力学」も)を 3
学科で必修とし、これらの
科目が専門教育へつなが
ることをオリエンテーシ
ョン等で学生に指導した。  
 また、愛媛大学で開催さ
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

れたアイディアソンに７
名の教員が参加し、PBL 科
目における学生の主体的
活動能力を育成するアイ
ディア発想法の習得に取
り組んだ。 

デザイン
工学科 

・将来の進路の参考となる
専門及び共通教育科目
の履修ガイドラインを
作成し指導した。 

・専門教育への基礎となる
「美術の歴史」及び「統
計学の基礎Ａ」をを履修
するよう指導した。 

 
・「フレッシュマンセミナー」での次の
取組を行った。 

学部学科 内   容 

看護学科 

・キャリア発達、ディプ
ロマ・ポリシーを視野
に入れた、卒業時の到
達目標に関する項目の
提示 

・領域別の特徴看護学の
概要 

・コーネル式ノート、レ
ポート作成方法ルーブ
リックによる評価とそ
れをもとにグループ別
に意見交換を行った。 

栄養学科 

管理栄養士が活躍する
職域の紹介やロードマッ
プとともに、栄養士の倫
理憲章を教材に加え、「管
理栄養士に求められる資
質」について少人数グル
ープでのディスカッショ
ンを行い、管理栄養士の
専門職者としての意識の
形成に努めた。 

保健福祉学
科 

・現代史、公民 
・キャリアデザイン 
・保健福祉学科の学生に求

められる資質や基礎知
識に関する教育 

情報工学部 

フレッシュマンセミナ
ーでは、問題の発見と解
決の基礎となる課題探求
の方法や、数学、力学等
の基礎的な内容を指導し
た。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

デザイン 
学部 

13 名の経営者、デザイ
ナー、大学院進学者を講
師に、フレッシュマン就
業力セミナーとして実施
した。メンタルケア専門
家 1 名を招聘し、ストレ
スコントロールに関して
紹介した。 

 
・ 修得状況の評価方法確立を目指し、
前期の共通教育科目について成績分
布を検証したところ、異常な成績分布
の科目は無かった。 

・ COC+事業のアクティブラーニングカ
リキュラム検討において、28 年度実施
の「おかやまボランティア演習」の課
題を検証し、29 年度開講予定の「地域
協働演習」の充実を図った。 

（ｳ）大学院の課程では、
専攻分野における研
究能力を向上させ、
広い視野で主体的に
問題発見・問題
決ができる能力を修得し発揮で
きるように教育研究体制を整備
する。 

また、教育研究の
充実と社会のニーズ
を的確に把握するた
め、他大学の大学院、
公的試験研究機関
や民間の研究所等と人的交流を
行い、必要に応じて
連携大学院方式の推
進等に取り組む。 

（ｳ）専攻分野における
研究能力を向上さ
せ、広い視野で主体
的に問題発見・問題
解決ができる能力を
修得させるととも
に、社会のニーズを
的確に把握した研究
を推進するため、次
の取組を行う。 

・ 領域ゼミや専攻中
間発表会等を活発に
行う。 

・ 専門領域のみでな
く、他の領域の授業
も積極的に受講させ
る。 

・ 行政や産業界等に
対して、研究成果を
用いて積極的に提
言・提案を行う。 

・ 他大学や研究機関
の研究者や大学院生
との研究交流を積極
的に行う。 

（ｳ） 
【保健福祉学研究科】 
〔看護学専攻〕 
・ 香港理工大学で開催された短期研修
やアメリカでの学会、また、「道徳フ
ォーラム」(文科省委託事業)へ参加し
た。  

・ 保健師教育課程の保健福祉行政論演
習（早島町）の成果を早島町に提言し、
「早島町の自主的な介護予防活動 ～
体操の普及・継続に向けて～」と題し
て岡山県地域包括ケアシステム学会
で発表した。 

・ 保健師教育課程では、看護協会保健
師職能委員会主催の保健指導ミーテ
ィングに参加し、事例検討を行った。 

〔栄養学専攻〕 
・ (株)ハローズとの共同研究におい 
て、院生の意見を取り入れた栄養バラ
ンス副菜（おかず）を開発した。 

〔保健福祉学専攻〕 
・ 中間発表会を 2回実施し（8 月と 12
月）、研究に主体的に取り組む姿勢を
涵養した。 

【情報系工学研究科】 
・ システム工学特別演習Ⅰでは全学生
が発表と討論を行い、問題の発見と解
決に必要なスキルの修得を図った。 

・ システム工学特別演習Ⅱでは、主と
して学外における研究発表を求め、全
員が研究成果発表を行った。 

・ アクティブラボ、アクティブキャン
パス、岡山県産業振興財団、県内自治

 
３ 

22 



 

32 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

体による各種の取り組みに院生が述
べ 13 名参加し、学外ニーズの把握等
に取り組んだ。 

・ 文部科学省「情報技術人材育成のた
めの実践教育ネットワーク形成事業」
の参加大学として、6 名の院生が名古
屋大学、愛媛大学他の院生等と交流
（共同開発、実証実験）した。 

・ 岡山大学で開講されている「ものづ
くり経営論」を 2名の院生が受講し、
企業幹部からの実践的な知見を得る
とともに、学生のキャリア形成に資す
ることができた。 

・ 大学教育開発センターが実施した
「プロジェクトマネジメント実践論」
を 16 名の院生が受講し、他研究科の
院生とのグループワーク等を通じて
自己のキャリアアップにつながった。 

・ 連携大学院制度を利用し、５名の院
生が岡山県工業技術センターで研究
の一部を実施した。 

【デザイン学研究科】 
〔デザイン工学専攻〕 
・ 修了研究中間発表会・最終発表会を
開催し、さらに今年度は予備審査を試
行として実施し、研究成果のレベル向
上つながった。 

〔造形デザイン学専攻〕 
 ・ 一専攻一領域体制にしたことから、

院生の研究テーマにより即した研究
指導教員体制を組むことができた。 

・ 県内企業との恊働プロジェクトを授
業課題として実施し、院生に企画段階
から参加させることで、社会人基礎力
育成と研究の社会性についての考察
の機会となった。 

（ｴ） 教育課程の編成・
実施方針（カリキュ
ラム・ポリシー）を
整理し、それに基づ
いて現状のシラバ
スの更なる改善を
行い、改善されたシ
ラバスに基づく授
業及び成績評価を
厳格に行う。 
また、学位授与方

針（ディプロマ・ポ
リシー）を明確に定
め、これに基づいた
修了認定を厳格に

（ｴ） 
・ 29 年度に全学情報

システムが運用開始
され、シラバスにも
活用されることか
ら、29 年度用シラバ
ス様式の策定に向け
て点検と改善を実施
するとともに、各種
設定の効率化や動作
安定性の確保が図ら
れるようシステム設
計を行う。 

・ 27 年度から導入し
た成績評価(GPA 制
度)を検証し、今後の

（ｴ） 
・ 全学情報システム（学務系）の導入
に併せ、教育の質の保証の観点から、
シラバスの書式を見直し、記載内容の
充実を図った。 

・ 教育課程編成の基礎となる全学、各
学部・学科のディプロマ・ポリシー、
カリキュラム・ポリシーについて、一
体性及び整合性を図るため見直しを
行った。 

・ 全学的な成績評価の厳格性、客観性
を担保するためのさらなる措置とし
て、学科等において、成績分布の過大
／過小傾向にある科目を点検した。な
お、平成 28 年度は試行とし、平成 29

 
３ 

23 



 

33 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

行う。 
さらに、成績評価

分析を常に実施し、
教育方法等の改善
に活用する。 

活用方法等を検討す
る。 

年度の本格実施に向けて大学教育開
発センターにおいて具体的課題の検
討や制度設計に向けた企画立案を実
施するここととした。 

・ 栄養学科では、学生のインセンティ
ブを高めるために，GPA 制度により成
績評価し、成績優秀者に対して学科長
賞の表彰制度を設けた。 

・ 保健福祉学科では、アドバイザーに
よる指導時の GPA 活用、実習指導時の
GPA の活用、学位記授与式の学科代表
学生の選考や各種団体の優秀学生表
彰選考時の GPA の活用について検討し
た。結果、前期と後期に実施している
アドバイザーによる学生の指導時に
GPA を活用することとした。 

・ 造形デザイン学科では、前期授業の
成績評価分析を実施し、特徴的な授業
を抽出し担当者へのヒアリングを行
った結果、課題の種類や数、そして回
答方法を組み合わせることで評価方
法の多様化を推進し、学生の能力を多
角的に評価する工夫を行うなど成績
評価の適正化に努めていることを確
認した。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

１ 教育に関する目標 

（３）教育の実施体制等に関する目標 

 

中
期
目
標 

ア 教職員の配置等 

     学生に質の高い教育を実施し、教育目標を効果的に達成するため、適切な教職員配

置と専門性の向上に努める。 

  イ 教育環境の整備 

     学生の学修効果を高めるため自習環境、附属図書館機能等の教育環境の整備・充実

を図る。 

  ウ 教育の質の改善 

        学生に質の高い教育を提供するため、FD(ファカルティ・ディベロップメント：教

員組織による能力開発)活動の改善を図りながら引き続き推進する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

（３）教育の実施体制等
に関する目標を達成
するためとるべき措
置 

（３）教育の実施体制等
に関する目標を達成
するためとるべき措
置 

（３）教育の実施体制等に関する目標を達
成するためとるべき措置 

―  

ア 教職員の配置等 ア 教職員の配置等 ア 教職員の配置等 ―  

本学の教育目標に
則して、新たな学問
の展開や社会状況に
対応できるように、
学部・学科の枠を越
え、全学的な視点に
立った弾力的な教員
選考・教員配置を行
う。 
（職員の配置につい
てはⅢ4(2)イ（項
目 No.76）参照） 

中期計画中の削減方
針（９名削減）に基づ
く削減を着実に進める
一方、教育の質の低下
を招かないよう、全学
的視点で教員の配置を
行う。 

・ 教員選考規程に基づき、教員選考（公
募）を行った。 

   教員選考（公募）実績 8 人（20 人） 
( )は 27 年度実績 

・ 保健福祉学部助教を 1人削減した。 
教員定数の削減 1 人(4 人)〔8人〕 

※（ ）は 27 年度実績、〔 〕は延人数 
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イ 教育環境の整備 イ 教育環境の整備 イ 教育環境の整備 ―  

（ｱ） 語学センターで
は、英語の自主学習
ソフトの利用促進
と、貸出用教材の充
実を図るなど、学生
が使える英語を習得
できるよう支援体制
の一層の充実を図る
とともに、国際交流
の場を提供する。 
また、引き続き学

内でTOEIC IPテスト
を定期的に実施し、
学生の語学力の向上

（ｱ）語学教育推進室で
は、次の取組を行う。 

・ 28 年度から実施す
る新しい英語教育プ
ログラム（ELP）の学
修成果の点検を行
い、評価方法につい
て検討する。 

・ 共通教育から学
部・学科への繋がり
を考慮した、4年間
に渡る英語教育につ
いて検討する。 

・ 29 年度から導入す

（ｱ） 
・ 年度初めと終わりに学習者ビリーフ
（学生の英語学習に対する態度・期
待・不安）を調査した。この結果は、
OPU フォーラム 2017 にて、報告する。
年度初めの調査結果については、教育
開発センター紀要にて発表。 

・ 英語の新プログラム（English 
Language Program）では、学習ログ（学
習記録）をつけていくことを徹底し
た。この学習ログは、学習の振り返り
をさせるため、学習者自身がつけてい
くものである。 

・ 長期休業中の CALL 教室での自主学
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

を図る。 
 

○TOEIC IP テスト 
項 目  現状 目標 

受験者数 45 人 300 人 
500 点以上 
取得者数  15人 100人 

るクォーター制にス
ムーズに移行するた
めに、専任教員と非
常勤講師との連携、
また、専任教員間の
さらなる連携を進め
る。 

・ 長期休業中の CALL
教室の利用について
周知を進め、利用を
増やす取り組みを継
続する。 

・ 英語教育効果の経
年変化を把握するた
め、28 年度から入学
直後と 2 年次秋の 2
回、全学的に TOEIC 
IP テストを実施す
る。 

 
○TOEIC IP テスト 

（2年生秋） 
項 目 目  標 

500 点以上
取得者数 

50 人 

必修受験者
の平均ｽｺｱ 

390 点 
 

習の利用は、あまり多くなかった。こ
れは、e-learning 教材が自宅のコンピ
ュータやスマホから利用できたため
と考えられる。 

・ TOEIC L&R IP の経年変化を見るた
めに、28 年度入学生に対するテストを
実施し、結果は次のとおりである。経
年変化の結果を測るのは、29 年度の秋
となる。 
 

○28 年度生 TOEIC IP テストの実績 
（1年生春） 

項 目 実 績 

受験者数 414 人 

500 点以上取得者数 38 人 

必修受験者の平均ｽｺｱ 366 点 

 
・ 27 年度入学生 TOEIC L&R IP の結果
は次のとおりである。 

 
○27 年度生 TOEIC L&R IP テストの実績 

（2年生秋） 
項 目 実 績 

受験者数 386 人 
500 点以上取得者数 28 人 
必修受験者の平均ｽｺｱ 356 点 

※26 年度から、中級英語Ⅱ履修者全員受験 
※「TOEIC IP」は 28 年度中に「TOEIC L&R 

IP」に改称された。 

 

（ｲ）情報教育センター
では、学生の情報活
用能力の向上を図る
ため、学生の自主学
習や教員の教育活動
の支援体制の充実を
図る。 
また、学内の全学

教育用・業務処理用
情報システムの整
備・更新等を効率的
に行う支援をする。 

 

（ｲ）情報教育推進室で
は、次の取組を行う。 

・ 28 年度入学生にお
いて、「情報リテラ
シー基礎」を発展的
に廃止し、新たに「コ
ンピュータ演習 II」
を開設し、情報リテ
ラシーに関する講
義、演習を行う。 

・ 学生への情報処理
演習室の開放は、講
義との調整を行い、
最大限の開放日数を
確保する。 

・ 情報処理演習室を
語学演習室と連携し
て、より効果的な運
用を図ることによ
り、情報処理教育は
もとより、語学教育
におけるＩＣＴ利用

（ｲ） 
・ 計画どおり、「情報リテラシー基礎」

を発展的に廃止し、「コンピュータ演
習 II」を新設した。 

 
○演習室の授業時間外開放 

 H28 

開放日数 164  
(158) 

利用者数 
(延べ人数)  

11,377  
(13,613) 

( )は 27 年度実績 
・ 計算機演習室（２室）のリース期間
満了に伴い、今後の技術動向を踏まえ
て設備の更改を行った。今回は新たな
施策として、同時期に更改を行う語学
演習室と機能を共通化するなどの一
体的な設計を行い、語学教育における
ＩＣＴ利用を推進させた。 

・ 全学情報システム（学務系）の導入

 
３ 

26 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

をサポートする。 
 
情報基盤活用推進セン
ターでは、次の取組を
行う。 
・ 全学情報システム
（学務系）の 29 年度
運用開始に向けて関
係部署と連携して設
計・構築を行う。  
また、利用目的ご

とに運用ルールを策
定し、研修を計画・
実施する。 

・ 情報セキュリティ
意識の向上を図るた
め、情報セキュリテ
ィに関する研修会を
開催する。 

について、関係各部署と調整を行い、
構築、導入を図った。 

・ 全教職員を対象にグループウエアを
導入し、学内の各種情報の共有化が図
られた。 

・ 学内無線ＬＡＮ設備の増強を行い、
学内のほぼ全てのエリアでの利用が
可能になった。 

・ 情報インシデント対応手順を整備
し、学内への周知を行った。 

・ 部局システム責任者向けの情報セキ
ュリティ研修及び一般教職員向けの
セキュリティ研修を実施した。 

（ｳ）健康・スポーツ推
進センターでは、ス
ポーツ及び健康に関
する教育、課外活動
の充実と向上を図る
とともに、スポーツ
を通じての学生や教
職員の親睦と健康維
持を目指す。 
また、地域住民を

対象にしたグランド
ゴルフ大会の開催
等、スポーツを通じ
た地域貢献に寄与す
る。 

（ｳ）健康・スポーツ教育
推進室（旧健康・スポ
ーツ推進センター）で
は、次の取組を行う。 
・ 授業で使用してい
ない時間帯の 
スポーツ施設の学内
開放を実施し、学生
及び教職員の健康維
持増進を 
支援する。 

・ 学友会と連携し、
スポーツ施設・設備
の点検・補修や貸出
用スポーツ用具の補
充を行う。 

・ 地域住民を対象に
したスポーツ大会や
講演会の開催や、ス
ポーツ施設の学外開
放により、幅広い年
齢層に対してスポー
ツを通じた地域貢献
に寄与する。 

（ｳ）健康・スポーツ教育推進室では、次
の取組を行った。 

・ 健康科学カテゴリーの科目特性や学
修成果、クォーター制導入を踏まえ、
29 年度の開講科目における体育施設
の利用計画を作成し、学生等への施設
開放に役立てた。 

・ 体育施設の点検・補修を行った。 
・ 岡山県立大学学長杯第 23 回グラン
ドゴルフ交歓大会を 11 月に開催した。
（総社、倉敷等の高齢者約 160 人が参
加） 

・ 岡山県立大学学長杯第 4 回少年少女
サッカー大会を 12 月に開催した。（参
加者約 500 名） 

 
○施設の学外開放実績 

 H28 

野球場 22(15) 

グラウンド 0(7) 

( )は 27 年度実績 

 
３ 

27 

（ｴ） 附属図書館では、
図書・資料の電子化
と図書館の利用形態
の変化に対応し、閲
覧環境の充実と利便
性の向上に努める。 
また、大学の学部

構成等を考慮した特
色ある図書・資料の

（ｴ）附属図書館では、次
の取組を行う。 
・ 28 年度から学外利

用者の年齢制限を廃
止したことから、周
知を図る。 

・ 授業の一環として
図書館ガイダンスを
行い、学生の図書館

（ｴ） 
・ 新入生を対象にガイダンスを実施
し、399 人が受講した。 

・ 28 年 4 月にホームページをリニュー
アルし、英語・中国語・韓国語に対応
し、文字サイズも大・中・小と変更で
きるようにグローバル化、バリアフリ
ー化に対応した。また、スマートフォ
ン用のホームページを新設し利便性

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

充実に努めるととも
に、学生、教職員及
び学外利用者に対す
る教育研究支援サー
ビス等の充実に取り
組み、その利用促進
を図る。 

利用向上に取り組
む。 

・ 図書館ホームペー
ジの内容を充実さ
せ、学内外や留学生
をはじめとした外国
人利用者にも利用で
きるサイトにする。 

・ 視聴覚資料を利用
頻度の観点から見直
し、ニーズに基づき
最適化を図る。 

・ ラウンジ内のラー
ニングコモンズスペ
ースに設けた電子黒
板の利用を学生に周
知し、活用の促進を
図る。 

・ データベース・電
子ジャーナルの利用
促進を目的として、
利用者やスタッフを
対象に講習会を開催
する。 

の向上を図った。 
・ 各学科教員と連携し 2,250 冊を除籍
した。また、全教員を対象に洋雑誌購
入希望調査を実施し、ニーズに基づい
て購入した。 
また、学生の教育や研究に必要な最新
図書の購入については、学生の意見や
要望が反映されるよう基準を見直し
た。 

・ 図書館ガイダンスで電子黒板を使用
して講義し、利用を周知した。また、
スクリーンセイバーを利用して、サー
クルの宣伝や利用案内を行った。 

 
・ 電子ジャーナル等の利用について、
教職員及び学生を対象とした講習会
を５回開催し、77 人が受講した。 

  
○選書ツアー 

 H28 
参加者 14(15) 
購入冊数 117(152) 
展示冊数 152(175) 

( )は 27 年度実績 
 
○研究閲覧室の利用状況 

 H28 
グループ閲覧室 114(146) 
研究閲覧室 1,255(1,276) 

( )は 27 年度実績 
 

ウ 教育の質の改善 ウ 教育の質の改善 ウ 教育の質の改善 －  

（ｱ）評価委員会が中心
となり、大学教育の
あり方を検討した上
で、教育内容や授業
方法の改善に資する
FD（ファカルティ・
ディベロップメン
ト）活動を、年次計
画を立てて継続的に
実施する。 

（ｱ）大学教育開発センタ
ーにおいて、FD 活動
の企画・実施等を行
い、結果を点検する。
その結果を基に、評価
委員会は、FD 活動の
評価を行い、次年度以
降の改善に繋げる。 
また、大学教育開発

センターでは、学外の
有識者による FD 活動
に関する研修会及び
教育開発講座を企
画・実施する。また、
各部会主催のワーク
ショップについては、
一部に学生主導のプ
ログラムを設け、各部
会 1回程度開催する。 

（ｱ） 
大学教育開発センターにおいて、次の

取組を行った。 
・ FD・SD 研修会として、全学研修会 2
回、教育開発講座 2回、センター・ワ
ークショップ 4 回を実施した。 

・ 授業参観に基づく授業改善意見交換
会を実施した。 

・ 学生 FD として、学生主導のワーク
ショップを１回実施した。 

・ 大学教育開発センターで企画・実
施・点検した FD 活動について、評価
委員会において点検・評価し、大学機
関別認証評価の自己評価書に反映さ
せた。 

 
 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

（ｲ） 評価委員会と各学
部・学科が連携を取
りながら、教員の個
人評価結果や学生の
授業評価アンケート
結果を分析して、教
育の質の改善に活用
する。 

（ｲ）評価委員会におい
て、27 年度に試行し
た教員の個人評価
を検証し、評価項
目、評価方法、実施
方法等の見直しを
行う。 
大学教育開発セン

ターにおいて、学生
の授業評価アンケー
トの項目の見直し及
び学修成果における
検証方法の改善を行
い、その結果を教育
内容及び授業方法の
改善に役立てる。 
また、29 年度に運

用開始する全学情報
システムを利用した
Web アンケートへの
移行を検討する。 

（ｲ） 
・ 26 年度に見直した評価基準及び評価
方法で 27 年度、28 年度の実績につい
て教員の個人評価を試行した。27 年度
に導入する予定であったウェブ入力
システムの不具合や評価基準や実施
方法等について調整も必要であるこ
とから、評価結果の分析及びその反映
方法については、引き続き 29 年度に
おいて検討することとした。 
（参照：Ⅲ－３ー（2）―ア項目 NO.72） 

・ 29 年度の全学情報システム（学務系）
の導入を想定した新授業評価アンケ
ートを実施した。 

・ 大学教育開発センターにおいて、全
学情報システムを利用した Web アンケ
ート導入に向け、学生の授業評価アン
ケートの項目や教員フィードバック
用資料の見直しを行った。 

 
［授業評価アンケート結果］ 

28 年度前期 
実施科目 392 教科（402 教科） 
実 施 率 96.4％ （98.0％） 

※被評価延教科目数／授業評価対象延教科 
共通６項目評価 4.11±0.45（4.13±0.45） 
※平均値±標準偏差 

28 年度後期 
実施科目 472 教科（377 教科） 
大学院 30 科目 
実 施 率 98.0％ （97.2％） 
大学院 76.9％ 

※被評価延教科目数／授業評価対象延教科 
全 15 項目評価 4.0 
※28 年度後期より大学院についても授業評 
価アンケートを実施するとともに、評価項
目の見直しを行った。 

        （ ）は 27 年度実績 
 

［評価時の観点］  
 教員の個人評価について、ウェブ入力シス
テムの不具合や評価基準や実施方法等につ
いて調整も必要であることから、評価結果の
分析及びその反映方法については、引き続き
29 年度において検討することとした。 

 
２ 

30 

（ｳ）教育年報を発行し、
本学の教育活動の成
果を集約し、各種評
価のための資料を提
供するとともに、次
年度に向けた教育の

（ｳ）「教育年報 2016」
は、大学教育開発セ
ンターにおいて、組
織改革や地域連携
教育（COC＋事業）
の実施等に併せ一

（ｳ） 
・ 29(2017)年度に発行する「教育年報

2016」について、内容等のさらなる充
実を図るため、本学の教育活動及び教
育改革活動の成果を分かりやすくまと
めることとして編集作業を進めた。 

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

質の改善の指針を提
示する。 
 

部構成や項目の見
直しを行った上で、
本学の教育研究活
動の成果をわかり
やすく取りまとめ
る。また、｢教育年
報 2015｣を学内外に
周知するとともに、
教育研究活動のさ
らなる発展と改革
のための基礎資料
として、評価委員会
等における点検活
動に活用する。 

・「教育年報 2015」を 6 月に発行し、国
県等関係機関へ配布すると共に評価委
員会委員等に配付し、点検活動に活用
した。 

（ｴ）教員の教育力向上
等に直接結びつく調
査、実践活動に対す
る学内競争的資金を
充実させる。 

（ｴ） 教育力向上支援事 
業は、本学の運営方
針である「共通教育
への教養教育の積
極的導入」「国際交
流の促進とグロー
バル教育の推進」及
び「戦略的な地域貢
献」を強化するため
の新規の取組に加
え、COC＋関連事業
を優先的に採択す
ることとする。 

 
採択件数     22 件 
配分     9,970 千円 

 
さらに、取組期間内

において一定の教育
力向上が図られた事
業については、その取
組を学部等における
取組に発展できるよ
う検討する。 

（ｴ）年度計画に基づき、前年度より配分
額を増額した。 

  28 年度教育力向上支援事業結果 
  採択件数      21 件（21 件） 
  配 分 額    10,270 千円（9,400 千円） 
         ( )内は 27 年度実績 

※ 2 事業→1事業に統合された事業が
あるため採択件数は 21 件となって
いる。 

取組期間内において一定の教育力向上
が図られ、その効果が学部等での取組と
して展開できるものや応募段階で既にそ
うした展開が見込まれるものについて
は、29 年度当初予算のうち新規重点枠予
算等として計上するとともに、30 年度の
同予算への方向づけも行った。 
 

［評価時の観点］  
   教育力支援事業において、一定の教育
力向上が図られ、学部等での取組として展
開できるものについて、29年度新規重点枠
予算等として計上するとともに、30 年度の
同予算への方向づけを行い、継続的な取
組を推進した。 

 
４ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

学生が有意義な大学生活を送れるよう学生の学習、生活、就職、経済面等に対する支援の

充実を図る。 

（１）学習支援、生活支援に関する目標 

 

中期

目標 

学生の自主的な学習活動や課外活動を支援するとともに、心身の健康管理や相談等、

学生生活に係る支援体制の充実を図る。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

２ 学生への支援に関す
る目標を達成するため
とるべき措置 

２ 学生への支援に関す
る目標を達成するため
とるべき措置 

２ 学生への支援に関する目標を達成す
るためとるべき措置 

  

（１）学習支援、生活支
援に関する目標を達
成するためとるべき
措置 

（１）学習支援、生活支
援に関する目標を達
成するためとるべき
措置 

（１）学習支援、生活支援に関する目標を
達成するためとるべき措置 

―  

教員が学生の訪問
時間帯を設けて研究
室で待機し、授業等
の疑問点や個人的な
悩みなどの相談を受
けるオフィスアワー
制度、学生毎にアド
バイザー教員を決め
進路や学業などの相
談を受けるアドバイ
ザー制度、保健室の
専門の職員による健
康管理体制及び心配
ごとや悩みを専門の
カウンセラーが聞く
「ほっとルーム（学
生相談室）」などの
充実を図り、自主学
習及び生活・進路相
談における指導体制
を強化する。 

 
 
 

 

・ 学生会館内にラー
ニングコモンズ(28
年度新設)を設け、学
生の主体的活動を支
援するとともに、自
主学習や「おかやま
創生学」等でのグル
ープワークに活用す
る。 

・ 年度初めのオリエ
ンテーション時に、
学生支援のためのア
ドバイザー制度、学
生相談室、学生支援
室、学習支援のため
のオフィスアワーな
どの制度を周知す
る。また、相談内容
に応じた支援を行
う。 

・ メンタル面におけ
る支援が必要な学生
には、学生相談室（ほ
っとルーム）を中心
に適切な対応に努め
る。 

・ スマートフォンを
利用した学生への情
報提供については、
新ホームページの開
設（28 年度）と全学
情報システムの運用
開始（29 年度）に合

・ 平成 28 年 12 月に学生会館内に学生
支援室(Student Activity 
Station(SAS) (28 年度新設)を設け、
自主学習等でのグループワークでの
活用など、学生の主体的活動の支援を
行った。 

・ 年度初めのオリエンテーション時
に、学生支援のためのアドバイザー制
度、学生相談室、学生支援室、学習支
援のためのオフィスアワーなどの制
度を周知した。また、相談内容に応じ
た支援を実施した。 

・ メンタル面における支援が必要な学
生には、学生相談室（ほっとルーム）
を中心に適切な対応を行った。 

・ スマートフォンを利用した学生への
情報提供については、29 年度からの運
用開始（新ホームページ及び全学情報
システムと同時期）に向けて準備し
た。 

・ 障害者差別解消法の施行をうけ、学
生にも協力を呼びかけて、学内で障害
を持つ学生をサポートする学生活動
団体の設置と仕組みづくりを行った。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

わせて実施できるよ
う検討する。 

・ 障害者差別解消法
の施行をうけ、学生
にも協力を呼び掛け
て、学内で障害を持
つ学生を支援する取
り組みを検討する。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（２）経済的支援に関する目標 

 

中期

目標 

学業成績が優秀で経済的支援が必要な学生について、学業に専念できるよう経済的な支

援の充実を図る。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

（２）経済的支援に関す
る目標を達成するた
めとるべき措置 

（２）経済的支援に関す
る目標を達成するた
めとるべき措置 

（２）経済的支援に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

―  

学業成績が優秀で
経済的支援が必要な
学生については、授
業料減免制度の活
用、各種奨学金の斡
旋などにより支援す
る。 

 

・ 授業料減免及び各
種奨学金制度につい
て、説明会の開催や
ホームページ等への
掲載により周知す
る。 

（２） 
・ 授業料減免及び各種奨学金制度につ
いて、説明会の開催やホームページ等
への掲載により周知を図るとともに、
学資等が十分でなく就学成績優秀な学
生に対して、制度の活用、斡旋による
経済的支援を行った。 

    
 授業料の減免 
 減免実績 延 230 人（延 193 人） 
 
  日本学生支援機構奨学金 
   定期採用者数 40 人（60 人） 
   応募者数  40 人（60 人） 
  （ ）内は 27 年度実績 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（３）就職支援に関する目標 

 

中期

目標 

学生の社会的・職業的自立を支援するため、キャリア教育を実施するとともに、能力や

適性に応じた進路指導や就職活動支援を行う。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

（３）就職支援に関する
目標を達成するため
とるべき措置 

（３）就職支援に関する
目標を達成するため
とるべき措置 

（３）就職支援に関する目標を達成するた
めとるべき措置 

―  

ア 学生が単なる就職
活動に止まらず、人
間形成や職業観など
を幅広く身につけら
れるように、教員は
日頃の授業を通じて
キャリア形成支援努
める   

 
 

ア 学生に幅広い職業
観が身につくよう
に、次の取組を行う。 

・ 「大学で学ぶ」及
び「フレッシュマン
セミナー」等を効果
的にの実施すること
により、初年度から
社会人基礎力等の涵
養に向けて学生のキ
ャリア形成を支援す
る。 

・ OB・OG によるセミ
ナーやホームカミン
グ等の交流会を開催
し、卒業生からの助
言により、在学生の
キャリア形成を支援
する。 

ア 学生に幅広い職業観が身につくよ
うに、以下の取組を行った。 

【看護学科】 
・ 「フレッシュマンセミナー」におい
て、｢私の目指す看護職｣のタイトルで
レポート作成と少人数グループでの
ディスカッションを行った。 
また、本学の卒業生で県内の病院に

勤務する看護師を対象に実施する「里
帰り授業」に賛同する病院を増やし、
卒業生の継続的な学習支援につなげ
るとともに、在学生との交流を通じ
て、先輩からキャリア形成への示唆を
得ることができた。 
さらに、各年次に応じて看護専門職

としてのキャリア形成に係る支援を
行った。具体的には以下のとおり。 

・就職セミナーにおけるマナー講座の実
施（2･3 年生） 

・就職進学ガイダンスやホームカミング
デーにおける先輩からの仕事内容や
学習方法、試験内容等の説明（3･4 年
生） 

・県大吉備塾における先輩からの仕事内
容に加え、大学時代の過ごし方につい
ての講義（3 年生） 

○各学部の取組 
【栄養学科】 
・ 「管理栄養士に求められる資質」に
ついて少人数グループでのディスカ
ッションを行った。また、栄養学科独
自の就職支援セミナーや県大吉備塾
を開催し、卒業生による講演および助
言により、在学生のキャリア形成を支
援した。 

【保健福祉学科】 
・ 大学教育開発センター（キャリア形
成支援部会）と連携し、「福祉の仕事
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

のやりがいや学生時代の過ごし方」と
いうテーマのもと、卒業生 3 名と学生
との交流会を開催した。（参加学生数
47 名）。 

【情報工学部】 
・ 企業説明会、インターンシップ等に
より企業、卒業生、在学生による懇談
の場を設け、キャリア支援を図った。 

・ OB・OG による県大吉備塾を１回開催
し、延 19 名の学生が参加した。 

【デザイン学部】 
・ 13 名の経営者、デザイナー、大学院

進学者を講師に、フレッシュマン就業
力セミナーとして実施した。 

・ 県大吉備塾として、就業中の OB、OG
を講師に招いて数次にわたり講演を
行った。 

・ 高年次生については、大学内の教育
力向上支援事業により、多くの他業種
専門家を学外講師として招聘し、キャ
リア形成を支援した。 

・ ポートフォリオ（作品集）作成指導
の一環として、過去の卒業生で成績優
秀者のポートフォリオをデータとし
て蓄積することとし、学部内で開催す
るポートフォリオ展に公開した。 

 

イ 学生のキャリア形
成を支援するため、
インターンシップ等
の機会を充実させ
る。 

イ 学生のキャリア形
成を支援するため、
次の取組を行う。 

・ インターンシップ
の意義や重要性、募
集に係る情報の取得
方法等について、年
度初めにオリエンテ
ーションを開催し、
学生に周知する。 

・ 岡山県中小企業団
体中央会と連携して
受入企業等との調整
を行い、学生の円滑
なインターンシップ
活動を支援する。 
また、総社市役所

に加え、真庭市役所
で新たに実施するイ
ンターンシップへの
参加を学生に周知す
る。 

・ ボランティアステ
ーション（仮称）（28

イ 学生のキャリア形成を支援するた
め、以下の取組を行った。 

・ 4 月にインターンシップ説明会を開
催し、意義や重要性の周知のほか、参
加手続きについて説明を行った。(参
加 54 人) 

・ インターンシップ専用サイト「キャ
ンパスウェブ」の活用を学生に周知
し、登録企業等とのマッチングを支援
するとともに、岡山県中小企業団体中
央会が主催した岡山県合同企業説明
会に参加し、参加企業との情報交換を
行った。 

・ 学生活動団体、28 年度新設）等を通
じて、ボランティア活動に関する情報
を学生に提供した。 

・ 「熊本地震復興支援ボランティア活
動」については、大学コンソーシアム
岡山を通じて岡山経済同友会が実施
した事業に 4名が参加、また、「東日
本大震災復興支援ボランティア活動」
については、本学が AMDA と連携して
実施した単独事業に 8 名が参加した。 

 
○インターンシップ参加状況 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

年度新設）等の活用
により、ボランティ
ア活動に関する情報
を学生に提供すると
ともに、AMDA 等との
連携によるボランテ
ィア活動を引き続き
支援する。 

・ COC＋事業の選定を
受け、長期インター
ンシップとして学生
の受け入れを行う県
内企業を開拓する。 

インターンシップ先 H28 

民間企業等 
（NPO 法人 WIL 利用） 

14 
(16) 

総社市 19 
(19) 

真庭市 3 
(1) 

    （ ）内は 27 年度実績 
 
・ COC+事業の「岡山創生学」で実施予
定の長期インターンシップについて、
平成 30 年度開設を目指し、次のとお
り受入れ先の確保に努めた。 

産学連携：ものづくりを中心とする中小 
企業 23 社 

域学連携：連携 4市（総社市、笠岡市、備
前市、真庭市）と調整中。なお、
総社市では 29 年度に試験実施
することとなった。 

 
○各学部の取組 
【看護学専攻】 
・ 保健師課程では、岡山市４人、倉敷
市１人、総社市１人、真庭市１人がイ
ンターンシップに参加した。 

【看護学科】 
・ 春季・夏季休業中の職場体験を支援
し、2年生 2名、3年生 3人、4年生 5
名、大学院生 2 名が参加した。 

【栄養学科】 
・ 給食共同調理場、病院、保育園、企
業等での管理栄養士特別インターン
シップに取り組み、計12名の学生が延
べ52日間参加した。 

【保健福祉学科】 
・ 学生 5 名がインターンシップに参加
した（総社市役所 2名、真庭市役所 3
名）。 

【情報工学部】 
・ 情報通信工学科では、学部３年次生
４名が両備システムズ、総社市役所で
のインターンシップに参加した。   

・ 情報システム工学科では、学部３年
次生 10 名が(株)両備システムズ、総
社市役所等でのインターンシップに
参加した。     

・ スポーツシステム工学科では、学部
３，４年次生７名が丸五ゴム、総社市
役所などでのインターンシップに参
加した。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

【デザイン学部】 
・ 1 年次生に対しては、「フレッシュ
マン就業力セミナー」においてインタ
ーンシップの動機付けを行ったほか、
高年次生については、ボランテイア型
の地域インターンシップ等への積極
的参加を促し、デザイン工学科 30 名、
造形デザイン学科 38 名が参加した。
さらに事後、参加学生によるインター
ンシップ報告会を各学科で開催し、教
員、低学年次生の積極的参加を図った
うえで、報告の評価や報告会改善のた
めのアンケートを実施した。 

ウ 就職相談、各種ガイ
ダンスや模擬試験を
実施し、学生の状況に
応じた指導や支援を
行うとともに、企業の
学内説明会の実施、イ
ンターネット及び就
職相談室での求人情
報等の提供などによ
り、学生が就職活動を
効率的に展開できる
よう支援する。 

 
○卒業生の就職率（％） 
学部名  現状 目標 

保健福祉学部  
96.8  97 

情報工学部    
95.2  97 

デザイン学部  
87.8  95 

 (就職率＝就職者数/ 
就職希望者数) 

 
 

ウ 就職相談、各種ガ
イダンスや模擬試験
については、次の取
組を行う。 

・ 就職相談開室日を
週３～４日に拡大す
る。 

・ 就職活動の時期に
あわせて、就職ガイ
ダンス、模擬試験、
自己分析検査などを
実施するとともに、
27 年度に行ったアン
ケート調査の結果に
基づき、学生のニー
ズに合った内容を企
画・実施する。 

・ 就職活動の選考開
始時期が 6月に変更
されることを踏ま
え、企業等の動向を
把握し、学生が十分
な就職活動が行える
よう支援する。 

・ 求人等の就職関連
情報を、学生が効率
的に収集、活用でき
るようインターネッ
トを通じた情報提供
の充実を図る。 

○就職率 
○平成28年度卒業生の目
標 

学部名 目 標 

保健福祉
学部 

100％  

ウ 
・ キャリアカウンセラーによるカウン
セリング、エントリーシートの作成指
導、面接指導などについては、就職相
談日(週 3～4回)を設け、学生１人ひ
とりの事情に応じた細やかな対応を
行った。 

・ 学生が就職活動の準備を積極的に進
められるよう、業界研究等をはじめ、
エントリーシートや面接対策など選
考をふまえた内容のガイダンスを実
施するとともに、SPI 試験や自己分析
検査等を実施した。 
また、キャリアカウンセラーと連携

し、エントリーシート対策講座、面接
力アップセミナー、内定者による就職
活動報告会を実施した。 

 
○28 年度卒業生の就職率(学部生の就職
率:％) 

 H28 H27 

保健福祉学部 99.2 100.0 

看護学科 100.0 100.0 

栄養学科 100.0 100.0 

保健福祉学科 97.3 100.0 

情報工学部 99.1 98.0 

デザイン学部 91.9 93.6 

学部全体 97.4 97.5 

(院生の就職率:％) 

 H28 H27 

保健福祉学研
究科 

100.0 87.5 

情報系工学研
究科 

96.5 95.6 

デザイン学研
究科 

100.0 100.0 

大学院全体 97.3 95.2 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

情報工学
部 

97％  

デザイン
学部 

95％  

 
【看護学科】 
・ 就職進学ガイダン
スにあわせて卒業生
のホームカミングデ
ーを実施し、就職試
験対策などの情報収
集の場を設ける。ま
た、大学院生から試
験の学習や保健師課
程の学修状況などの
説明機会を設ける。 

・ 3・4 年次生を対象
に、面接マナー・履
歴書の書き方などの
ガイダンスを実施す
る。 

【栄養学科】 
・ 領域別に、教員に
よる専門職視点から
の集団模擬面接等を
実施する。 

・ 個人進路指導を充実
させ、学生の就職活
動、精神面での支援
を行う。 

【保健福祉学科】 
・ 福祉関係の仕事に
就いている本学科卒
業生に福祉事業所合
同説明会に参加して
もらい、卒業生との
情報交換を図る。 

・ 各学生の進路希望
を的確に把握した上
で、個別進路指導を
充実する。 

・ 教員・公立保育士
採用試験の受験支援
を行う。 

【情報工学部】 
・ 企業・業界説明会、

卒業生のホームカミ
ングの開催により、
企業、卒業生、在学
生の情報交換交流機
会の拡大を図る。 

【デザイン学部】 

【看護学科】 
・ 看護学科では、卒業生を招き、就職
ガイダンス、ホームカミングデーを全
学年・院生を対象に４月に開催した。
就職ガイダンスでは、職場情報に加
え、卒業生自身のキャリアビジョンを
紹介することで、学生自身の具体的な
検討を支援した。 
また、求人情報を収集し、メーリング
リストを活用してタイムリーに学生
に提供した。 

【栄養学科】 
・ 卒業生を招き講演会・相談会を実施
した。また、年度末に現 4年生の就職
内定者と在学生との相談会を実施し、
学生が実践的な就職活動を行えるよ
う支援した。 

・ 栄養教諭採用試験前に集団模擬面接
（２回）を実施し、行政職採用試験前
に個別模擬面接を実施した。 

【保健福祉学科】 
・ 福祉関係の仕事についている卒業生
に学科主催の合同就職説明会に参加
してもらい、情報交換を行った（5月、
事業所 47 名、3 年生 14 名、4年生 24
名参加）。 

・ 各学生の進路希望を的確に把握した
上で、希望職種の求人があれば、LINE
等を通じて、学生に就職情報を提供し
た。 

・ 教員・公立保育士採用試験委員会を
教員 5名で立ち上げ、試験情報の収集
と学生への周知、模擬試験の斡旋、面
接・実技等試験対策指導を行い、4年
生の延べ 15 名が受験し、10 名が合格
した。 

【情報工学部】 
・ ３月２日に卒業・修了予定者に対す
る合同企業説明会を開催した（参加企
業数 83 社、参加学生数 116 名）。ま
た、県大祭ホームカミングデーは次年
度以降に実施することとした。 

【デザイン学部】 
・ 企業説明会等の就職に関わる情報
を、該当年次生に対して円滑かつ効果
的に認識させるため、キャリア支援委
員会がその手順化を図り、情報の種類
（電子情報・紙媒体・電話や面談等）
によって担当委員を特定し教員に周
知することで、情報の共有の効率化を
図った。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

・ 文部科学省「産業
界のニーズに対応し
た教育改善・充実体
制整備事業」及び「大
学教育再生加速プロ
グラム（インターン
シップ等を通じた教
育強化）」でのノウ
ハウを活かしなが
ら、正課及び正課外
の指導を通じてキャ
リア形成を支援す
る。 

・ 県内企業を対象と
した就職説明会を実
施し、学生に情報提
供を行う。 

 

  



 

49 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

２ 学生への支援に関する目標 

（４）留学生に対する配慮に関する目標 

 

中期

目標 

外国人留学生が良好な環境で学習できるよう、各種支援の充実に努める。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

（４）留学生に対する配
慮に関する目標を達
成するためとるべき
措置 

（４）留学生に対する配
慮に関する目標を達
成するためとるべき
措置 

（４）留学生に対する配慮に関する目標を
達成するためとるべき措置 

―  

外国人留学生に対
しては、奨学金 
制度の調査・情報提
供、学習面・生活面
での支援や住居の確
保等に取り組む。 

・ 留学生に対し、奨
学金制度等の情報提
供を行うとともに、
日本での生活に不慣
れな留学生に対し、
チューターの活用な
どによる学習や生活
面での支援を行う。 

・ アパート等の住居
の確保が困難な留学
生に対し、留学生住
宅総合補償制度を活
用し大学が連帯保証
人になるなどの支援
を行う。   

・ 留学生の現状把握
や支援を目的に、引
き続き、留学生連絡
会議を開催する。 

 ・ チューターを配置し、学習や生活面
での支援を行うとともに、留学生連絡
会議を開催(4 月)した。 

・ 奨学金支給実績(研究生は含まない) 
    受給者数     1 人（4人） 
    留学生数     6 人（8人) 
・ チューター配置 

    対象留学生数   2 人（3人） 
    チューター配置人数 2人（2人） 
・ 住居の確保 

    支援学生数    1 人（4人） 
 ( )内は 27 年度実績 

 
３ 
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50 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 研究に関する目標 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 

 

中期

目標 

ア 地域の課題や社会の要請に的確に応えるため、教員自らの研究水準を高めて、研

究成果を国内外に広く発信する。 

イ 大学の建学の理念や教育研究の理念を反映した研究に学内・学外を問わず協働し

て取り組み、県内はもとより国内外で、その研究成果に基づく社会貢献活動を実施

する。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

３  研究に関する目標を
達成するためとるべき
措置 

３ 研究に関する目標を
達成するためとるべき
措置 

３ 研究に関する目標を達成するため 
とるべき措置 

―  

（１）研究水準及び研究
の成果等に関する目
標を達成するためと
るべき措置 

（１）研究水準及び研究
の成果等に関する目
標を達成するためと
るべき措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する
目標を達成するためとるべき措置 

―  

ア 研究者としての教
員の水準向上 
教員が、地域の課題

や社会の要請に応え
る各々の専門分野の
研究成果を国内外で
積極的に発表する。そ
の成果をもとに、学内
での競争原理を効果
的に適用して教員の
レベル向上を図る。 
また、学部・学科毎

に、研究成果の目標を
設定し、目標達成に向
けて取り組む。 

ア 学術研究推進セン
ターでは、大学院新
入生オリエンテーシ
ョンにおいて全研究
科・専攻を対象に研
究倫理教育を行う。
また、教職員を対象
にしたコンプライア
ンス及び研究倫理教
育の研修会を開催す
る。 

  研究者としての教員
の水準向上を目的
に、学部・学科ごと
に、次のとおり研究
成果の目標を設定す
る。 

   
【看護学科】 
・ 学術論文（査読有
り）の発表数は40以
上、学会発表数は70
以上を目指す。 

【栄養学科】 
・ 学術論文（査読有
り）の発表数は30以
上、学会発表件数は
50件以上を目指す。 

【保健福祉学科】 
・ 学術論文等（紀要
を除く）の発表数は
34以上、学会発表数

ア 研究者としての教員の水準向上 
学術研究推進センターでは、大学院新

入生オリエンテーションにおいて全研究
科・専攻を対象に研究倫理教育を行った
（H28 新規）。また、教職員を対象にし
たコンプライアンス及び研究倫理教育の
研修会を開催した。  

【看護学科】 
学会発表    61 件 
（内：国際学会 26 件） 
学術論文    18 件 

 （内：学術誌  17 件（うち英文 6 件） 
     紀要     1件（うち英文 0件）） 
  著書       4件 
【栄養学科】 

著書         5 件（8 件） 
論文          27 件（27 件） 
国際会議     11 件（49 件） 
国内学会      54 件（67 件） 

【保健福祉学科】 
著書        10件（43件） 
論文       36件（24件） 
作品        1件（ 4件） 
学会発表      51 件（44 件） 

【情報工学部】 
著書        3 件（ 6 件） 
論文       76 件（76 件） 
国際会議発表   86 件（67 件） 
国内学会発表  233 件（227 件） 

【デザイン学部】  

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

は34以上を目指す。 
【情報工学部】 
・ 学術論文と国際会
議論文の発表数は、
27年度実績以上を目
指す。 

【デザイン学部】 
・ 専門分野における
依頼制作及び公募展
入選以上の件数増を
図るとともに、学会
発表（査読論文応募
を含む）の件数増を
図る。 

・ 国際交流協定締結
大学間での教員の研
究交流を促進し、海
外での研究発表を行
うなど、教員研究の
グローバル化を推進
する。 

学術論文投稿   21 件( 6 件) 
学術講演     10 件( 7 件) 
作品展      36 件(41 件) 
公募展応募    16 件(14 件) 
学会等会議での口頭発表 

22 件(16 件) 

イ 研究者情報の発信 
 本学全教員の情報
を集約した教育研究
者総覧を毎年度更新
することで、教員相
互の情報交換及び評
価に役立てるととも
に、学外へ情報発信
する。 
 また、各学部・大
学院は、研究成果を
国立情報学研究所の
学術コンテンツ登録
システムに登録し、
国内外に積極的に情
報発信する。 

イ 研究者情報の発信 
・ 共同研究・受託研
究や技術相談等が円
滑に行われるよう、
29 年度から運用開始
する「全学情報シス
テム」を活用し、教
育研究者総覧のデー
タベースの充実を図
る。 

イ 研究者情報の発信 
・ 教育研究者総覧の検索が容易にでき
るようシステム及び検索画面の改修
を行った。 

 
３ 
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ウ 大学として重点的
に取り組む課題 
 本学の基本理念に
沿った研究課題を一
定年度毎に設定し、
その研究成果を社会
に還元することで、
国内外からの評価を
受ける。 

ウ 大学として重点的
に取り組む課題 

・ 「地(知)の拠点大
学による地方創生推
進事業（COC+）」を
連携自治体や関係団
体と協働して展開
し、地域連携活動を
拡大していく。 

・ 教員の豊富な研究
シーズや知識・技術
をベースに、異分野
の教員が協働で進め
る「領域・研究プロ
ジェクト」を推進す

ウ 大学として重点的に取り組む課題 
・ 教育改革では、副専攻「岡山創生学」

を開設して、「おかやまボランティア
論」「おかやまボランティア演習」「お
かやまを学ぶ」の 3科目を開講した。
また、平成 29 年度以降の開講科目の
準備を進めた。さらに、副専攻修了者
に付与する「地域創生推進士」の認定
要件を決定した。 

・ 域学連携では、包括連携協定を締結
している総社市、笠岡市、備前市、真
庭市の各自治体の協力を得て、「地域
創生コモンズ」を開所し、本学教員・
学生と事業協働機関（参加大学・自治
体・NPO 団体等）との連携活動による

 
３ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

る。 各種事業を実施した。 
・ 産学連携では、雇用マッチングシス
テムの開発及び長期インターンシッ
プの受入先企業の開拓等を行った。 
また、本学が特に重点的に進める研

究連携活動として領域・研究プロジェ
クトを推進し、平成 29 年度から本学
が重点的に取り組むべき研究を「重点
領域研究」として新たに位置づけて助
成費を交付することとし、必要な見直
しや要綱改正を行った。 

エ 倫理審査 
倫理的な配慮を図

るため、教員が人間
を直接対象として行
う医学、生物学及び
関連諸科学の研究を
行う場合は、必要に
応じて倫理委員会の
審査を受ける。 

エ 倫理審査 
倫理審査規程等に

より、必要な審査を
適正に行い、医学研
究等における倫理的
原則を遵守する。 

エ 倫理審査 
医学研究に当たっての倫理的原則

を遵守し、倫理委員会において必要な
審査を行った。 

（審査実績） 
委員会開催数：６回、 
審査(承認)件数：107(104)件 

       ※条件付承認含む 

 
３ 

42 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

３ 研究に関する目標 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

（２）研究実施体制等の
整備に関する目標を
達成するためとるべ
き措置 

（２）研究実施体制等の
整備に関する目標を
達成するためとるべ
き措置 

（２）研究実施体制等の整備に関する目標
を達成するためとるべき措置 

―  

研究組織や研究資
金の配分等の 
研究実施体制は第 1
期中期計画で整備さ
れたので、その有効
性を検証するため
に、学内の競争的研
究資金の配分を受け
た研究成果の評価を
厳密に行う。 

 
 

・ 学術研究推進セン
ターにおいて、特別
研究費配分の有効性
を検証する新たな方
法及び特別研究費の
効果的な運用方法を
検討する。 

・ OPUフォーラム2016
において、全ての教
員に研究成果発表を
義務付ける。 

・ 28 年度の特別研究費の配分額につい
て、研究成果や外部資金の獲得実績等
を勘案するとともに、コンプライアン
ス研修会の出席状況を考慮して配分
した。 

・  OPU フォーラム 2016 での研究成果発
表を全ての教員に義務付けたことに
より、特別研究費を含め 132 件の発表
があった。 

・ 学術研究推進センターにおいて、科
学研究費助成事業等の競争的資金獲
得に関する情報提供及び支援を行う
ため、研修会を実施した。 

 （科学研究費計画書作成研修会  
参加人数：35 人） 

 
３ 
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中期

目標 

教員の研究活動が促進されるとともに、研究成果が社会に還元される研究実施体制等

を整備する。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（１）地域貢献に関する目標 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

４ 地域貢献、産学官連
携、国際交流に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

４ 地域貢献、産学官連
携、国際交流に関する
目標を達成するためと
るべき 
措置 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関
する目標を達成するためとるべき措置 

―  

（１）地域貢献に関する
目標を達成するため
とるべき措置 

（１）地域貢献に関する
目標を達成するため
とるべき措置 

（１）地域貢献に関する目標を達成するた
めとるべき措置 

―  

ア 学部を超えて共同
研究等を推進する全
学的な組織である地
域共同研究機構の機
能を強化するととも
に、社会活動委員会
が中心となり、地域
貢献をより一層推進
する。 

 
 

ア 
・ 産学官及び地域と
の連携を緊密にし、
地域の「地（知）の
拠点」としての大学
の機能強化を図る。 

・ 地域共同研究機構
では、COC+事業を推
進するため、事業協
働機関との連携・調
整を行うコーディネ
ーターを配置し、教
育改革、域学連携及
び産学連携の３つの
柱のもとに各種事業
を効果的に実施す
る。 

・ 地域共同研究機構
で実施する「領域・
研究プロジェクト」
等に重点的に取り組
む。 

 

ア 地域共同研究機構では、次の取組を
行った。 

・ 機構内に設置した COC+推進室を中心
にして、事業協働機関とともに、教育
改革、域学連携及び産学連携に関する
地域の「地（知）の拠点」としての取
組を進めた。（参照：Ⅱ－３－(１)－
ウ項目 No.41） 

・ 平成 29 年 2月に、「おかやま COC+
シンポジウム 2017～大学と学生が地
域と一緒になって紡ぐ地域創生～」を
開催し、181 名の参加があった。 

・ 「地域創生コモンズ そうじゃ」で
は、市が実施の学習支援を受けている
生活困窮世帯の中高生を対象とした
本学学生が参加した国際文化体験型
プログラム、本学学生と市職員による
市の政策に関する対話型のワークシ
ョップ等を実施した。 

・ 「地域創生コモンズ かさおか」で
は、市との共催による市民を対象とし
た健康イベントでの本学の教員・学生
による血糖値測定および身体機能測
定、笠岡諸島の島民に健康調査アンケ
ートを実施する等、疾病予防・健康増
進に向けた高齢者健康増進支援活動
を実施した。 

・ 「地域創生コモンズ びぜん」では、
栄養委員および備前市民を対象とし
た食育活動として、「備前市栄養教室」
での健康講話及び調理実習、市内の小

 
４ 
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中期

目標 

ア 大学の持つ人的・物的・知的財産を地域に還元する全学横断的な組織である地

域共同研究機構の機能を、引き続き充実・強化し、地域貢献をより一層推進する。 

イ 高校との連携を強化する取組を各学部で積極的に進める。 



 

55 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

学生を対象とした本学学生がロボッ
トを利用したプログラミング指導等
を実施した。 

・ 「地域創生コモンズ まにわ」では、
本学及び COC+参加大学の教員・学生が
参加した、同市勝山地区で空き家状況
及び活用事例等の調査に関するワー
クショップ、商店街の空き家をゲスト
ハウスに改修する取組に本学の教員･
学生が参加し、改修案の提案等を実施
した。 

・ 真庭市内の中小企業の経営者等を対
象に、本学デザイン学部と就実大学経
営学部の教育支援を活用した、企業の
経営力向上と地域創生を目的とした
セミナー（全 6 回）を実施した（受講
者 21 名）。 

・ 長期インターンシップについては、
10 社程度の個別企業、県内経済団体
加盟企業、一般社団法人システムエン
ジニアリング岡山加盟企業等を対象
とした「エンジニアリング演習」の実
施に関するアンケート調査等を実施
し、23 社の企業から受け入れの意向が
あった。 

・ 「領域・研究プロジェクト」の活動
により、地域及び産業ニーズにおける
諸問題解決のための研究を推進した。 
（参照：Ⅱ－３－(２)－ア項目 No.51） 
 
 
 

 
［評価時の観点］  

   機構内に設置したCOC+推進室を中心に
して、各種シンポジウムの開催、4 つの地

領域 プロジェクト 

健康・
福祉 

・末梢血流量の増加が健康指標
に与える影響 

地域・
環境 

・米粉を利用した加工品の基礎
的および応用的研究 
・生活の質の向上を鑑みた移
動・歩行支援策の開発・改良と
効果検証 

モノ・
コトづ
くり 

・地域創生につながる製品開発
を目指した産学連携の実践 
・数値解析によるものづくり支
援に関する研究 
・身体的引き込みによるインタ
ラクション・コミュニケーショ
ン支援 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

域創生コモンズの活用、長期インターンシ
ップの受け入れ先の開拓等、教育改革、域
学連携及び産学連携に関する地域の「地
（知）の拠点」としての取組を進めた。 

（ｱ）産学官連携推進セン
ターにおいて、本学の
多様な学術研究に関
わる知的資源を活用
し、地域企業との共
同研究や受託研究等
を積極的に推進す
る。 

 
○外部研究資金獲得件数

（年間） 
資金の種類現状   目標 
共同研究  
28 件 40 件以上 
受託研究  
30 件 40 件以上 
教育研究奨励寄附金 
29 件 40 件以上 
 
 

（ｱ）産学官連携推進セン
ターでは、リエゾン機
能の強化等により共同
研究や受託研究等を積
極的に推進する。 
・ 外部資金の獲得を
奨励するとともに、
質の高い共同研究等
を実施し、外部資金
の更なる獲得を目指
す。 

 
 

○外部研究資金獲得目標 

資金
の 
種類 

目標 
金額 
(千
円) 

目標 
金額 
(件
数) 

共同
研究 

30,00
0 

以上 

40
件 
以
上 

受託
研究 

55,00
0 

以上 

30
件 
以
上 

教育
研究
奨励
寄附
金等 

20,00
0 

以上 

40
件 
以
上 

 

（ｱ）各種研究発表会において本学の研究
シーズと企業等のニーズのマッチン
グを推進し、教員に各種助成団体の公
募情報等を提供することにより、外部
研究資金の獲得強化を図った結果、合
計獲得件数の目標は上回ったが、合計
獲得金額については、大型の共同研
究、受託研究の獲得に至らなかったこ
ともあり、昨年度より減少し、目標金
額にも届かなかった。 

 
 
○ 外部研究資金獲得件数 

資金の 
種類 

目標 H28 H27 

合 計 
110 

105,000 
115 

88,642 
117 

102,761 

共同研究 
40 

30,000 
48 

21,000 
46 

31,649 

受託研究 
30 

55,000 
18 

45,926 
27 

52,959 

教育研究奨 
励寄附金等 

40 
20,000 

49 
21,716 

44 
18,153 

 

 
３ 
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（ｲ）保健福祉推進セン
ターにおいて、研究
会活動を通した学術
支援等により、看護
師、管理栄養士、社
会福祉士、介護福祉
士、保育士、幼稚園
教諭等の専門家の能
力の向上を図るほ
か、市町村が開催す
る保健福祉関連行事
や研究活動の支援を
行う。さらに、県・
市町村・地域住民と
協働して、子ども支
援と子育て支援の充

（ｲ）保健福祉推進センタ
ーでは次の取り組みを
行う。 
・ 保健福祉分野の専
門家としてのスキル
向上等を目的に研究
会を開催する。 

・ 地域住民の健康維
持・増進を目的に、
晴れの国「鬼ノ城カ
レッジ」を開催する 

・ 県大そうじゃ子育
てカレッジでは、学
生と NPO との協働授
業等を、３学部学科
と連携して行う。 

・ 市町村等と連携し、

（ｲ） 保健福祉推進センターでは次の取り
組みを行った。 

・ 看護・栄養・保健福祉のそれぞれの
分野で述べ 41 回の研究会を開催した。 

・ 晴れの国「鬼ノ城カレッジ」 
（72 名参加） 

  講師：福岡大学スポーツ科学部教授  
田中宏暁氏 

「運動と介護予防～スロージョギン
グで人生が変わる～」 

・ 県大そうじゃ子育てカレッジでは親
子で楽しむ音楽会、保育ステップアッ
プ講座等を開催し、児童・保護者・学
生・保育士等の交流を深めた。 

・ 一日保健福祉推進センターを７回開
催した。 

 
４ 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

実を図る。 
また、県民を対象

とした、健康・福祉
に関する情報発信を
行う。 

 

一日保健福祉推進セ
ンターを実施する。 

・ 県、総社市、吉備
医師会の協力を得
て、糖尿病相談室(個
別の相談)を運営す
る。 

・ 認定看護師教育セ
ンター(27 年度廃止)
で実施していた「糖
尿病教室」を引き継
いで実施する。 

・ 糖尿病看護認定看
護師教育課程修了生
及び県内認定看護師
のフォローアップを
継続して行う。 

・ 糖尿病相談室として、個別相談は総
社市保健センターで実施し（利用者 14
人）、他に運動教室 1 回（利用者 12
人）、総社市のがん検診後の血糖測定
（3回）と子育て世代の血糖測定（2
回）を実施した。 

・ 糖尿病看護認定看護師教育課程修了
生及び県内認定看護師のフォローア
ップ研修会を開催した。 

・ 地域共同研究機構及び機構内の各セ
ンター業務について、効果・効率的な
事業実施を目的に当センターを廃止
することとし、必要な業務は地域連携
推進センターで実施することとした。 

 
［評価時の観点］  

 保健福祉推進センターにおいて、保健
福祉専門分野での知識やスキルを活用し
た研究会や、地域を対象とした講座の開
催、また、地域の子育て支援や糖尿病相
談室の開催等、多種多様な取組を積極的
に行い、地域から一定の評価を得ている。 

（ｳ）認定看護師教育セ
ンターにおいて、糖尿
病看護の高度な実践
者を育成する。 
さらに、保健福祉推

進センターと協力し
て、地域住民を対象に
した糖尿病に関する
相談の場を設ける。 

（ｳ) 事業終了 
※ 28 年 3 月末で認
定看護師教育セン
ターを廃止し、関連
する社会貢献活動
については保健福
祉推進センターで
継続して実施 

（ｳ） 
事業終了（28 年 3月末） 

 
－ 
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（ｴ）福祉・健康まちづ
くり推進センターに
おいて、学内教員の
研究ネットワークを
形成するとともに、
学外では地域企業や
行政と連携・協働し
て、地域における介
護・福祉環境の充実、
高齢者向け快適ヘル
スケア施設の開発
等、安心・安全まち
づくりを実現するた
めの実学的研究・開
発を推進する。 

  また、超高齢社会
を迎えようとしてい
る東アジア圏におい
て、研究及びビジネ
ス展開を支援する。 

（ｴ）地域連携推進センタ
ーでは、次の取組を行
う。 
・ COC＋事業を本格的

に展開するため、本
学が包括協定を締結
している総社市、真
庭市、笠岡市、備前
市等と連携し、地域
課題の解決に向けた
プロジェクトを企
画・実施する。 

（ｴ）地域連携推進センターでは、次の取
組を行った。 

  ・ 新規重点枠事業として、笠岡市及び
NPO と連携し、高齢者健康増進支援活
動等を実施した。 

・ 包括協定を締結している 4つの連携
自治体と協議の上、各種事業（総社
市：子育て・学習支援関連、備前市：
アート・食育・ICT 関連、笠岡市：健
康・福祉増進関連、真庭市：まちづく
り支援関連）を企画・実施した。 

・ 連携自治体を中心とした地域連携活
動を推進するため、平成 29 年度から
地域貢献に係る助成事業を制度化す
ることとし、必要な見直しや要綱を策
定した。 

 
３ 
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58 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

（ｵ）社会貢献年報を発
行し、本学の地域貢
献活動等の成果を集
約し、学内外にその
活動を紹介するとと
もに、次年度に向け
た社会貢献活動の改
善の指針を提示す
る。 

（ｵ）地域貢献活動の成果
発信については、Web
化を継続するととも
に、「社会貢献年報
2015」を発行し、戦略
的に広報活動を展開す
る。 

また、「地(知)の拠
点大学による地方創
生推進事業（COC+）」
の活動報告書を作成
し、情報発信を行う。 

（ｵ） 
・ 「社会貢献年報 2015」を発行すると
ともに、Web 上での掲載を継続し、広
く本学の社会貢献活動を周知した。 

・ 「地域で学び地域で未来を拓く‘生
き活きおかやま’人材育成事業 平成
27 年度事業実施報告書」を発行すると
もに、事業協働機関及び全国の COC+事
業採択校への送付、Web 上への掲載を
行い、本事業の情報発信を図った。 

 
３ 
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イ 県内高校の校長や
進路指導担当教員と
定期的に協議・情報
交換を行うととも
に、各学部において
大学・高校間の双方
向での学習効果を高
める取組を推進す
る。  
 

イ 県高等学校長協会
員や県内高等学校の
進路指導担当教員と
の意見交換会を開催
し、本学の教育方針
や入学者選抜だけで
なく就職支援につい
ても意見交換を行
う。 

   高校における「出
前講座」や「出張ガ
イダンス」を積極的
に行い、高等学校教
育との連携を進め
る。 
 （Ⅱ-1-（2）-イ

-（ウ））再掲 

イ 県内高校との協議・意見交換等を次
のとおり実施したほか、高校への講師
派遣を行った。 

・ 県高等学校長協会との懇談会(8 月) 
   参加： 18 校（13 校） 
   議題：岡山県立大学の改革、入学

者選抜の概要等 
・ 高等学校等進路指導担当教員との意

見交換会(6 月) 
   参加： 51 校（48 校） 
   議題：岡山県立大学の改革、 

入学者選抜の概要等 
    （ ）内は平成 27 年度実績 

 
３ 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（２）産学官連携の推進に関する目標 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

（２）産学官連携の推進
に関する目標を達成
するためとるべき措
置 

（２）産学官連携の推進
に関する目標を達成
するためとるべき措
置 

（２）産学官連携の推進に関する目標を
達成するためとるべき措置 

―  

ア 異分野の複数教員
の連携で実学創造の
学域融合研究を行う
「領域・研究プロジ
ェクト」を推進する。 

ア 地域共同研究機構
が主導して「健康・
福祉」、「地域環境」、
「モノ・コトづくり」
の 3重点領域のもと
に 6プロジェクト程
度の研究を推進す
る。 

ア 3 重点領域、6プロジェクトの共同研
究を積極的に推進した。 
（再掲：Ⅱ－４－(１)－ア項目 No.44） 

 

領域 プロジェクト 

健康・ 
福祉 

・末梢血流量の増加が健康指標
に与える影響 

地域・ 
環境 

・米粉を利用した加工品の基礎
的および応用的研究 
・生活の質の向上を鑑みた移
動・歩行支援策の開発・改良
と効果検証 

モノ・ 
コト 
づくり 

・地域創生につながる製品開発
を目指した産学連携の実践 
・数値解析によるものづくり支
援に関する研究 
・身体的引き込みによるインタ
ラクション・コミュニケーシ
ョン支援 

 
３ 
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イ 教員とコーディネ
ータが企業等に出向
き、研究内容の紹介
や技術相談、情報交
換等を行うアクティ
ブ・ラボを積極的に
推進する。 

 
 
○アクティブ・ラボ実
施件数(年間) 

項 目    訪問企業数 
現状(H19～23 年度平
均)  31 件 
目 標 ( 最 終 年 度 )     
50 件以上 

イ COC＋事業の選定を
受け、引き続きアクテ
ィブ・ラボ（出前研究
室）を積極的に推進し、
共同研究、受託研究等
への展開を目指すとと
もに、企業の技術力・
商品開発力の向上や情
報発信の支援を行う。 

 
○ アクティブ･ラボ実

施件数 
項 目 目標 
訪問企
業数 

45 
 

イ 教員とコーディネータが積極的に
企業等へ出向くことにより、本学シー
ズと企業ニーズのマッチングを図り、
共同研究等への実績獲得に貢献した。 

○アクティブ・ラボ実施件数 

 
訪問企
業数 

訪問 
回数 

参加 
教員数 

延参加
教員数 

全学 
24 

(37) 
31 

(40) 
16 

(20) 
34 

(51) 

 
保健福
祉学部 

― 
5 

(14) 
2 

(7) 
5 

(17) 

 
情報工
学部 

― 
17 

(14) 
8 

(6) 
18 

(16) 

 
デザイ
ン学部 

― 
11 

(14) 
6 

(7) 
11 

(18) 

※各学部学科別数は、複数学部による合
同実施があるため、集計数は全学と一

 
３ 
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中期目

標 

地域共同研究機構を核として、大学の研究内容等を情報発信するフォーラムの開催や

企業・行政等の関係者と教員の交流により、産学官連携の充実を図る。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

致しない。   
( )内は 27 年度実績 

ウ OPU フォーラムを
本学で毎年度開催
し、教員の研究紹介
や企業・団体との交
流促進を図る。 

ウ OPU フォーラム
2016 を本学で開催
し、教育研究、社会
連携活動等の実績を
情報発信する。 
特に、地域に根ざ

した大学とし 
て、また、地域の交
流の場として次の三
本柱をアピールす
る。 

 
①教員の研究発表の場 
本学教員のアピール
の場として、研究発
表を行う。 

②地域・企業との交流
の場 
企業ニーズと本学の
シーズのマッチング
だけでなく、地（知）
の拠点としての地域
貢献・連携活動との
交流を行う。 

③学生を巻き込んだ全
学的な情報発信の場 

 
学生の主体的な参加

を取り入れ、全学的な
視点に立った情報発信
を行う。 

ウ OPU フォーラム 2016 を本学構内で
実施し、本学教員の展示だけでなく、
企業・団体等の展示や災害関連展示
を取り入れたほか、学生ボランティ
アや各センターの活動についても積
極的な情報発信を行った。展示数は、
学内ではこれまでの最高となった。 

 
統一テーマ 「健康と豊かな暮らし」 
参加者 950 名（うち学外 250 名） 
    （750 名・うち学外 310 名） 
展示数 学内      132 件（124 件） 
    企業・団体    17 件（ 31 件）  
        学内各センター 6 件（6件） 

( )内は 27 年度実績 
 

［評価時の観点］  
    OPU フォーラム 2016 を開催し、本学教
員の展示に加え、企業・団体等の展示や
災害関連展を取り入れたほか、学生ボラン
ティアや各センターの活動についても積極
的な情報発信を行った。 

 
４ 
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エ 県内外の経済団
体、企業、産業支援
機関、行政等との連
携を深め、外部に対
しては本学の研究シ
ーズの情報、学内の
教員に対しては競争
的資金の公募や産学
官連携行事等の情報
を発信する。 

エ 産学官連携に関す
る情報発信について
は、引き続き、次の
取組を行う。 

・ 岡山県等の行政機
関、岡山県産業振興
財団や岡山商工会議
所等の産業支援機
関、金融機関等との
連携をより一層強化
し、情報収集を行う。 

・ 積極的に本学の研
究シーズを外部に発
信するために「イノ
ベーション・ジャパ
ン 2016」等への出展
を行う。 

・ 学内関係者に対し
て、ホームページ、
メール等で競争的資

エ 
・ 岡山県内の産学官金が実施している
フォーラムやシンポジウムに積極的
に参加し、ニーズの発掘と新規企業等
との連携を推進した。 

・ 本学の研究が「イノベーション・ジ
ャパン 2016」に 2 件採択されたことに
より、研究の成果を全国に情報発信し
た。 

・ 競争的資金の公募情報を学内ホーム
ページで随時公開するとともに、定期
的にメール配信を行った。 

 
３ 

54 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

金の公募や産学官連
携行事等の情報を発
信する。 
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Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（３）国際交流に関する目標 

 

中期目標 

ア 国際化に対応する人材を育成するため、国際交流協定を締結している外国の大学

との間で、学生・教職員の相互派遣及び共同研究等による教育研究交流を推進する。 

イ 教育研究の進展に対応して、国際交流協定を締結する大学を拡大する。 

ウ 国際社会に開かれた大学として、学生の海外研修を推奨するとともに、留学生の

受入を進める。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

（３）国際交流に関する
目標を達成するため
とるべき措置 

（３）国際交流に関する
目標を達成するため
とるべき措置 

（３）国際交流に関する目標を達成するた
めとるべき措置 

―  

ア 海外の大学との間
で、国際共同研究を
行っている教職員や
学生の幅広い分野で
の相互交流を推進す
る。 
 
○海外の大学との国
際共同研究数 
現状(H19～23 年度平
均) 9 件 
目 標 ( 最 終 年 度 )     
15 件 

ア 国際共同研究や、
教職員・学生の相互
交流を次のとおり推
進する。 

・ 国際共同研究数の
目標を、全学で 12 件
以上とする。 

 
【看護学科】 

トリブバン大学教員
及び外国人特別研究員
との共同研究の成果
を、トリブバン大学病
院等ネパールの看護師
に還元し、ネパールに
おける災害看護の構築
に資する方策を検討す
る。 

 
【栄養学科】 

ハサヌディン大学か
ら博士後期課程の学生
を受け入れ、共同研究
を発展させる。 

 
【保健福祉学科】 

保健福祉スタディ・
ツアーを企画する。 

 
【情報工学部】 

四川大学の教員を招
いて学術交流ワークシ
ョップを開催する。 
 

【デザイン学部】 
 台湾の国立雲林科技
大学、メキシコのモ

ア 国際共同研究（全学で 12 件）や、教
職員・学生の相互交流の推進について、
次のとおり取り組んだ。 
 

【看護学科】 
・ インドネシアハサヌディン大学の看

護教員を招聘し、学部学生への特別講
義および教員間共同研究協議を行う
ことにより、専門分野での国際化の意
識付けとなった。 

・ 香港理工大学教員との共同研究を開
始し、香港と日本での国際比較を行う
ためのデータ収集・分析を行った。 

・ トリブバン大学教員及び外国人特別
研究員との共同研究の成果について、
OPU フォーラムで発表し、トリブバン
大学病院等ネパールの看護師に還元
できるよう分析中である。また、更な
る交流を期して、トリブバン大学医学
部と学部間協定を締結した。 

・ ネパールにおける災害看護の構築に
資するため、3月にシンデゥパルチョ
ク郡チョータラで被災者継続訪問調
査及び関係者インタビューにより課
題を明らかにした。併せて、ヨムナダ
ラ村におけるネパールＡＭＤＡのメ
ディカルキャンプに同行し、支援方策
等について意見交換した。 

【栄養学科】 
・ ハサヌディン大学から博士後期課程

の学生を受け入れ、共同研究を進め
た。 

・ 南昌大学から、学部研究生１名、大
学院研究生１名を受け入れ、共同研究
を開始した。 

 
４ 

55 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

ンテレイ工科大学及
びモンテレイ 
大学との交流事業

を双方の大学で実施
する。 

・ ドイツのベルリン自由大学より教員
を招聘し、特別講義を開催すること
で、研究交流を推進した。 

【保健福祉学科】 
・ 2 月に韓国又松大学にて、保健福祉
学スタディ・ツアーを開催し、15 名の
学生が参加した。 

○ 海外との共同研究 
・アメリカ合衆国、アメリカン大学 
アメリカの子どもの貧困政策に関
する共同研究を行った。 

・ノルウェー、ベルゲン大学 
日本とノルウェーの思春期の子ど
もへのストレス対処力SOC形成に関
わる要因について共同研究を行っ
た。 

・スウェーデン、スウェーデン農業科
学大学 
スウェーデン・ネイチャーベース
ド・リハビリテーション（NBR）を
活用した失業対策について共同研
究を行った。 

・韓国、ソウル市立大学 
韓国の子どもの貧困政策に関する
共同研究を行った。 

・韓国、延世大学 
日韓における高齢者の社会的入院 
に関する共同研究を行った。 

・韓国、建陽大学 
日韓における地域高齢者の健康の
社会的決定要因に関する共同研究
を行った。 

・韓国保健産業振興院 
医療法人の附帯業務に関する国際
比較のための共同研究を行った。 

・韓国保健医療研究院 
ヘルスリテラシーに関する国際比
較のための共同研究を行った。 

【情報工学部】 
・ 9 月に、中国四川大学電気信息学院
より 6名の研究者の訪問をうけ、本学
教員との学術交流ワークショップを
開催した。   

・ 情報システム工学科では昨年度学術
交流を締結した上海交通大学と
Student Work Shop を 11 月に上海交通
大で実施し、大学院学生 7 名、教員 2
名が参加した。 

【デザイン学部】 
・ 7 月に本学において、モンテレイ工
科大学学生 13 名と本学部生有志が合
同授業を実施し、9 月には同大学にお
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

いて、本学教員 3 名が研究発表展示会
を開催した。 

・ 9 月にデザイン工学科学生 5名がモ
ンテレイ工科大学プエブラ校にて交
流研修を実施し、12 月には同大学の教
員 2名による招聘講義を行った。 

・ 3 月にフィンランドのラハティ応用
科学大学デザイン学部教員の来学に
合わせて、教員との研究交流を実施し
た。 

・ 3 月に本学部教員 3 名と学生 4 名が
台湾スタディツアーに参加し、雲林科
技大学との交流を実施した。 

 
［評価時の観点］  
  国際共同研究を推進（全学で 12 件）し
たほか、海外大学との教職員・学生の
交流の推進を積極的に行った。 

イ 国際交流協定を締
結する大学を必要に
応じて拡大する。 
 
○ 国際交流協定締
結大学数 
現状（Ｈ24年度）  
７大学 
目標（最終年度）  
10大学 

イ 国際交流協定の締
結について、次の取
組を行う。 

・ 全学的な国際交流
協定を増やす準備と
して、引き続き学部
間交流協定の推進と
アジア圏を中心に新
規の交流先を開拓す
る。 

・ 中国人国際交流員
を引き続き活用し、
中国を始めとした海
外の協定先大学との
交流等を促進する。 

○ 国際交流協定締結
大学数 

項 目 目標 

締結大学数 16 校 
 

イ 
（大学間学術交流協定） 
・ 中国の河南科技大学（8 月）並びに
東南大学（2 月）及び米国のポートラ
ンド州立大学（8月）と、それぞれ大
学間協定を締結した。ポートランド州
立大学へは、情報工学部が 12 月に教
員訪問団を派遣し、早ければ平成 29
年度からの学生研修開始に向けた協
議等を開始した。 

（学部・学科間学術交流協定） 
・ 情報工学部が 12 月にタイのカセサ
ート大学工学部に教員訪問団を派遣
し、学部間協定を締結した。 

・ デザイン学部が 5月にフィンランド
のラハティ応用科学大学に教員訪問
団を派遣し、学部間協定締結に向けた
協議を開始した。 

（その他） 
・ 香港の城市大学及び台湾の淡江大学
からの学生グループを 7月に日本語研
修等で受け入れたことを契機として、
両大学で香港スタディツアー（9月）及
び台湾スタディツアー（3月実施）を実
施するなど、新たな交流がスタートし
た。 

 
［評価時の観点］  
  3 大学と新たに国際交流協定を締結し、
計 16 大学としたほか、新たに香港と台湾
へのスタディツアーを実施した。 

 
４ 

56 

ウ 学生の海外研修を
推奨するとともに、

ウ 学生の海外研修推
進と留学生の受入及

ウ  
（語学文化研修〔本学学生を海外に派遣〕） 

 
３ 

57 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

留学生の受入と派遣
を進める。 
 
○ 語学・文化研修の
参加と受入数、留
学生の派遣と受入
数 

項目 
 海外での語学・文化
研修参加者数 
現状（Ｈ24年度）  
24名 
目標（最終年度）  
30名 

項目 
 海外からの語学・文
化研修受入数 
現状（Ｈ24年度）  
20名 
目標（最終年度）  
25名 

項目 
 海外への留学生派遣
数 
現状（Ｈ24年度）   
0名 
目標（最終年度）   
3名 

項目 
 海外からの留学生受
入数 
現状（Ｈ24年度）  
10名 
目標（最終年度）  
20名 

び派遣を推進するた
めに次の取組を行
う。 

・ 語学文化研修等の
参加者、留学生の送
り出しについては、
学生への啓発に努め
る。 

・ 日本語研修の実施
等、留学生受入体制
の整備を引き続き進
める。 

・ 25 年度から開始し
たアデレイド大学と
の語学文化研修の充
実に努め、留学生の
派遣等に結びつけ
る。 

・ 国際交流センター
は、学生の海外研修
等への参加の動機付
けを目的に、多様な
国際交流イベントを
開催する。 

・ 交流大学からの学
生民族舞踊音楽グル
ープを引き続き招聘
し、県大祭での公演
と学生との交流、小
学校の訪問やホーム
ステイ等を通じて、
相互理解と国際親善
を図り、今後の留学
生受入に繋げる。 

・ 4 月に 27 年度の報告会を開催、また、
6 月と 10 月に 28 年度の募集案内の配
布・掲示及び説明会を開催した。 

・ 各研修の参加者は以下のとおりであ
った。 
英国バンガー大学  参加  5 人 
韓国梨花女子大学  参加  2 人 
豪州アデレイド大学 参加 15 人 
※ 韓国又松大学校での研修は、最少
催行人数に達せず中止となったた
め、平成 27 年度と同様、梨花女子
大学の協力を得て代替研修を実施
した。（スタディツアー等〔本学学
生を海外に派遣〕） 

・ 保健福祉学科は香港、韓国及び豪州
で、デザイン学部はメキシコ及び台湾
でそれぞれ短期研修を実施し、情報工
学部は中国上海交通大学におけるワ
ークショップに学生を派遣した。各学
部における海外短期研修等の充実と、
学生の意識向上が見られた。 

・ 各スタディツアーの参加者は以下のと
おりであった。 
香港理工大スタディツアー 参加 3 名 
香港スタディツアー    参加 4 名 
台湾スタディツアー    参加 3 名 
アデレードスタディツアー 参加 14 名 

（日本語・日本文化研修〔海外の学生の受
入〕） 
・ 日本語・日本文化研修は、国立雲林

科技大学（台湾）から 7 名、淡江大学
（台湾）から 5 名、河南科技大学（中
国）から 1 名、計 13 人の研修生を受
け入れた。  

（留学生の受入） 
・ H28 年度から、交流大学の学生を対
象に、大学院博士後期課程外国人留学
生奨学金制度を設け、1 名を受け入れ
た。 

・ 平成 27 年度に引き続き、留学生等
を対象とした日本語研修を実施し、よ
り効果的に講義を受講できるよう支
援を行した。 

（国際交流センターでのイベント実施） 
・ 国際交流センターでは、ネイティブ

の英語村スタッフと学生による、季節
に応じた国際交流イベント等を開催
し、学生の海外研修等への参加の動機
付けを図った。 

（ハサヌディン大学学生民俗音楽舞踊団
招聘） 
・ 平成 27 年度に引き続き、11 月にハ
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

サヌディン大学の学生民俗舞踊音楽
グループ（学生 21 人、教員 3人）を
招聘し、県大祭での公演、学生との交
流及び総社市内の中学校での交流並
びにホームステイによる相互理解と
国際親善を図った。 

（語学留学） 
・ 情報工学部の男子学生１名が休学に

より、アデレイド大学英語研修センタ
ーで半年間の語学留学を行った。 

 

  



 

67 

 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

４ 地域貢献、産学官連携、国際交流に関する目標 

（４）県内の大学間の連携・協力に関する目標 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

（４）県内の大学間の連
携・協力に関する目
標を達成するためと
るべき措置 

（４）県内の大学間の連
携・協力に関する目
標を達成するためと
るべき措置 

（４）県内の大学間の連携・協力に関する
目標を達成するためとるべき措置 

―  

 本学の人的・知的
資源を活用して、「大
学コンソーシアム岡
山」の単位互換制度
への授業科目の提
供、社会人教育への
講師派遣等の人づく
りや街づくりなどの
取組に積極的に参画
する。 

・ 本学の人的・知的
資源を活用して「大
学コンソーシアム岡
山」の単位互換制度
への授業科目の提供
を行う。   

・ COC+事業参加大学
と連携し、岡山を志
向する科目群に必要
な教育コンテンツを
共同開発したことか
ら、実施に努める。 

・ 社会人教育に講師
を派遣する。 

・ COC+事業で設置す
る地域創生コモンズ
を核とした他大学と
の連携を進める。 

・ 大学コンソーシアム岡山の「吉備創
生カレッジ」に社会人向けの６講義科
目を提供し、本学教員が講師を務め
た。 

・ 大学コンソーシアム岡山の参加大学
相互間による単位互換制度へ４講義
科目を提供した。 

・ COC+参加大学から、岡山を志向する
科目に関する映像コンテンツの提供
を受け、同コンテンツの配信方法につ
いて検討を行った。 

・ 地域創生コモンズにおいて、COC+参
加大学である岡山大学、山陽学園大学
等とワークショップを開催した。 

 
３ 

58 

 

  

中期

目標 

 大学コンソーシアム岡山の活動に参画し、地域の教育・学術研究の充実・発展を図る

とともに、産学官連携による活力ある人づくり・街づくりに取り組む。   
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

１ 運営体制の改善に関する目標 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

Ⅲ 業務運営の改善及び
効率化に関する目標を
達成するためとるべき
措置 

Ⅲ 業務運営の改善及び
効率化に関する目標を
達成するためとるべき
措置 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する
目標を達成するためとるべき措置 

―  

１ 運営体制の改善に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

１ 運営体制の改善に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成
するためとるべき措置 

―  

（１）理事長（学長）、
学部長等を中心とす
る機動的な運営の推
進 

（１）理事長（学長）、
学部長等を中心とす
る機動的な運営体制
の推進 

（１）理事長（学長）、学部長等を中心と
する機動的な運営体制の推進 

―  

ア 理事長（学長）の
リーダーシップ 
理事長（学長）は、

学内コンセンサスの
確保に留意しながら
全学的な立場でリー
ダーシップを発揮
し、大学運営に関し
て責任ある意思決定
を迅速かつ的確に行
う。 

ア 理事長（学長）の
リーダーシップ 
理事長は、管理運

営上の諸問題に迅速
かつ的確な意思決定
を行うとともに、全
教職員に対して決定
内容の説明や情報の
公開・共有に努める。 
また、教職員との

意見聴取を適宜行
い、対応が必要なも
のについて、管理運
営に反映する。 

ア  理事長（学長）のリーダーシップ 
 ・ 理事長は、管理運営上の諸問題に迅

速かつ的確な意思決定を行い、全教職
員に向けて決定の根拠や状況の説明
を行い、それらを学内ＨＰに公表し
た。 

・ 学長懇談会を学部・学科別に実施し、
意見・提案で可能なものについては、
管理運営に反映した。 

 
３ 

59 

イ 理事長（学長）の
補佐体制 

  理事長がリーダー
シップを発揮できる
よう、「総務・財務」、

イ 理事長（学長）の
補佐体制 
   役員（副理事長・

学内理事）は、絶え
ず情報交換を密にし

イ 理事長（学長）補佐体制 
   役員（副理事長・学内理事）は、学

内理事会の定期的開催などにより、絶
えず情報交換を密にして、理事長の意
思決定をサポートするとともに、理事

 
３ 

60 

 

中 

 

期 

 

目 

 

標 

（１）理事長（学長）、学部長等を中心とする機動的な運営の推進 

理事長(学長)が、その指導力、統率力を発揮して、責任ある意思決定を迅速に行い、全学

的な業務を的確に遂行する体制による運営を推進する。 

また、学部等においても、大学全体の方針に基づき、効率的な運営を行う体制を確立する。 

（２）全学的な視点による戦略的な大学運営の推進 

理事長（学長）のリーダーシップのもと、法人の目的を達成するため、全学的視点及び学

内競争原理に基づいた効率的な資源配分を行う。 

（３）地域に開かれた大学づくりの推進 

大学の活動内容が広く住民に周知され、住民や地域社会の要請が大学運営に適切に反映さ

れるよう、地域に開かれた大学づくりを進める。 

（４）評価制度の活用等による業務運営の改善に向けた継続的取組の推進  

各種評価制度や監事による業務監査を活用し、継続的に業務運営を改善する。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

「経営」、「教育研
究」、「産学官連携」
の各担当理事が責任
をもって理事長を支
える。 
大学運営に学外の

幅広い意見を反映さ
せるため、理事や審
議会等の委員に学外
の有識者や専門家を
登用する。 

て、理事長の意思決
定をサポートすると
ともに、理事長の方
針に基づいて大学運
営を行う。 

長の方針に基づいて大学運営に努め
た。 

ウ 学部長の役割 
 各学部長は、研究
科長を兼務し、学長
の指示を受けるとと
もに、それぞれの教
育研究分野を担当す
る教員の意見にも配
慮して、学部全体の
意思決定及び運営を
大学の方針に基づい
て適正かつ効率的に
行うよう努める。 

ウ 学部長の役割 
各学部長は、各会

議の場で学部の意見
を的確に述べること
ができるように、学
部の諸会議を十分な
時間をとって運営す
る。同時に、学部長
は、その会議で大学
運営の方針が教員に
理解されるように説
明する。 

ウ 学部長の役割 
   各学部長は、所属教員に大学運営の

方針を説明し、情報共有を図った。ま
た、各会議の場で学長に対して学部と
しての意見を明確に説明した。 

 
３ 

61 

エ 教員組織と事務組
織との連携強化 

   教員と事務職員の
役割分担を明確にす
るとともに、相互理
解を深め協働して機
動的な大学運営を行
う。 

エ 教員組織と事務組
織との連携強化 
大学教育開発セン

ターは、教職協働を
推進するため、部会
等での企画立案機能
を高めるとともに、
教育開発を目的とし
た３つのカテゴリー
（全学研修会、教育
開発講座、ワークシ
ョップ）の研修会等
を開催し、FD・SD の
強化を図る。 

エ 教員組織と事務組織との連携強化
26年度から開始したFD・SD合同研修会
2回を含め、各種研修会を計8回開催
し、大学教育に係る学修機会を創出
し、知識の修得・情報の共有化が図ら
れた。 

 
３ 

62 

オ 各種委員会の運営 
  各種委員会におい
て、各委員はその審
議結果を責任をもっ
て各部局の教職員に
周知させる。 

 

オ 各種委員会の運営 
   委員会の委員は、

審議結果を各部局の
教職員に速やかに周
知し、情報の共有を
図る。特に学部長は、
前項ウに努める。 

オ 各種委員会の運営 
委員会委員は、審議結果を速やかに

各部局の教職員に周知した。特に学部
長は、前項ウに努め、委員会と学部の
会議の間で発言に齟齬が生じないよ
う配慮した。 

 
３ 

63 

（２）全学的な視点によ
る戦略的な大学運営
の推進 

（２）全学的な視点によ
る戦略的な大学運営
の推進 

（２）全学的な視点による戦略的な大学運
営の推進 

―  

ア 全学的、中長期的 ア 全学的、中長期的 ア    64 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

な視点に立ち、大学
の目標と教育研究上
の重点分野に留意し
つつ、 CC戦略に基づ
いて、学部の枠にと
らわれず学内の資源
配分を行う。 

 
 ※CC戦略： 
  学内を競争

[competition]と協
働[collaboration]
と位置づけ、競争意
識をもって各教員が
教育研究活動に取り
組むとともに、異な
る専門分野の協働作
業を促進させる戦略 
 

な視点に立って設定
した３つの運営方針
や事業採択された
COC＋事業に基づい
て、各種取組を行う
とともに、点検･評価
を行いながら改革を
推進する。 

 
(運営方針) 
① 全学教育に教養教
育を積極的に導入す
る。 

② 国際交流を促進す
るとともに、グロー
バル教育を推進す
る。 

③ 地域貢献について
戦略的に取り組む。 

 
(COC＋事業で取り組む３
つの柱) 
① 教育改革 
② 域学連携 
③ 産学連携 

・ ３つの運営方針を円滑に進めるた
め、27 年度に再編した学内組織の運営
状況を点検し、より効果・効率的な業
務運営を目的に次のとおり見直し、29
年度から実施することとした。 
① 教育研究活動委員会、学生生活委
員会及び社会活動委員会を統合し、
大学活動委員会を設置 

② 保健福祉推進センタ－を廃止し、
地域連携推進センタ－に統合 

 
その他改革として、各種教学データの

収集・分析等の強化による教育の質向上
を目的に、大学教育開発センターに教学
ＩＲ部門を設置し、29 年度から運用する
こととした。 

 
・ COC＋事業で取り組む３つの柱、教
育改革、域学連携、産学連携について
各種取組を進めた。（参照：Ⅱ－３－
(１)－ウ項目 No.44） 

３ 

イ 年度毎に部局長会
議で大学の重点課題
を決定し、大学とし
てその課題解決に向
けた取組に資源を集
中投資するととも
に、その活動成果を
検証して、今後の方
針に反映させる。 

イ 部局長会議におい
て、本学の重点課題に
対する認識や対応の
方向性を共有し、課題
解決に向けた取組に
資源を集中するとと
もに、成果を検証し
て、今後の方針に反映
させる。課題解決に関
する評価は、経営審議
会及び教育研究審議
会で行う。 

イ 部局長会議において本学の重点課
題について議論し、情報の共有を図る
とともに、決定した内容についてホー
ムページなどで教職員に周知を図っ
た。また、法人評価や認証評価など評
価に係る事項については、経営審議会
又は教育研究審議会において審議を
行った。 

 
３ 

65 

（３）地域に開かれた大
学づくりの推進 

（３）地域に開かれた大
学づくりの推進 

（３）地域に開かれた大学づくりの推進 ―  

ア 毎年度、公開講座
等を実施し、県民に
親しまれる大学づく
りを行う。 

ア 公開講座等の実施 
（公開講座） 
・ 地域住民に幅広く
学習機会を提供する
とともに、大学にお
ける研究成果の普及
と活用を図るため、
28 年度は情報工学部
が担当して公開講座
を開催する。 
開催にあたって

は、COC＋事業に基づ
く地域連携を図る観

ア  公開講座等の実施 
（公開講座） 

テーマ：「地域を活かす情報技術」 
受講者   ：県内 34 人（延 123 人）  
修了証書交付：21 人 

  ※ 初日は地域創生コモンズまにわ
においても講座を同時中継した。 

（岡山県生涯学習大学主催講座） 
テーマ：「地域とデザイン～ローカル

からグローバルまで～」 
受講者   ：県内 28 人（延 110 人） 
修了証書交付：22 人 

 
３ 

66 



 

71 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

点から効果的な実施
方法を工夫する。 

 
（岡山県生涯学習大学主
催講座） 
   地域に開かれた大

学として、地域住民
に生涯学習の機会を
提供する。28 年度は
デザイン学部が担当
して講座を企画す
る。 

 
(学内開放) 
  大学祭時の学内開
放や夏休み工作教室
を実施し、大学、学
部学科等の取組みを
地域住民や子どもに
分かりやすく紹介す
る。 

  ※ 60 代以上が半数を占めたが、講義
の中に学生や教員の作品を取り入
れたことにより好評を得た。 

（学内開放等） 
・ 大学祭に合わせて学内開放及び進学
相談を実施した。 

・ 28 年度は夏休み工作教室・県大探検
を 2日に分けて行った。 
夏休み工作教室  
小学生 16 人（保護者 19 人） 
県大探検   
小学生 46 人（保護者 26 人） 

イ 地域に出向いて社
会人向けの講演や専
門分野に関する研究
会を行うアクティブ
キャンパス(移動型
の情報発信基地)を
推進し、地域の多様
な要望に応える。 

イ アクティブキャン
パスの推進 
COC＋事業におい

て、連携自治体におけ
る地域協働の場であ
る「地域創生コモン
ズ」の設置を進めてい
くことから、これまで
のアクティブキャン
パスをこの事業に関
連付けるなど、効果的
な実施方法を検討す
る。 

イ アクティブキャンパスの推進 
・ 学内公募の結果 19 件の申請があり、
応募要件を満たしている 18 件を承認
した。各事業内容は大学ホームページ
等で公開した。（うち 3 件については
統合して実施） 

・ 地域貢献活動に関して COC+事業との
連携をより一層図る観点から、アクテ
ィブキャンパス事業を廃止し、平成 29
年度から地域連携推進事業及び企業
人材育成事業を新たに実施すること
とし、関係規定を整備した。 

○アクティブキャンパス実施実績（講座
数） 

 H28 

全学 16(17) 

看護学科 3(3) 

栄養学科 2(1) 

保福学科 3(4) 

情報工学部 4(4) 

デザイン学部 4(5) 

( )は 27 年度実績 

 
３ 

67 

（４）評価制度の活用等
による業務運営の改
善に向けた継続的取
組の推進 

（４）評価制度の活用等
による業務運営の改
善に向けた継続的取
組の推進 

（４）評価制度の活用等による業務運営の
改善に向けた継続的取組の推進 

―  

ア 認証評価機関及び
地方独立行政法人評
価委員会による評価
結果を踏まえ、大学

ア 地方独立行政法人
評価委員会による評
価結果を役員会、経
営審議会、教育研究

ア 
・ 地方独立行政法人評価委員会の評価
結果・参考意見及び大学評価ワークシ
ョップのピアレビューを基に課題を

 
３ 

68 



 

72 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

の組織、業務運営及
び教育研究活動につ
いて、継続的な見直
しを行う。 

審議会等において検
討し、必要な業務の
見直しを行う。 

  また、27 年度受審
した、公立大学政
策・評価研究センタ
ーによる大学評価ワ
ークショップの評価
結果（ピアレビュー）
を評価委員会で点検
し、28 年度に受審す
る大学機関別認証評
価の自己評価書に反
映する。 
さらに、地方独立

行政法人評価委員会
及び大学機関別認証
評価機関による評価
結果を踏まえ、大学
の組織及び業務全般
について継続的な見
直しを行う。 

点検・整理し、業務の改善を図った。
また、大学機関別認証評価の自己評価
書に反映させた。 

・ 大学機関別認証評価においては、自
己評価書提出後の大学改革支援・学位
授与機構からの追加質問に丁寧に対
応するとともに、10 月の訪問調査時に
は本学の特徴的な取組をアピールす
ることが出来た。 
最終評価は、優れた点 7 件、更なる

向上が期待される点 3 件、改善を要す
る点 2 件（一部研究科の入学定員充足
率が低い、図書館に最新の資料が不足
している。）とされた。 

イ 監事による法人業
務の監査結果を大学
運営に適切に反映さ
せる。 

イ 監事及び会計監査
人の監査結果に基づ
き、適宜、役員会、
経営審議会及び教育
研究審議会において
改善策を検討し、大
学運営に適切に反映
する。 

イ 平成 28 年度の監査（27 年度実績を
対象）では「適正に行われている。」
との結果を得た。 

 
３ 

69 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 
 

２ 教育研究組織の見直
しに関する目標を達成
するためとるべき措置 

２ 教育研究組織の見直
しに関する目標を達成
するためとるべき措置 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標
を達成するためとるべき措置 

―  

地域の要請に応え、
地域とともに発展する
大学となるため、教育
研究組織の充実を図る
とともに、必要に応じ
て学外組織との間で組
織編成や運営の協働化
を検討する。 

評価委員会が中心と
なり、新たに設置した
組織が十分に機能を果
たせるよう、他組織と
の連携のあり方につい
て、点検・評価を行う。 

・ ３つの運営方針を円滑に進めるた
め、27 年度に再編した学内組織の運営
状況を点検し、より効果・効率的な業
務運営を目的に次のとおり見直し、29
年度から実施することとした。 
① 教育研究活動委員会、学生生活委
員会及び社会活動委員会を統合し、
大学活動委員会を設置 

② 保健福祉推進センタ－を廃止し、
地域連携推進センタ－に統合 

 
その他改革として、各種教学データの

収集・分析等の強化による教育の質向上
を目的に、大学教育開発センターに教学
ＩＲ部門を設置し、29 年度から運用する
こととした。 
（再掲：Ⅲ－１－(2)－ア項目 NO.64） 

 
［評価時の観点］  

3 つの運営方針の推進のため、センタ
ーの統廃合等、効果・効率化を図ったほ
か、教育の質向上を図るため、各種教学
データの収集・分析を行うＩＲ部門を新た
に設置することとした。 

 
４ 

70 

 

  

中期

目標 

教育研究活動が、時代の変化や地域社会の要請に応え、地域産業の発展に資するよう、

必要に応じ教育研究組織を柔軟に見直す。 
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

３ 人事の適正化に関する目標 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 
 

３ 人事の適正化に関す
る目標を達成するため
とるべき措置 

３ 人事の適正化に関す
る目標を達成するため
とるべき措置 

３ 人事の適正化に関する目標を達成 
するためとるべき措置 

―  

（１）法人化の特長を生
かした弾力的な制度
の構築 

（１）法人化の特長を生
かした弾力的な制度
の構築 

（１）法人化の特長を生かした弾力的な制
度の構築 

―  

  労働関係の法改正
に伴う対応を適正に
行うとともに、柔軟
で弾力的な人事運営
を行う。 

中期計画中の教員定
数の削減方針（９名削
減）を着実に進める。 
（Ⅱ-1-(3)-ｱ 再掲） 

教員定数の削減    1 人（4 人）〔8人〕 
※（ ）は 27 年度実績、〔 〕は延人数 

 

 
３ 
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（２）能力・業績等を向
上させる制度の運用 

（２）能力・業績等を向
上させる制度の運用 

（２）能力・業績等を向上させる制度の運
用 

―  

ア 教員の個人評価制
度を適正に運用し、
教員の意欲の向上、
資質の向上を図る。 

ア 27 年度に試行した
教員の個人評価を検
証し、評価項目、評
価方法、実施方法等
の見直しを行う。 

  (Ⅱ-1-(3)-ウ 再掲） 
評価結果の待遇面

の反映については、
こうした見直しを踏
まえ、実施方法を検
討する。 

ア 26 年度に見直した評価基準及び評
価方法で 27 年度、28 年度の実績につ
いて教員の個人評価を試行した。27 年
度に導入する予定であったウェブ入
力システムの不具合や評価基準や実
施方法等について調整も必要である
ことから、評価結果の分析及びその反
映方法については、引き続き 29 年度
において検討することとした。 
（再掲：Ⅱ－１－(3)ーウー(ｲ)項目
NO.30） 

 
３ 

72 

イ 理事長（学長）は、
個人評価制度により
改善を求められた教
員と面談し、問題解
決のアドバイスを行
うとともに、全学の
管理運営上の改善の
参考とする。 

イ 教員の個人評価に
おけるＣ評価者につ
いて、適切なフィー
ドバック方法を検討
する。 

イ Ⅲ－３ー（2）―ア項目 NO.72 を参
照 
 

 
［評価時の観点］  

 教員の個人評価について、ウェブ入力シス
テムの不具合や評価基準や実施方法等につ
いて調整も必要であることから、評価結果の
分析及びその反映方法については、引き続き
29 年度において検討することとした。 

 
２ 
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中 

期 

目 

標 

（１）法人化の特長を生かした弾力的な制度の運用  

法人の自主的・自律的な運営により学部の枠を越え、全学的な視点に立った弾力的な教

員人事を行う。 

（２）能力・業績等を向上させる制度の運用   

教員の能力・業績等が適正に反映される評価制度を運用することにより、教員の意欲の

向上を図り、教員の資質向上、ひいては教育研究の活性化に資する。 
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中期

目標 

効率的かつ合理的な事務処理を行うため、事務組織及び業務等について不断の見直

しを行う。 

事務組織が十分や任務を果たすことができるよう、SD(スタッフ・ディベロップメ

ント：職員の資質の向上のための取組)活動を組織的に行う。 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

４ 事務等の効率化、合
理化に関する目標を達
成するためとるべき措
置 

４ 事務等の効率化、合
理化に関する目標を達
成するためとるべき措
置 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標
を達成するためとるべき措置 

―  

（１）業務の見直し （１）業務の見直し （１）業務の見直し ―  

 業務の進め方につ
いて不断の見直しを
行い、情報システム
の導入等、適切な手
段を用いて事務処理
の合理化・効率化を
行う。 

不要・不急の業務や
非効率的な事務処理に
ついて、不断の見直し
を行うとともに、業務
のスクラップアンドビ
ルドを行う。 

29年度に運用開始す
る全学情報システムに
よる、事務処理の合理
化・効率化を検討する。 

・ 全学的な情報共有を進めるため、ス
ケジュール管理や施設予約、データフ
ァイルの共有ができるグループウェ
アを導入した。 

・ 公開講座について、業務の効果的・
効率的視点から運営方法等の見直し
を行った。                   

・ 29年度の運用開始に向け全学情報シ
ステム（学務系）を導入した。また、
事務処理の合理化・効率化の検討を行
い、システム構築に反映した。 

 
［評価時の観点］  
 全学情報システム（学務系）やグループ
ウェアを導入し、事務処理の合理化や情報
共有を推進し、業務の効率化を図った。 
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（２）事務組織の見直し （２）事務組織の見直し （２）事務組織の見直し   

ア 事務職員について
は、県からの派遣職
員数が段階的に削減
される見通しである
ことから、法人職員
を計画的に採用し、
育成する。 

ア  27 年度に決定した
事務職員の採用方法
等の見直しに基づ
き、法人採用職員試
験を実施する。 

ア 27 年度に見直し、28 年度から実施
が決定した事務職員の採用方法に基
づいて法人職員採用試験を実施し、3
名を採用した。 
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イ 適正な規模の人員
配置を実現するた
め、組織運営の効率
化を図るとともに、
非常勤職員も含めた
人員配置等について
不断の見直しを行
う。 

イ 適正な規模の人員
配置を実現するた
め、組織運営の効率
化を図るとともに、
非常勤職員も含めた
人員配置等について
不断の見直しを行
う。 

イ 
・ 大学事務のうち、主に反復・継続し、

所定の手順に従って処理する業務に
従事する特定事務職員に関する就業
規則を新たに制定し、大学事務経験者
から 6人登用した。 

・ 期間を定めた労働契約を締結する職
員の就業を明確にするため、現行規則
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標 



 

76 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

 を見直し、有期雇用職員就業規則を新
設した。 

ウ 優秀な人材の確保
及び定着のため、男
女が共に働きやすい
勤務環境の整備に努
める。 

ウ 引き続き、教職員
に妊娠・出産、育児
に関する諸制度の周
知と利用促進を図
り、仕事と子育ての
両立を支援する。 

ウ 新規採用教職員説明会で、大学の諸
制度を説明するとともに、制度利用者
へのきめ細かい対応を行った。 
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（３）事務職員の能力向
上 

（３）事務職員の能力向
上 

（３）事務職員の能力向上   

  事務職員の人事評
価制度を適正に運用
し、職員の資質、能
力及び勤務意欲の向
上を図る。 

  また、学内・学外
を問わず研修受講の
機会を増やして、Ｓ
Ｄ（スタッフ・ディ
ベロップメント）活
動を推進する。 

大学事務職員の資
質・能力の向上やSD活
動を推進するため、事
務職員研修計画に基づ
き、学内研修を実施す
るとともに、学外研修
へ職員を積極的に参加
させる。 

 

研修計画に基づき、学内研修を実施す
るとともに、学外研修にも積極的に参加
させた。 

（学内研修） 
事務職員研修    2 回（延べ 47 人） 

（学外研修） 
岡山県主催の新規採用職員研修  2 人 
岡山県主催のﾌﾟﾚ主任級・ﾌﾟﾚ主幹級研修  

6 人 
公立大学協会主催研修会(6 回)   11 人 
その他学外主催研修会(2 回)    2 人 

（学内研修） 
事務職員研修 7 回（延 448 人） 

※ FD･SD 研修会等を含む。 
（学外研修） 
岡山県主催の新規採用職員研修 1 人 
岡山県主催のﾌﾟﾚ主任級・ﾌﾟﾚ主幹級研修   

9 人 
公立大学協会主催研修会(4 回)  6 人 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

１ 自己収入の増加に関する目標 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

Ⅳ 財務内容の改善に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

Ⅳ 財務内容の改善に関す
る目標を達成するためと
るべき措置 

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標を達 
成するためとるべき措置 

―  

１ 自己収入の増加に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

１ 自己収入の増加に関す
る目標を達成するためと
るべき措置 

１ 自己収入の増加に関する目標を達
成するためとるべき措置 

―  

（１）学生納付金 （１）学生納付金 （１）学生納付金 ―  

ア 入学金・授業料等
の学生納付金は、県
の認可に係る上限額
の範囲内で、他大学
の動向、法人収支の
状況、社会情勢等を
勘案し、適正な受益
者負担の観点から定
期的な見直しを行
う。 

 

ア 入学金・授業料等の学
生納付金の見直しは、社
会情勢や他の国公立大学
の動向を考慮して判断す
る。 

ア 入学金・授業料等の学生納付金
の見直しは、社会情勢や他の国公
立大学の動向を考慮して行ってい
ない。 
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イ 学生納付金の納付
については、コスト
（手数料）、手続の
簡便性、安全性、学
生の便宜等の観点か
ら、口座振替利用を
進める。 

 
 

イ 授業料の口座振替制度
の周知に努め、口座振替
利用率の維持・向上を図
る。 

イ 授業料の口座振替制度の周知に
努め、口座振替利用率の維持・向
上を図った。 
・口座振替率 99.9％(99.9％) 

( )内は 27 年度実績 
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（２）外部資金の獲得 （２）外部資金の獲得 （２）外部資金の獲得 ―  

ア 国の科学研究費助
成事業等の競争的研
究資金や大学改革推

ア 教員の科学研究費助
成事業への申請を支援
し、28 年度採択結果（27

ア 29年度科学研究費助成事業申請
について、ベテラン教員がアドバ
イスを行う科研費提出前検討会を
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中 

期 

目 

標 

（１）学生納付金 

入学金・授業料等の学生納付金は、法人の業務運営における最も基礎的な収入である

ことを踏まえ、他大学の動向､社会情勢等を勘案し､適正な料金設定を行う。 

（２）外部資金の獲得 

教育研究水準のさらなる向上及び活動の活性化を目指し、国の科学研究費助成事業等

や産学官連携・地域連携による共同研究等の外部資金の獲得を積極的に推進する。 

（３）その他の自己収入確保 

大学資源の人的、物的等の資源の有効活用により、自己収入確保に向けた取組を推進

する。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

進等補助金の獲得に
向け、理事長のリー
ダーシップの下、戦
略的な取組を強化す
る。 

○ 科学研究費助成事業
採択件数・金額（年間） 
現状     目標 

(H19-24平均) (最終年度) 
保健福祉学部  
26件     40件以上 

36,373千円 
56,000千円以上 

情報工学部   
14件     40件以上 

20,083千円  
56,000千円以上 

デザイン学部   
1件     10件以上 

1,200千円  
12,000千円以上 

年度申請分）以上の獲得
を目指す。 
学術研究推進センタ

ーにおいて、引き続き情
報提供と応募奨励を実
施するとともに、支援内
容の充実を図る。 
29 年度科学研究費助

成事業の申請及び採択の
ための研修会等を開催す
る。 

実施した。 
・ 岡山県立大学版チェックリスト
の配布、科研費採択計画書の閲覧
制度を継続実施した。 

・ 学術研究推進センターにおいて、
科学研究費助成事業等の競争的資
金獲得に関する情報提供及び支援
を目的に研修会を実施した。 

 （科学研究費計画書作成研修会 参
加：35 人） 

 
○平成29年度科学研究費助成事業採択
件数 
・金額 
（平成 28 年度申請、間接経費を

含む）  

 採択 
件数 

金額 
(千円) 

全学 
52  

(67) 
71,890  
(89,440) 

 保健福祉学部 
26  

(39) 
36,140  
(49,400) 

 情報工学部 
21  

(23) 
29,640  
(34,580) 

 デザイン学部 
5  

(5) 
6,110  

(5,460) 

 （ ）内は 28 年度実績 
※ 29 年度分は、29 年 4月 1 日現在
の継続分、新規採択分の合計件数・
金額を掲載（4月転入者を含み転出者
を除く。29 年 4月 1 日以降に内定発
表分は除く。） 

イ 産学官連携を地域
のみならず全国規模
で推進し、共同研
究・受託研究・教育
研究奨励寄附金の外
部研究資金の獲得を
より一層推進する。 

 
 
 
○ 外部研究資金獲得
金額（年間） 
現状     目標 

(H19-23 平均)(最終年度) 
共同研究 
11,505 千円  
16,000 千円以上 
受託研究 
53,608 千円  

イ 従来の活動を着実に
継続するとともに、目標
を設定し、以下の取組を
行う。 

・ 地域や企業とパートナ
ー関係をつくり、複数年
での質の高い提案型・協
働型の共同研究等の増
加を図る。 

・ 「領域・研究プロジェ
クト」のプロジェクトを
中心にイノベーショ
ン・ジャパン等の全国的
な展示会等で情報発信
を積極的に行い、全国規
模の共同研究等の拡大
を目指す。 

 
○ 外部研究資金獲得目標 

イ  
・ 地元地域のみならず全国規模の
産学官連携を推進するため、「領
域・研究プロジェクト」のプロジ
ェクトを中心に戦略的に「イノベ
ーション・ジャパン2016」等に２
件出展し、大学シーズの情報発信
を強化した。 

・ 各種研究発表会において本学の
研究シーズと企業等のニーズのマ
ッチングを推進し、教員に各種助
成団体の公募情報等を提供するこ
とにより、外部研究資金の獲得強
化を図った結果、合計獲得件数の
目標は上回ったが、合計獲得金額
については、大型の共同研究、受
託研究の獲得に至らなかったこと
もあり、昨年度より減少し、目標
金額にも届かなかった。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

70,000 千円以上 
 
 
教育研究奨励寄附金 
13,027 千円   
16,000 千円以上 

（※獲得件数について
は、Ⅱ４（１）ア（ア）
（項目 No45） 参照） 

資金の 
種類 

目標 
金額 

(千円) 

目標 
金額 
(件数) 

共同 
研究 

30,000 
以上 

40 件 
以上 

受託 
研究 

55,000 
以上 

30 件 
以上 

教育研
究奨励
寄附金
等 

20,000 
以上 

40 件 
以上 

（Ⅱ-4-(1)-ｱｰ(ｱ) 再掲） 

 
○ 外部資金獲得件数 

（再掲：Ⅱ-4-(1)-ア-(ｱ)項目
No.45） 

資金の 
種類 

目標 H28 H27 

合 計 
110 

105,000 
115 

88,642 
119 

103,257 

共同研究 
40 

30,000 
48 

21,000 
47 

32,035 

受託研究 
30 

55,000 
18 

45,926 
27 

52,959 

教育研究
奨励寄附
金等 

40 
20,000 

49 
21,716 

45 
18,263 

※ 上段件数、下段金額(千円) 

（３）その他の自己収入
確保 

（３）その他の自己収入確保 （３）その他の自己収入確保 ―  

地域社会の要請に
対応した専門分野の
講習会・研究会等の
受講料や施設・設備
の貸出しによる使用
料収入等の増加を図
る。 

学内行事との調整を
図り各種試験会場とし
ての利用に積極的に対
応し、収入の増加に努め
る。 

・ 保育士試験等の試験会場として
の貸付を行った。 

  使用料収入 892千円（102千円） 
・ 保育士資格保持者の幼稚園教諭
免許状取得、幼稚園教諭の保育士
資格取得を支援するための講座を
開講し、これに伴う受講料収入を
得た。（県内の保育士 7人及び幼
稚園教諭 2人が受講） 
受講料収入 577 千円 

（3,271 千円） 
      ( )は 27 年度実績 

 
３ 

83 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

２ 資産の管理運用に関する目標 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

２ 資産の管理運用に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

２ 資産の管理運用に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

２ 資産の管理運用に関する目標を達成
するためとるべき措置 

―  

（１）教育研究の水準を
向上させるため、施
設の有効かつ効率的
な活用に努めるとと
もに、教育研究施設
等の計画的な維持管
理、補修を行う。 

（１）教育研究施設等の
整備・修繕計画に基
づき、引き続き、空
調自動制御設備や照
明制御設備の更新
等、教育研究施設等
の計画的な修繕を行
う。 

（１）岡山県から「公立大学法人岡山県立
大学施設等整備事業費補助金」の交付
を受け次の設備更新等を行った。 
・空調自動制御設備更新 
・照明制御設備機器更新 
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（２）大学運営に支障の
ない範囲で大学施設
を一般に開放する。 

（２）大学運営に支障の
ないよう十分に調整
し、大学施設を一般
に開放する。 

（２）まきび支援学校のスクールバス乗降
場所及びそうじゃ吉備路マラソン大
会の駐車場として、また、各種大会の
会場として、本学の施設を提供した。 

野球場   22件(15件) 
グラウンド  0件(7件) 

（ ）内は、27年度実績 
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（３）資産運用、資金管
理については、安全
性、安定性等を考慮
しつつ、法律で認め
られた範囲内で余裕
資金の効率的、効果
的な運用を行う。 

（３）市場の金利動向を
踏まえ、金融機関等
の定期預金や国債等
の証券など、有利か
つ確実な金融商品を
選定し、短期又は中
長期の資産運用を行
う。 

（３）余裕資金の適正かつ確実な運用を図
るため、短期及び中期の定期預金に預
け運用を図った。 
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中期 

目標 

（１）教育研究活動の活性化のため、施設の有効かつ効率的な活用に努めるとともに、適

正な維持管理を図る。 

また、地域貢献の一環として、教育研究に支障のない範囲で、大学施設の地域開放

を行う。 

（２）長期的かつ経営的視点から、金融資産の安全で効率的・効果的な運用を図る。 
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Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 

３ 経費の抑制に関する目標 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 

自己 

評価 

 

３ 経費の抑制に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

３ 経費の抑制に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

３ 経費の抑制に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

―  

（１）競争性のある調達
の徹底、外部委託と
内部資源活用のコス
ト比較、内部事務の
効率化・省力化など
により、管理経費・
投資経費の節減を図
る。 

（１）競争性のある調達
を徹底するほか、可
能な限り競争入札を
実施し、経費の節減
を図る。 

（１）県立大学で使用する電気の調達を指
名競争入札により実施し、次年度予算
への経費の抑制を図った。 
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（２）教職員のコスト意
識の涵養に取り組む
とともに、教育研究
活動経費の効率的か
つ適正な執行に努め
る。 

（２）部局長会議におい
てエネルギー使用量
を周知し、省エネル
ギーの啓発、全学的
な省エネルギーの徹
底を進める。 
また、教育研究活

動経費の効率的かつ
適正な執行に努め
る。 

（２）部局長会議においてエネルギー使用
量について周知し、省エネルギーの徹
底を進めた。また、警備の際に不要な
電気を消すなど、節電意識の啓発に努
めた。 

   ただ、28 年度は天候の影響や、学生
の安全のための屋外照明の見直しな
どによりエネルギー使用量は増加し
た。 

・ エネルギー使用実績  
1,228kL (H27:1,173KL) 

  対前年度比 104.7％ 
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（３）運営費交付金が、
計画期間中の６年
間、毎年度段階的に
削減される見通しで
あることから、教育
費・研究費までを含
めた各種経費の見直
しを行うとともに、
人件費についても、
教職員定数を見直す
など、削減に努める。 

 

（３）運営費交付金削減
に対応するため、継
続事業に係る経費の
見直しを図りつつ、
３つの運営方針など
の重点分野について
は戦略的な予算配分
を行う。 
また、中期計画中

の教員定数の削減方
針（９名削減）を着
実に進める。（Ⅱ
-1-(3)-ｱ 再掲） 

（３） 
・当初予算では継続事業に係る経費の見直
しを図るとともに、３つの運営方針に係
る分野に重点的に予算配分を行った。 

 
・保健福祉学部助教を 1人削減した。 

教員定数の削減 1 人(4 人)〔8人〕 
※（ ）は 27 年度実績、〔 〕は延人数 
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中期

目標 

予算の効率的・弾力的執行により、管理的経費の節減を図る。 

また、教職員一人ひとりのコスト意識の啓発を図るとともに、教育研究活動経費の効率的

かつ適正な執行に努める。 
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Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する目標 

１ 評価の充実に関する目標 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

Ⅴ 自己点検・評価及び
改善並びに当該情報の
提供に関する目標を達
成するためとるべき措
置 

Ⅴ 自己点検・評価及び
改善並びに当該情報の
提供に関する目標を達
成するためとるべき措
置 

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情
報の提供に関する目標を達成するため
とるべき措置 

―  

１ 評価の充実に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

１ 評価の充実に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

―  

  大学が教育研究の質
の充実を図るととも
に、教育研究活動の
透明性を高めるた
め、評価委員会にお
いて、運営や教育・
研究活動を定期的に
自己点検・評価する。
また、学部及び大学
院の教育方法・内
容・カリキュラムや
アドミッション・ポ
リシーと教育内容の
整合性については、
教育研究活動委員会
において定期的に評
価する。 
さらに、入試の実

施方法については、
入試委員会で点検・
改善を行い、その効
果を評価する。 

 （※外部評価結果によ
る改善については、
Ⅲ１（４）ア（項目 
No68）参照） 

 

・ 大学教育開発セン
ター等の企画立案機
能を強化し、常任委
員会や各部局による
実施機能及び評価委
員会の点検評価機能
との連携によるPDCA
サイクルの確立に努
める。 

・ 学生の授業評価ア
ンケート、教員の相
互授業参観等を実施
することにより、教
育研究活動を点検・
評価し、教育研究の
質の向上と透明性の
確保を図る。 

・ 入試実施後には課
題を整理し、入試委
員会において改善策
を速やかに決定し、
次年度の入試に反映
させる。また、入学
者選抜方式は、各学
部が行った評価結果
により必要に応じて
見直す。 
 

・ 大学認証評価に係る自己点検・評価
業務において、評価委員会と各部局と
の連携によりポリシーの見直しを実
施する等、PDCA サイクルの確立に努め
た。 

・ 教育研究活動の改善に資するため、
授業評価アンケートによる定期的な
自己点検・評価を行うとともに、相互
授業参観について、27年度の分析結果
をもとに実施し、その実施結果につい
て意見交換会を開催した。 

・ 大学入試センター試験におけるチャ
イムの使用について、実施大学の全国
的な使用状況を踏まえ入試委員会に
おいて審議した結果、29 年度センター
試験での使用を取りやめることとし
た。 
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中期

目標 

教育研究活動及び業務運営について、大学の自己点検・評価体制により、定期的に自

己点検・評価を実施する。 

また、外部評価を受け、その結果を教育研究活動及び業務運営の改善に活用する。 
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Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報の提供に関する目標 

２ 情報公開の推進に関する目標 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

２ 情報公開の推進に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

２ 情報公開の推進に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成
するためとるべき措置 

―  

  広報専門委員会にお
いて戦略的な広報活
動を企画し、その戦
略に基づき、教育研
究活動や地域貢献活
動、業務運営に関す
る各種情報を効果的
に発信する。 

 ホームページの全
面リニューアルを行
い、コンテン ツの充
実や、積極的な情報発
信に努めるとともに、
新たにスマートフォ
ン用サイトの運用を
開始する。 

 29 年 4 月の運用開始に向け、大学ホ
ームページのリニューアル及び大学
進学希望者向けのスマートフォン用
サイトについて、利用者の目的に応じ
た的確な情報への誘導や効果的な情
報発信、様々な閲覧環境への対応がで
きるよう制作を行った。 
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中期

目標 

公立大学法人としての社会に対する説明責任を果たし、大学運営の透明性を確保する

ため、広報体制の強化を図り、教育研究活動や業務運営に関する積極的な情報提供に取

り組む。 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

１ 施設設備の整備に関する目標 

 

 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

Ⅵ その他業務運営に関
する重要事項に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

Ⅵ その他業務運営に関
する重要事項に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に
関する目標を達成するためとるべき措
置 

―  

１ 施設設備の整備に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

１ 施設設備の整備に関
する目標を達成するた
めとるべき措置 

１ 施設設備の整備に関する目標を達成
するためとるべき措置 

―  

  教育研究機能を充実
させるため、施設設
備の整備、大規模修
繕及び高額機器の購
入については、長期
的な計画を策定し、
効率的に実施する。
その際、省エネ効果
やユニバーサルデザ
インに配慮する。 

エネルギー効率に配
慮し、空調自動制御設
備、照明制御設備等の
大規模修繕を長期計画
に基づき実施する。 

  大規模修繕計画に基づき、空調自動制
御設備、照明制御設備の更新、吸収冷暖
房機の液管炉筒取替工事を行った。 
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中期

目標 

長期的視点に立った施設設備の整備計画を策定し、省エネルギーやユニバーサ

ルデザイン等に配慮した整備を推進する。 
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Ⅵ その他業務運営に関する重要事項に関する目標 

２ 安全衛生管理や危機管理等に関する目標 

３ 社会的責任に関する目標 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

２ 安全衛生管理や危機
管理等に関する目標を
達成するためとるべき
措置 

２ 安全衛生管理や危機
管理等に関する目標を
達成するためとるべき
措置 

２ 安全衛生管理や危機管理等に関する
目標を達成するためとるべき措置 

―  

（１）施設設備の定期点
検を確実に実施し、
安全に維持するため
の全学的な安全衛生
管理体制を強化す
る。 

（１）全学的な安全衛生
管理体制のもと、引
き続き安全衛生教育
の充実に取り組み、
施設設備の機能保全
及び維持管理を適切
に行う。 

（１） 
・ 経年劣化している外壁塗装を重点的
に補修した。また、中期修繕計画の策
定に向けた施設劣化状況調査を実施
した。 

・ 施設の日常点検の実施などにより、
タイルの破損箇所の修繕や転倒危険
箇所の解消及び滑り止めなどを実施
した。また、障害者差別解消法におけ
る障害のある方への合理的対応の視
点からトイレの改修（２箇所）や、車
椅子の学生のためのバリアフリー対
策工事を実施した。 
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（２）化学物質等の毒物
劇物等の適切な管理
及びその廃棄物の適
正な処理を行う。 

（２）有害物質管理要領
に基づき適切な管
理・処理を行う。 

（２）化学物質等の有害物質管理要領に基
づき、適切な管理・処理を行った。 
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（３）教職員の健康管理
及びメンタルヘルス
対策を適切に実施す
る。 

（３）引き続き、教職員
の健康管理について
各種診断の周知を徹
底し、未受診者や再
検査等対象者への受
診勧奨を適切に実施
する。28 年度から実
施するストレスチェ
ックについては、実
施要領に基づき、適
切に行う。 

（３） 
教職員の健康管理について各種診断

の周知を徹底し、未受診者や再検査等
対象者への受診勧奨を適切に実施し
た。28 年度から実施したストレスチェ
ックについては、本学衛生委員会で協
議の上、実施要領に基づいて実施し、
61.3％の教職員が受診した。 
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（４）災害や情報セキュリ
ティ事件事故、その他
の突発的なリスクに
対応できる管理体制
を構築し、対応マニ
ュアルを整備すると

（４）危機管理ガイドラ
インに基づく個別マ
ニュアルを順次整備
する。 

   また、特定個人情報
取扱規程に基づき、

（４） 
・ 消化訓練、避難訓練、非常放送訓練
などによる防火・防災訓練を実施し
た。 
10 月 31 日 参加者 136 名  

・ 平成 28 年 5月、本学保健福祉学部

 
２ 
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中期

目標 

２ 教育研究現場での安全を確保し、快適な修学環境・職場環境を形成するために、安

全衛生管理及び教職員の心身両面の健康管理を計画的に行うとともに、防災対策や情

報セキュリティの確保等効果的なリスクマネジメントを実行する。 

３ 法令遵守や人権尊重を全学的に徹底し、法人に対する社会の信頼を確保する。 
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中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

 

ともに、被害を最小
限に食い止めるため
の事前点検・訓練等
を行う。 

マイナンバーの取扱
いを適切に行う。 

教授が紛失した USB メモリの中に本学
学生等の個人情報が含まれていた事
案の発生を受け、個人情報の持ち出し
規程を整備するとともに、全教職員を
対象にした個人情報の取扱いに特化
した研修会を 7 月 14・15 日に開催し、
情報の適正管理について徹底を図っ
た。 

・ 特定個人情報(マイナンバー)取扱者
を対象にセキュリティ研修を実施し
た(9 月)。 

［評価時の観点］  
 本学教員によるUSBメモリ紛失事案が発
生。これを受け、規程の整備、研修会の
実施等、情報の適正管理について徹底
を図った。 

３ 社会的責任に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

３ 社会的責任に関する
目標を達成するためと
るべき措置 

３ 社会的責任に関する目標を達成する
ためとるべき措置 

―  

法令違反や各種ハラ
スメント等の人権侵害
を防止するため、相談、
啓発、問題解決等に全
学的体制で取り組む。 

・ 学内規程等の充実
や遵守の徹底など、
内部統制の強化に努
める。 

・ ハラスメント発生
を未然に防ぐため、
教職員・学生等に対
する意識啓発を徹底
するとともに、ハラ
スメントが生じた場
合は早急で適切に対
応する。 

・ 利益相反について
教員へ周知を図るな
ど、利益相反マネジ
メントを徹底する。 

・ 他大学や県等が行
う人権に関する研修
会に積極的に参加さ
せるなど、教職員の
人権意識の高揚を図
る。 

・ 障害者差別解消法
に的確に対応す 
るために制定した教
職員対応要領や、学
内での相談窓口の周
知に努める。 

・ ハラスメント発生を未然に防ぐた
め、新入生ガイダンスにおいて文書を
配布し、注意啓発を呼びかけた。また、
教職員を対象にした研修会を 29 年 2
月に実施した。 

・ ハラスメント相談員を対象にした研
修会を 11 月に実施し、相談があった
際に適切に対応するよう呼びかけた。 

・ 利益相反について教員へ周知を図る
など、利益相反マネジメントを徹底し
た。 

・ 他大学や県等が行う人権に関する研
修会に積極的に参加し、教職員の人権
意識高揚を図った。 

・ 障害者差別解消法に的確に対応する
ために制定した教職員対応要領や、学
内での相談窓口の周知に努めた。 

 
３ 

97 
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Ⅶ 予算、収支計画及び資金計画 

１ 予算 

                                     （単位：百万円） 

区      分 予算額 決算額 
差 額 

(決算－予算) 

 

  収入 

    運営費交付金 

  補助金 

  自己収入 

   授業料及び入学金検定料収入 

      雑収入 

  受託研究等収入及び寄附金収入 

   目的積立金取崩額 

 

              計 

 

 

  

２，０７３ 

１６３ 

１，１１４ 

１，０７１ 

４３ 

７９ 

２６９ 

 

３，６９８ 

 

 

２，０７３ 

２０７ 

１，１３９ 

１，０８７ 

５２ 

８７ 

２４９ 

 

３，７５５ 

 

 

０ 

４４ 

２５ 

１６ 

９ 

８ 

△２０ 

 

５７ 

 

 支出 

  教育研究経費 

  人件費 

  一般管理費 

  受託研究等経費及び寄附金事業費等 

施設費 

 

       計 

 

 

 

９２３ 

２，２３４ 

３６４ 

７９ 

９８ 

 

３，６９８ 

 

 

８８６ 

２，１７６ 

３７９ 

９２ 

９７ 

 

３，６３０ 

 

 

△３７ 

△５８ 

１５ 

１３ 

△１ 

 

△６８ 
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２ 収支計画 

                                    （単位:百万円） 

区       分 予算額 決算額 
差額 

（決算－予算） 

費用の部 

 経常費用 

  業務費 

   教育研究経費 

   受託研究等経費 

      役員人件費 

   教員人件費 

   職員人件費 

  一般管理費 

  財務費用 

  減価償却費 

 

収入の部 

 経常収益 

  運営費交付金収益 

  授業料収益 

  入学金収益 

  検定料収益 

    受託研究等収益 

  寄附金収益 

  補助金収益 

  財務収益 

  雑益 

    資産見返負債戻入 

   資産見返運営費交付金等戻入 

   資産見返寄附金戻入 

資産見返補助金戻入  

   資産見返物品受贈額戻入 

 

臨時損失 

臨時利益 

  

純利益 

   

目的積立金取崩益 

 

総利益 

３，７１６ 

３，７１６ 

３，２１５ 

９１５ 

６６ 

６８ 

１，７３２ 

４３４ 

４０４ 

－ 

９７ 

 

３，４４７ 

３，４４７ 

２，０５４ 

９１２ 

１０５ 

５４ 

６６ 

１２ 

１０５ 

- 

４２ 

９７ 

６３ 

１２ 

３ 

１９ 

 

－ 

－ 

 

△２６９ 

 

２６９ 

 

－ 

３，５５３ 

３，５５３ 

３，１４８ 

８４９ 

６０ 

３２ 

１，７４３ 

４６４ 

３０２ 

１ 

１０２ 

 

３，３１５ 

３，３１５ 

１，８５９ 

９６６ 

１１５ 

４４ 

７６ 

２５ 

８３ 

１ 

５１ 

９５ 

６０ 

１４ 

１ 

２０ 

 

１ 

１ 

 

△２３８ 

 

２４９ 

 

１１ 

△１６３ 

△１６３ 

△６７ 

△６６ 

△６ 

△３６ 

１１ 

３０ 

△１０２ 

１ 

５ 

 

△１３２ 

△１３２ 

△１９５ 

５４ 

１０ 

△１０ 

１０ 

１３ 

△２２ 

１ 

９ 

△２ 

△３ 

２ 

△２ 

１ 

 

１ 

１ 

 

３１ 

 

△２０ 

 

１１ 
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３ 資金計画 

                                     （単位:百万円） 

区      分 予算額 決算額 
差 額 

(決算－予算） 

 

資金支出 

 業務活動による支出 

 投資活動による支出 

 財務活動による支出 

 翌年度への繰越金 

 

資金収入 

 業務活動による収入 

  運営費交付金による収入 

  授業料及び入学金検定料による収入 

  受託研究等収入 

  寄附金収入 

    その他の収入 

 投資活動による収入 

 財務活動による収入 

 前年度よりの繰越金 

 

 

４，３３４ 

３，６０２ 

７７ 

１８ 

６３７ 

 

４，３３４ 

３，３３０ 

２，０７３ 

１，０７１ 

６６ 

１２ 

１０８ 

９８ 

－ 

９０６ 

 

４，７７４ 

３，５２１ 

６９４ 

１８ 

５４１ 

 

４，７７４ 

３，３６１ 

２，０７３ 

１，０８８ 

８１ 

２１ 

９８ 

７７８ 

－ 

６３５ 

 

４４０ 

△８１ 

６１７ 

０ 

△９６ 

 

４４０ 

３１ 

０ 

１７ 

１５ 

９ 

△１０ 

６８０ 

－ 

△２７１ 
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Ⅷ 短期借入金の限度額 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

短期借入金の限度額 

 

限度額  ３億円 

短期借入金の限度額 

 

限度額  ３億円 

 

該当なし ― 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

決算において剰余金が

発生した場合は、教育研

究の質の向上及び組織運

営の改善に充てる。 

決算において剰余金が

発生した場合は、教育研

究の質の向上及び組織運

営の改善に充てる。 

 

該当なし ― 

 

Ⅹ 重要な財産の譲渡等に関する計画 

 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

な し な し 

 

な し ― 
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XI その他規則で定める事項 

中 期 計 画 年 度 計 画 実 績 状 況 
法人 
自己 
評価 

１ 施設及び設備に関する

計画 

空調設備等の大規模修

繕を第 2 期中期計画期間

中に行う。 

 

２ 中期目標の期間を超え

る債務負担 

 

な し 

 

３ 地方独立行政法人法第

40 条第 4 項の規定により

業務の財源に充てること

ができる積立金の使途 

教育研究の質の向上及

び組織運営の改善に充て

る。 

 

４ その他法人の業務運営

に関し必要な事項 

な し 

１ 施設及び設備に関する

計画 

空調設備等の大規模修

繕を計画的に行う。 

 

 

２ 中期目標の期間を超え

る債務負担 

 

な し 

 

３ 地方独立行政法人法第

40 条第 4 項の規定により

業務の財源に充てること

ができる積立金の使途 

教育研究の質の向上及

び組織運営の改善に充て

る。 

 

４ その他法人の業務運営

に関し必要な事項 

な し 

１ 大規模修繕を３件実施した。 

・空調自動制御設備更新 

・照明制御設備機器更新 

・吸収冷暖房機液管炉筒取替 

 

 

２ 該当なし 

 

 

 

 

３ 該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

４ 該当なし 

― 



４　平成28年度の事業年度評価に係る項目別評価結果表

中期計画 (B～E) 評　点 大項目

項　　　　目 項目数 項目数計 総得点 平均値 別評点
(B～E計) (G)/(F)

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I)

6 

1 4   

4 

 

 1   1 

 

 1   1 

14 

2 7   9 

1 11 2 

9 45 3  57 

4 25 3  

3.0 18 6 

(4)留学生に対する配慮 1 3 3.0 

 

公立大学法人岡山県立大学自己評価

最小項目別評価の評点内訳

４点 ３点 ２点 １点

97 3.0 32 

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上 57 177 3.1 ⑤

１教育 32 

(2)教育内容等 9 29 3.2 

(1)教育の成果 14 41 2.9 

(3)教育の実施体制等 9 27 3.0 1 7 1  9 

２学生の支援

(1)学習支援、生活支援 1 3 3.0 

6  6 

 1  1 

(2)経済的支援 1 3 3.0  1   1 

(3)就職支援 3  3 9 3.0   3 

３研究 5 15 3.0  5 5 

(1)研究水準及び研究の成果等 4 12 3.0    4 

 

(2)研究実施体制等の整備 1 3 3.0 

14 

20 3.3 

４地域貢献、産学官連携、国際交流 14 47 3.4 5 9 

3 

(1)地域貢献 6 2 4   

(2)産学官連携の推進 4 13 3.3 

92



中期計画 (B～E) 評　点 大項目

項　　　　目 項目数 項目数計 総得点 平均値 別評点
(B～E計) (G)/(F)

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I)

公立大学法人岡山県立大学自己評価

最小項目別評価の評点内訳

４点 ３点 ２点 １点

 

 2   

 5 

1 1  2 

1 

 

 

3  1 2  

2   2  

2 

 

   11 

5 

2 1   3 (3)国際交流 3 11 3.7 

(4)県内の大学間の連携・協力 1 3 3.0 1   1  

33 3.0 11 

Ⅲ 業務運営の改善及び効率化 20 61 3.1 ⑤20 

 5   

１運営体制の改善 11 

2 17 1 

(2)全学的な視点による戦略的な大
学運営の推進

2 6 3.0 

(1)理事長(学長)、学部長等を中心
とする機動的な運営の推進

5 15 3.0 

(3)地域に開かれた大学づくりの推
進

2 6 3.0  2   

(4)評価制度の活用等による業務運
営の改善に向けた継続的取組の推進

2 6 3.0 

1 

2   2 

２教育研究組織の見直し 1 4 4.0 1    

３人事の適正化     3 

(2)能力・業績等を反映させる制度
の運用

2 5 2.5 

8 2.7 

1  
(1)法人化の特長を生かした弾力的
な制度の構築

1 3 3.0 1   

 

④

４事務等の効率化、合理化 5 16 3.2 5   4 

Ⅳ 財務内容の改善 11 33 3.0  11  11 

6 3.0 

１自己収入の増加 5 15 3.0 5  

(1)学生納付金 2 2 
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中期計画 (B～E) 評　点 大項目

項　　　　目 項目数 項目数計 総得点 平均値 別評点
(B～E計) (G)/(F)

(A) (B) (C) (D) (E) (F) (G) (H) (I)

公立大学法人岡山県立大学自己評価

最小項目別評価の評点内訳

４点 ３点 ２点 １点

1   

 

  

1 

6  1 

 1   1 

 

96 

2    2 

(3)その他の自己収入確保 1 3 3.0 

(2)外部資金の獲得 2 6 3.0 

２資産の管理運用 3 9 3.0 3   3 

３経費の抑制 3 9 3.0  3  3  

3.0 

Ⅴ 自己点検・評価及び改善並びに当該情報
の提供

2 6 3.0 ④ 2 2 

１評価の充実 1  

Ⅵ その他業務運営に関する重要事項 6 17 

3 1  1 

2.8 ④

２情報公開の推進 1 3 3.0 

5  

 

１施設設備の整備 1 3 3.0  1   1 

２安全衛生管理や危機管理等 4 11 2.8  4  1 3 

３社会的責任 1 3 3.0  1   1 

※28年度計画において、Ⅱ－４－（１）ア－(ゥ)（項目番号47）については、
　該当事業の終了につき計画を定めていないため、96項目としている（中期計画は全97項目）

合　　計 96 294 3.1 11 80 5  
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